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は じ め に 

本市では、障害者基本法第１１条に基づく「市町村障害

者計画」及び旧障害者自立支援法第８８条に基づく「市町

村障害福祉計画」を合わせ、平成１９年３月に市の障害者

施策を総合的に推進するための基本計画として「多賀城市

障害者福祉計画（第１期）」を策定しました。 

 その後、児童福祉法が一部改正され「市町村障害児福祉

計画」を策定することが義務化されたことに伴い、平成３

０年３月に障害者総合支援法第８８条に基づく「多賀城市

障害福祉計画（第５期）」と一体的に「多賀城市障害児福祉計画（第１期）」を

策定いたしました。 

 直近の計画は、令和３年３月に「多賀城市障害者計画（第４期）・多賀城市障

害福祉計画（第６期）・多賀城市障害児福祉計画（第２期）」を一体的に策定

し、障害のある人もない人も地域でいきいきと自立した生活が送れるまちづくり

を目指してまいりました。 

 これらの計画期間が満了することに伴い、本市のこれまでの取組成果と課題を

踏まえ、新たに「多賀城市障害者計画（第５期）・多賀城市障害福祉計画（第７

期）・多賀城市障害児福祉計画（第３期）を策定いたしました。 

 計画策定にあたっては、国の「障害者基本計画」や県が策定する「みやぎ障害

者プラン」並びに「宮城県障害福祉計画」をはじめ、第六次多賀城市総合計画等

の上位計画との整合を図りつつ進めました。本計画も引き続き「地域での共生社

会の実現を目指して」を基本理念として、一人ひとりがかけがえのない個人とし

て尊重され、誰もが個性や能力を発揮しながら、地域社会の中でいきいきと暮ら

していくまちづくりを目指すものであります。 

 本計画をより実効性のあるものとするため、障害福祉に携わる関係機関の皆様

方や、市民の皆様と協働・連携を図りながら、計画を推進してまいりますので、

より一層の御協力をお願いいたします。 

 結びに、本計画の策定にあたり、市民アンケート調査に御協力いただいた市民

の皆様をはじめ、貴重な御意見を賜りました「多賀城市障害者福祉計画策定委員

会」に御参加いただいた委員の皆様並びに障害福祉関係団体の皆様に心から熱く

御礼申し上げます。 

 令和６年３月 

多賀城市長 深谷 晃祐
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計画の概要について 
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第１章 計画策定の趣旨と背景 

１ 多賀城市障害者計画（第５期） 

本市では平成１８年の障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）の施行に

伴い、平成１９年３月に「多賀城市障害者福祉計画（第１期）」を策定しました。 

「地域での共生社会を目指して」を基本理念とし、障害者が地域で安心して暮ら

せる社会の実現をめざして、障害福祉サービスや相談支援、地域生活支援事業等の

施策を実施してきました。 

国の動向としては、平成２５年に「障害者自立支援法」が「障害者の日常生活及

び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）」に改正

され、障害者の範囲に新たに難病患者が加えられたほか、各種サービスの充実化が

図られました。 

また、平成２８年には「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成

２５年法律第５０号）」の施行により、障害を理由とする不当な差別的取り扱いの

禁止や官公庁における合理的配慮の提供が義務化されるなど、差別の解消に向けた

取り組みが推進されました。 

令和３年には「医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律（令和３年

法律第８１号）」が施行され、医療的ケア児やその家族を社会で支えていく仕組み

を整えることが推進されるなど、障害がある人もない人もお互いに人格と個性を尊

重し支え合いながら、住み慣れた地域での生活を支えていくための施策を推進する

ことがより一層重要となりました。 

本市ではこれまで、国の障害者施策の基本的なあり方を示す「障害者基本計画」

及び宮城県が策定する「みやぎ障害者プラン」の内容を踏まえ、計画の改定を重ね

てきており、現計画は令和２年度に第４期計画を策定し、障害者福祉施策を計画的

かつ総合的に推進してきました。 

このたび、令和５年度をもって第４期計画が終了することから、新たな時代に対

応し、本市における障害者施策を総合的かつ一体的に推進するため、「多賀城市障

害者計画（第５期）」を策定します。 
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２ 多賀城市障害福祉計画（第７期） 

多賀城市障害児福祉計画（第３期） 

障害福祉計画は、障害者総合支援法第８８条の規定に基づき、障害福祉サービス

等の提供体制の確保に関する計画として策定するものです。 

障害児福祉計画は、児童福祉法第３３条の２０の規定に基づき、障害児通所支援

及び障害児相談支援の提供体制の確保に関する計画として策定するものです。 

両計画は、国が示す「障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実施を

確保するための基本的な指針（令和５年こども家庭庁・厚生労働省告示第1号、以

下「国の基本指針」という。）」に即し、成果目標や目標達成に向けた活動指標を

定めることとされています。 

本市では、令和２年度に「多賀城市障害福祉計画（第６期）・多賀城市障害児福

祉計画（第２期）」を一体的に策定し、計画的なサービスの提供、障害者福祉施策

の推進に取り組んできました。 

これらの計画は、令和５年度をもって計画期間が終了することから、これまでの

取組の進捗評価を行い、新たに「多賀城市障害福祉計画（第７期）・多賀城市障害

児福祉計画（第３期）」を策定しました。 

本計画は、令和６年度から令和８年度までの3年間における障害福祉サービス等

の提供体制の構築に係る成果目標や見込量等について定めます。 

【根拠法】 

策定計画 根 拠 法 

１ 市町村障害者計画 
障害者基本法（昭和４５年法律第８４号）

第１１条第３項 

２ 市町村障害福祉計画 
障害者総合支援法（平成１７年法律第１

２３号）第８８条第１項 

３ 市町村障害児福祉計画 
児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）

第３３条の２０第１項 
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３ 障害者施策をめぐる法令等改正の動き 

動向（施行） 法 律 概 要 

平成２３年７月 障害者基本法（昭和４５年法律第

８４号）の一部を改正する法律

（障害者基本法改正法） 

（平成２３年法律第９０号） 

・障害者の定義に社会モデルの考

え方を導入 

・社会的障壁の除去について、合

理的な配慮の必要性に関する内容

を追加 

平成２４年１０月 障害者虐待の防止、障害者の養護

者に対する支援等に関する法律

（障害者虐待防止法） 

（平成２３年法律第７９号） 

・自治体への相談窓口の設置 

・発見者への通報義務付け 

平成２５年４月 地域社会における共生の実現に向

けて新たな障害保健福祉施策を講

ずるための関係法律の整備に関す

る法律 

（平成２４年法律第５１号） 

・障害者自立支援法（平成１７年

法律第１２３号）を改め、障害者

の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律（障害者総

合支援法）とした。 

・障害者の範囲に難病を追加 

・訓練等給付として「生活」「就

労」に対する支援を充実 

・障害支援区分の導入 

平成２５年４月 国等による障害者就労施設等から

の物品等の調達の推進等に関する

法律（障害者優先調達推進法） 

（平成２４年法律第５０号） 

・障害者就労施設等から、優先的

かつ積極的に購入することを推進 

平成２８年４月 障害者の雇用の促進等に関する法

律（昭和３５年法律第１２３号）

の一部を改正する法律 

（平成２５年法律第４６号） 

・雇用の分野における障害を理由

とする差別的取扱いを禁止する。 

・事業主に、障害者が職場で働く

に当たっての支障を改善するため

の措置を講ずることを義務付け

る。 

平成２８年４月 障害を理由とする差別の解消の推

進に関する法律（障害者差別解消

法） 

（平成２５年法律第５０号） 

・障害を理由とする不当な差別的

取り扱いの禁止 

・合理的配慮の提供について 

平成２８年５月 成年後見制度の利用の促進に関す

る法律（成年後見制度利用促進

法） 

（平成２８年法律第２９号） 

・成年後見制度の利用促進 

・関係機関等の連携体制の充実 
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動向（施行） 法 律 概 要 

平成３０年４月 障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律及び

児童福祉法の一部を改正する法律 

（平成２８年法律第６５号） 

・自立生活援助や就労定着支援の

新設 

・低所得の高齢障害者の負担軽減 

・重度障害児や医療的ケア児への

支援の拡充 

平成３０年６月 障害者による文化芸術活動の推進

に関する法律（障害者文化芸術活

動推進法） 

（平成３０年法律第４７号） 

・国民が障害の有無に関わらず，

文化芸術を鑑賞し，これに参加

し，又はこれを創造することがで

きるよう，障害者による文化芸術

活動を幅広く促進する。 

令和元年６月 視覚障害者等の読書環境の整備の

推進に関する法律（読書バリアフ

リー法） 

（令和元年法律第４９号） 

・障害の有無に関わらず全ての国

民が等しく読書を通じて文字・活

字文化の恵沢を享受することがで

きる社会の実現に寄与する。 

令和２年４月 障害者の雇用の促進等に関する法

律（昭和３５年法律第１２３号）

の一部を改正する法律 

（令和元年法律第３６号） 

・社会連帯の理念に基づく事業主

の共同の責務として障害者雇用を

促進する。 

令和３年９月 医療的ケア児及びその家族に対す

る支援に関する法律（医療的ケア

児支援法） 

（令和３年法律第８１号） 

・医療的ケア児を子育てする家族

の負担を軽減し、医療的ケア児の

健やかな成長を図るとともに、そ

の家族の離職を防止する。 

令和４年５月 障害者による情報の取得及び利用

並びに意思疎通に係る施策の推進

に関する法律（障害者情報アクセ

シビリティ・コミュニケーション

施策推進法） 

（令和４年法律第５０号） 

・障害者による情報の取得利用・

意思疎通に係る施策を総合的に推

進し、共生社会の実現に資する。 

令和５年４月 障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律等の

一部を改正する法律 

（令和４年法律第１０４号） 

・障害者の多様な就労ニーズに対

する支援及び障害者雇用の質の向

上の推進 

令和６年４月 

（施行予定） 

障害を理由とする差別の解消の推

進に関する法律の一部を改正する

法律（障害者差別解消法改正法） 

（令和３年法律第５６号） 

・国及び地方公共団体の連携協力

の責務の追加 

・事業者による社会的障壁の除去

の実施に係る必要かつ合理的な配

慮の提供の義務化 

※法律名称については、以下略称で表記する。



- 6 - 

４ 計画の位置づけ 

多賀城市障害者計画（第５期）は、障害者基本法第１１条第３項に基づく、障

害者のための施策に関する基本的な事項を定める理念計画です。 

多賀城市障害福祉計画（第７期）は、障害者総合支援法第８８条第１項に基づ

く、障害福祉サービス等の提供体制の確保と円滑な実施に関する実施計画です。 

多賀城市障害児福祉計画（第３期）は、児童福祉法第３３条の２０第１項に基づ

く、障害児通所支援等の提供体制の確保と円滑な実施に関する実施計画です。 

なお、本計画は国の「障害者基本計画」や県の「みやぎ障害者プラン」「宮城

県障害（児）福祉計画」の内容を踏まえるとともに、本市の上位計画である「第

六次多賀城市総合計画（令和３年度から令和１２年度まで）」や「第４期多賀城

市地域福祉計画（令和３年度から令和７年度まで）」、その他関連計画との整

合・調整を図りながら策定しています。 

【計画の関係図】

第六次多賀城市総合計画

■主な関連計画

・健康たがじょう２１プラン

（多賀城市健康増進計画・多賀城市食育推進計画・多賀城市母子保健計画）

・たがじょうすくっぴープラン２

（多賀城市次世代育成行動計画・多賀城市子ども・子育て支援事業計画）

・多賀城市高齢者福祉計画・多賀城市介護保険事業計画 等

・多賀城市障害福祉計画

・多賀城市障害児福祉計画

・多賀城市障害者計画 （理念計画）

（根拠法）障害者基本法

（国）障害者基本計画

（宮城県）みやぎ障害者プラン

（根拠法） 障害者総合支援法

児童福祉法

（国）障害福祉計画に係る基本指針

（宮城県）宮城県障害福祉計画

宮城県障害児福祉計画

第４期多賀城市地域福祉計画

多賀城市障害者福祉計画

（実施計画）
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５ 計画の期間 

本計画の期間は、「みやぎ障害者プラン（第４期）」及び「宮城県障害（児）福

祉計画（第７期・第３期）」に合わせ、多賀城市障害者計画（第５期）を令和６年

度から令和１１年度までの６か年とし、多賀城市障害福祉計画（第７期）及び多賀

城市障害児福祉計画（第２期）においては、令和６年度から令和８年度までの３か

年とします。 

ただし、法改正等の国の動向やその他社会経済状況の変化に対応し、必要に応じ

て見直しを行います。 

【各計画期間一覧】 

R3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 

多賀城市総合計画 第六次(～R12 年度) 

多賀城市地域福祉計画 第４期 第５期(～R12 年度) 

多賀城市障害者計画 

（理念計画） 
第４期 第５期 

多賀城市障害福祉計画 

（実施計画） 
第６期 第７期 第８期 

多賀城市障害児福祉計画 

（実施計画） 
第２期 第３期 第４期 

みやぎ障害者プラン 

（理念計画） 
第３期 第４期 

宮城県障害福祉計画 

 （実施計画） 
第６期 第７期 第８期 

宮城県障害児福祉計画 

 （実施計画） 
第２期 第３期 第４期 

障害者基本計画（国） 第四次 第五次 
第六次 

(～R14 年度) 
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第２章 障害のある人を取り巻く状況等 

１ 人口の推移 

(1) 国勢調査等の人口の推移 

  本市の人口は、平成30年3月末現在で62,174人となっており、令和5年

3月末は62,066人で、ほぼ横ばいで推移しています。 

 資料：総務部市民課 人口集計表から（各年３月末現在） 

国勢調査による人口の動向を見ると、昭和55年から人口が増え続けてきまし

たが、平成22年に63,060 人でピークとなり、その後は横ばいで推移していま

す。 

資料：国勢調査から（各年１０日１日現在） 

単位（人）

単位（人）
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(2) 年少人口や高齢化率等の状況 

年齢別人口構成比については、平成30年と令和5年を比較すると、年少人

口（0歳～14歳）は 0.5 ポイント減少し、生産年齢人口（15歳～64歳）で

は1.6ポイントの減少がみられます。しかし、高齢者人口（65歳以上）では

2.0ポイントの増加がみられるなど、本市においても少子高齢化が進行してい

ます。平成2年比でみると年少人口、生産年齢人口の占める割合の減少は、よ

り顕著です。 

平成 30年から令和5年までの年齢別人口の増減をみると、年少人口（0歳

～14歳）は300人減少し、生産年齢人口（15歳～64歳）では1,032人減

少しています。一方で、高齢者人口（65歳以上）は1,224人増加していま

す。 

総人口は、108人減少しており、少子高齢化が進行しています。 

単位（人） 平成30年 平成31年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年
平成30年-令和5年比

増減率（％）

総人口 62,174 62,241 62,245 62,154 61,890 62,066 99.8%

年少人口
（14歳以下）

8,439 8,416 8,362 8,257 8,108 8,139 96.4%

生産年齢人口
（15～64歳）

39,030 38,795 38,565 38,205 37,953 37,998 97.4%

高齢者人口
（65歳以上）

14,705 15,030 15,318 15,692 15,829 15,929 108.3%

総務部市民課　人口集計表から（各年３月末現在）
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２ 障害者数等の状況 

(1) 各種障害者手帳所持者数の推移 

本市の障害者手帳所持者数は、令和5年において2,865人となっており、平

成16年からの推移をみると増加傾向にあります。 

令和5年の障害者手帳所持者数をみると、身体障害者手帳所持者が1,879人

と最も多く全体の約7割を占めており、過去５年の推移をみると微増となってい

ます。次いで療育手帳所持者が495人、精神障害者保健福祉手帳所持者は491

人の順となっており、平成16年からの推移をみるといずれも増加傾向になって

います。 

■各種障害者手帳所持者数の推移■

単位（人） 平成16年 平成20年 平成25年 平成30年 平成31年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年

身体障害者手帳 1,444 1,744 1,788 1,813 1,829 1,842 1,884 1,867 1,879

療育手帳 229 311 357 424 443 457 469 479 495

精神障害者保健

福祉手帳
112 160 215 378 376 406 428 461 491

合計 1,785 2,215 2,360 2,615 2,648 2,705 2,781 2,807 2,865

資料：障害福祉係（各年４月１日現在）

単位（人）



- 11 - 

(2) 身体障害者手帳所持者数の推移 

本市の身体障害者手帳所持者数は、令和5年において1,879人となっていま

す。等級別にみると、「1級」が616人（32.8％）と最も多く、次いで4級が

440人（23.4％）、3級が316人（16.8％）の順となっており、等級割合の推

移に大きな変化はみられませんが、各年、障害が重度である１級・２級で全体の約

半数を占めています。 

■身体障害者手帳所持者数の推移（等級別）■

平成16年 平成20年 平成25年 平成30年 平成31年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年

1,444 1,744 1,788 1,813 1,829 1,842 1,884 1,867 1,879

1級 460 585 622 643 631 625 633 611 616

2級 254 318 289 284 275 275 269 259 276

3級 284 313 343 299 308 313 335 341 316

4級 259 317 336 373 394 412 419 428 440

5級 115 119 113 116 121 120 119 118 118

6級 72 92 85 98 100 97 109 110 113

単位（人）

身体障害者手帳

所持者数合計

資料：障害福祉係（各年４月１日現在）

単位（人）
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障害の種類別にみると、令和５年は「肢体不自由」が851人（45.3％）と最

も多く、次いで「内部障害」が751人（40.0％）、「聴覚・平衡機能障害」が

128人（6.8％）、「視覚障害」が127人（6.8％）の順となっています。 

平成30年からの推移では、特に「内部障害」の増加が目立ちます。 

■身体障害者手帳所持者数の推移（障害種類別）■

平成16年 平成20年 平成25年 平成30年 平成31年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年

1,444 1,744 1,788 1,813 1,829 1,842 1,884 1,867 1,879

視覚障害 101 131 122 119 124 131 129 124 127

聴覚・平衡

機能障害
91 102 97 112 116 123 125 125 128

音声・言語・

そしゃく機能
21 24 22 20 19 20 21 22 22

肢体不自由 777 909 911 878 878 860 876 852 851

内部障害 454 578 636 684 692 708 733 744 751

単位（人）

身体障害者手帳

所持者数合計

資料：障害福祉係（各年４月１日現在）

単位（人）
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(3) 療育手帳所持者数の推移 

本市の療育手帳所持者数は、令和5年において495人となっており、平成16

年からの推移をみると増加傾向にあります。 

障害程度別にみると、令和5年では「Ｂ判定」が351人（70.9％）と７割を

占めており、次に「Ａ判定」が144人（29.1％）となっています。特に「Ｂ判

定」の人数の増加が目立っています。 

■療育手帳所持者数の推移■

平成16年 平成20年 平成25年 平成30年 平成31年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年

229 311 357 424 443 457 469 479 495

Ａ 82 110 115 121 128 130 137 137 144

Ｂ 147 201 242 303 315 327 332 342 351

単位（人）

療育手帳
所持者数合計

資料：障害福祉係（各年４月１日現在）

単位（人）
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(4) 精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移 

本市の精神保健福祉手帳所持者数は、令和5年において491人となってお

り、平成30年からの推移を見ても、大きく増加しています。 

等級別にみると、令和5年では「2級」が289人（58.9%）と最も多く、全

体の約6割近くを占めています。次に「3級」が171人（34.8%）、「1級」

が31人（6.3%）の順となっており、近年では特に「2級」の所持者数の増加が

目立ちます。 

■精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移■

平成16年 平成20年 平成25年 平成30年 平成31年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年

112 160 215 378 376 406 428 461 491

1級 30 40 38 38 35 30 26 34 31

2級 66 76 116 231 229 239 265 277 289

3級 16 44 61 109 112 137 137 150 171

単位（人）

精神障害者

保健福祉手帳

所持者数合計

単位（人）

資料：障害福祉係（各年４月１日現在）
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(5) 自立支援医療（精神通院）受給者数の推移 

本市の自立支援医療（精神通院）の受給者数は、令和５年において953人と 

なっており、平成20年からの推移をみると、受給者数は年々増加傾向で、受給

者は約2倍に増加しています。 

■自立支援医療（精神通院）受給者数の推移■

※平成１８年４月の障害者自立支援法の施行により制度改正となり、市町村への権限移譲が行われました。

平成20年 平成25年 平成30年 平成31年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年

500 692 744 781 787 843 938 953

単位（人）

自立支援医療

（精神通院）受給者数

資料：障害福祉係（各年４月１日現在）

単位（人）
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多賀城市障害者計画（第５期） 
２０２４（令和６）年度～２０２９（令和１１）年度 
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第１章 計画の基本的な考え方 

１ 本市の目指す姿（基本理念） 

本市が目指す姿は、障害者基本法が示す「地域社会における共生」です。 

我が国が平成１９年に署名した「障害者の権利に関する条約（平成２６年に批

准）」が示すノーマライゼーションの理念の下、本市では、障害の有無に関わら

ず、誰もが基本的人権を享有するかけがえのない個人として尊重され、全ての市民

が相互に人格と個性を尊重し合い、障害の有無によって分け隔てられることなく、

地域社会において、共に安心して暮らせる福祉のまちづくりを目指しています。 

本市では、令和３年度にスタートした第六次多賀城市総合計画において、障害者

（児）福祉を推進するため市が目指す将来の姿として「障害者（児）がその適正や

能力に応じて、安心して暮らすことができている」ことを掲げています。 

近年では、平成２８年の「障害者差別解消法」の施行により、差別の解消に向け

た取り組みが推進され、令和３年の「医療的ケア児支援法」の施行により、医療的

ケア児やその家族を社会で支えていく仕組みを整えることが推進されるなど、障害

者（児）を社会全体で支えるための基盤が着実に整備されています。 

そのような社会情勢の中、これまでの障害者（児）福祉施策の取り組みを継続す

るとともに、多賀城市に暮らす誰もが、地域での助け合い支え合いの中で、心豊か

に安心して、かつその人の望む「自分らしい生活」を送ることができるよう、温か

く優しい環境づくりを進めていきます。 

地域での共生社会をめざして
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２ 施策の体系図 

基本理念 地域での共生社会をめざして 

３ 認め合い、支え合う 

まちづくり 

１ 地域で生活するための 

まちづくり 

４ みんなが笑顔で育つ 

まちづくり 

５ すべてのひとにやさしい 

まちづくり 

1-2 地域生活支援の充実 

1-1 相談体制の充実 

1-3 生活安定施策の推進 

1-4 保健・医療の充実 

1-5 福祉サービスの充実 

２ 社会的自立と社会参加を 

推進するまちづくり 

2-1 雇用の促進 

2-2 福祉的就労の場の確保 

2-3 障害福祉団体の自立した活動の支援 

2-4 ボランティアや市民活動の推進 

3-1 障害を理由とする差別の解消の推進 

3-2 権利擁護の推進 

4-1 療育体制の充実 

4-2 障害児支援の充実 

5-1 住まい・まちづくりの促進 

5-2 移動・交通バリアフリーの促進 

5-3 防災施策の推進 

5-4 啓発活動の推進 

5-5 コミュニケーションの充実 

4-3 学校教育の充実 

基本目標 目標を達成するための施策 
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３ 計画の基本目標 

基本理念を実現するため、５つの基本目標を掲げて施策を展開していきます。 

(1) 地域で生活するためのまちづくり 

  障害のある人とその家族が、住み慣れた地域で安心して生活をおくるために、

生活状況に応じて必要な障害福祉サービスを提供します。 

また、障害のある人が、必要な支援について自己選択・自己決定し、必要なサ

ービスがタイムリーに利用できるよう、個々のニーズに合った支援を行います。 

また、そのような体制を整備していくため、宮城東部地域自立支援協議会を圏

域の二市三町共同で運営し、地域課題の情報共有や課題解決に向けた協議検討を

行い、地域の関係機関とのネットワーク構築に努めます。 

(2) 社会的自立と社会参加を推進するまちづくり 

  働くことは生活や社会参加のための重要な要素です。働く意欲のある人が、障

害があっても自分の意向と能力に合った就労の場が選択できるよう、就労支援機

関を含めた関係機関と相談支援事業との連携を強化していきます。 

「障害者の雇用の促進等に関する法律」では、雇用の分野での障害者差別が禁

止され、合理的配慮の提供が義務付けられています。地域で暮らす全ての人が、

障害の有無に関わらず、相互に人格と個性を尊重し合えるよう、障害特性の理解

に関する普及啓発に取り組んでいきます。 

また、ボランティア団体の活動やボランティア育成に関する情報提供を行うこ

とで、ボランティアや地域活動へ参加しやすい環境づくりを目指します。 

(3) 認め合い、支え合うまちづくり 

  共生社会を実現するには、障害者への偏見や差別意識を社会から払拭し、「一

人ひとりの命の重さは、障害のあるなしによって少しも変わることはない」とい

う当たり前の価値観を社会全体で共有し、障害のある人もない人も、お互いの人

格と個性を尊重し合うことが不可欠です。 

平成２８年には「障害者差別解消法」が施行されるなど、障害者の権利擁護の

ための法整備が進んでいます。 

また本市では、平成２４年１０月から旧社会福祉課（現介護・障害福祉課）内

に「多賀城市障害者虐待防止センター」を開設し、平成２９年６月に「多賀城市

障害者虐待防止対応マニュアル」を作成しました。今後も相談対応と虐待防止を

含めた権利擁護のための取組を推進していきます。 
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そして、平成２８年に施行された「成年後見制度利用促進法」に基づき、令和

３年度から「多賀城市地域福祉計画」にそって、本市における成年後見制度の利

用促進に関する取組を実施することになりました。 

成年後見制度を必要な人が、タイムリーに制度を利用できるよう、権利擁護事

業とも連動し、広報活動や相談体制の整備等に努めていきます。 

(4) みんなが笑顔で育つまちづくり 

  児童・生徒一人ひとりが、成長過程によるライフステージの変化があっても、

個々の発達課題に応じた支援を、切れ目なく継続的に受けられるよう「発達支援

会議」を設置し、関係機関の連携による療育支援の仕組みを構築しています。 

集団生活や就学がスムーズに行えるよう、幼稚園・保育所等を始めとした支援

関係機関や関係各部署が、定期的に情報共有や支援方針の検討を行いながら、切

れ目ない支援の継続に向けて、連携を強化していきます。 

また、障害児通所支援等のサービスが必要な児童・生徒については、個々のニ

ーズに応じた利用となるよう相談支援事業所と連携しながら、必要なサービスの

提供に努めます。 

今後も、地域課題や関係法令等の変化に対応しながら、療育体制整備の充実を

図っていきます。 

(5) すべてのひとにやさしいまちづくり 

  障害のある人の社会参加を推進するためには、障害のある人に配慮したまちづ

くりを推進し、誰もが暮らしやすい生活環境を整備することが重要です。 

本市では、昭和５８年に障害者福祉都市宣言を行い、公共施設の玄関スロープ

や点字ブロックの敷設等の構造設備及び交通安全施設の改善整備等を行ってきま

した。 

今後も引き続き道路の点字ブロック敷設や段差の解消等、市内のバリアフリー

化を推進していきます。 

防災施策の推進は、「避難行動要支援者支援プラン」に基づく、避難行動要支

援者名簿を地域ごとに共有し、災害時に地域で支え合える体制を取っているほ

か、防災ハザードマップを全戸配布し、避難場所や非常時の持ち出し用品等の情

報提供に努めています。 

また、手話奉仕員の養成、手話通訳者の窓口配置や派遣、窓口や選挙の際にコ

ミュニケーション支援ボードを活用するなどにより、話し言葉等によるコミュニ

ケーションに困難を抱えている方々へコミュニケーション支援・充実に努めま

す。  
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４ 重点的な取組内容 

(1) 相談支援体制の充実強化 

  障害のある人が、住み慣れた地域で自分らしい生活を送るためには、個々の

障害特性を踏まえた生活課題の確認と、生活を支えるために必要な障害福祉制

度やサービスへの「つなぎ」の役割が重要になります。 

本市では、個々のニーズと障害福祉サービスとをつなぎ、サービスを利用す

る際に必要な「サービス等利用計画」について、サービスを利用する人全てが、

担当の相談支援専門員の計画のもとに安心してサービス利用が出来るよう、相

談支援事業所による計画作成率１００％を達成・維持してきました。今後も、

より多様化した個々のニーズに合わせて、適切なサービス提供につながるよう

努めていきます。 

近年、障害の重度化・高齢化及び医療的ケアが必要な人の地域生活を支える

ための支援体制を整えることついて、既存の資源の中で必要なサービス提供を

調整することと並行し、地域資源を開拓していくことも地域課題の一つとなっ

ています。 

多様化したニーズの把握や課題の整理を行い、安全・安心な地域生活を支え

るため、障害福祉サービスだけでなく、医療・教育・介護など、様々な機能と

連携した支援のコーディネート機能が求められています。 

本市では、相談支援に関わる専門職のコーディネート機能強化のため、様々

な社会資源や支援関係機関との連携強化に努めていきます。 

主な取り組みの例 

ア 相談支援事業所への人材育成の機会の提供 

・事例検討会等を実施し、個々のニーズに合わせた相談支援（ケアマネジメ

ント）が展開できるよう、相談支援専門員のスキルアップを図ります。 

・地域の資源に関する情報共有や地域課題の見える化等、地域の状況をタイ

ムリーに把握・検討する場の設定について検討し、実施していきます。 

イ 支援関係機関等との連携強化 

・基幹相談支援センターと連携し、エリア圏域の精神障害にも対応した地域

包括ケアシステムや、医療的ケア児の支援の協議の場等への参画を通じ

て、地域課題解決に向けた連携強化体制の構築を図っていきます。 
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(2) 療育システムの体制整備 

本市では、障害や発達課題のある児童が、地域の中で共に育ち、安心して生

活できるように、早期療育や早期支援の充実と、成長によるライフステージの

変化があっても、支援が切れることなくつながっていく仕組みを検討し、平成

２７年度に児童発達支援センター「太陽の家」を中核とした療育システムとし

て「発達支援会議」を設置しました。 

近年児童をとりまく地域課題は、教育・保育分野等でも深刻化し、妊娠期か

らの育児支援や小・中学校を中心とした不登校やいじめの問題など、それぞれ

の課題解決のためのネットワーク等を拡充してきました。 

   全ての児童が地域の中で健やかに成長していけるよう、これから新たに構

築される関係機関の支援ネットワークとも、地域課題を共有し連動していく

体制を構築していきます。 

主な取り組みの例 

  ア 基幹保育所等との連携について 

・教育・保育施設における障害のある児童の割合は、在籍児童の約１割にの

ぼると言われており、障害の有無や国籍等に関わらず、全ての子どもを受

け入れる「インクルーシブ保育」が推進されています。発達課題を持つ児

童への継続的な支援のために、基幹保育所との連携を強化し、教育・保育

施設での療育支援を支える仕組みを構築していきます。 

    イ こども家庭センター及び要保護児童対策地域協議会との連携について 

・こども家庭センターは、妊娠期から子育て期の妊産婦や乳幼児に伴走型支

援を担う母子保健機能と様々な課題や問題を抱える児童や家庭を支援する児

童福祉機能を一体的に支援する機関として、「専門的知見」と「当事者目

線」の双方の視点による「切れ目の無い支援」の展開を目指しています。 

・妊娠期から関るこども家庭センターや虐待対応を担う要保護児童対策地域

協議会と連携し、効果的な養育支援と発達課題を抱える児童家庭の虐待事例

にも対応できる全庁型療育システムとして体制を構築していきます。 
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ウ 母子保健事業、保育事業、教育委員会との連携について 

・各種健診、あそびの教室、育児こころの相談等により特別な支援が必要と

思われた児童は、速やかに療育につなげることが大切です。そのためには

児の特徴や発達課題等に対する保護者の理解が欠かせません。 

・障害のある児童の保護者は、障害を受容することのためらいや不安、悩み

などを抱えている場合があります。児童の発達の状態や今後の支援等につ

いて保護者と適時相談を行い、児童発達支援センターの総合相談窓口等、

適切な療育支援につながるように促していきます。その後、保育所・幼稚

園、学校等、児童にとって適切な機関につなげていきます。 

【母子保健事業の概要図】 



- 24 - 

【母子保健事業等との連携フロー図】 
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(3) 障害者差別の禁止や合理的配慮等の普及啓発を強化 

   平成２８年４月に「障害者差別解消法」が施行され、官公庁による市民への

合理的配慮の提供が義務化されています。令和６年度からは、民間の事業所に

おいても合理的配慮の提供が「努力義務」から「法的義務」へ変更予定となっ

ています。 

本市では、平成２９年９月に「障害を理由とする差別の解消の推進に関する

多賀城市職員対応要領（以下「職員対応要領」という。）」を取りまとめ、職

員研修等をとおして、不当な差別的取り扱いや合理的配慮の考え方、対応時の

留意点等を市職員全員で共有しています。 

令和２年度にコミュニケーション支援ボード※を作成・各窓口に配置し、話

し言葉によるコミュニケーションが困難な方が意思表示をしやすい体制をとっ

ています。 

また、選挙の際には「投票支援カード」等を活用し、イラストを指さすだけ

で自分の意思や求めている支援を意思表示できる体制を取るなど、今後も、全

庁を挙げて様々な場面で障害のある人に寄り添った支援体制を構築していきま

す。 

主な取り組みの例 

ア 障害者週間に併せた障害福祉施策に関する周知啓発について 

・障害者週間（１２月３日～９日）に併せ、庁舎ロビーで障害者差別解消法

等を普及啓発するパンフレットを配置したり、ポスターを掲示するなどし

ています。 

また、市内の障害者就労施設の活動紹介やヘルプマークの実物を展示す

るなど、障害者に対する理解を広める普及啓発活動に取り組んでいます。 

イ コミュニケーション支援ボード※の活用について 

・市庁舎の各窓口や選挙の際の投票所に「コミュニケーション支援ボード」

を配置し、高齢者や障害者など話し言葉による意思表示が難しい方や肢体

不自由によりコミュニケーションに困難を抱えている方が安心して手続き

や意思表示がしやすい環境づくりに取り組んでいます。 

・災害の際の各避難所の備品にも「コミュニケーション支援ボード」を用意

しており、避難所においてコミュニケーションに支援が必要な方へ円滑に

支援ができる体制をとっています。 

※「コミュニケーション支援ボード」は、Ｐ６３をご参照ください。 
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  ウ 新規採用職員向けの研修について 

   ・毎年、新規採用職員に対し、障害者差別の解消と合理的配慮の提供につい

て、研修を実施しています。正しい理解が共生社会の実現につながるとい

うことを職員一人一人が認識して業務にあたるよう努めています。 

(4) 障害者の雇用・就業、経済的自立の支援体制強化 

   本市では、障害者就業・生活支援センターわ～くと連携し、障害者雇用によ

り就労する方の職場定着を支援してきました。 

また、相談支援事業所等との連携を密にし、就労継続支援事業（Ａ型・Ｂ

型）並びに就労移行支援、自立訓練の利用等、障害者のニーズに併せた就労支

援に取り組んでいます。 

令和５年１月に独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構宮城支部（以

下「ポリテクセンター宮城」という。）及び厚生労働省宮城労働局（以下「ハ

ローワーク」という。）と雇用拡大に関する協定を締結し、今後は市民の雇用

拡大に向けた取り組みを行っていきます。 

主な取り組みの例 

ア 職場定着のための関係機関の連携について 

・主に特別支援学校を卒業し障害雇用で就職する際に、本市、本人・家族、

就職先となる企業、特別支援学校、障害者就業・生活支援センターわ～く

等の関係機関が情報共有し、以降本人や家族からの相談に対応しながら職

場定着ができるよう、連携して取り組んでいます。 

イ 雇用拡大に関する協定について 

・連携協定に基づいて、障害者の雇用促進のため、就労環境の改善や就労機

会の増加に向けて様々な協議を行っています。 

※以降のページで、 

重点的な取組内容に関連する施策には、    マークがつきます。 
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第２章 施策の取組状況及び今後の展開について 

基本目標１ 地域で生活するためのまちづくり 

 1-1 相談体制の充実 

取組の背景

 障害者基本法及び障害者総合支援法等により、市町村は障害者が自立した日常

生活又は社会生活を営むことができるよう、障害者等の福祉に関し、必要な情報

の提供を行い、相談に応じ、必要な調査及び指導を行い、並びにこれらに付随す

る業務を行うことが責務とされています。 

障害者総合支援法の一部改正により、平成２７年４月からは障害福祉サービス

利用時に「サービス等利用計画」の作成が義務付けられました。 

これまでの取組内容

・介護・障害福祉課と市内３か所の相談支援事業所との連携強化のため、適宜サー

ビス提供に関する情報共有や支援状況の確認等を行っています。 

また、相談員のスキルアップを図るため、県が主催する相談支援専門員現任研

修や主任研修にも適宜参加しています。 

・障害福祉サービス利用時に作成が義務付けられている「サービス等利用計画」に

ついて、作成率１００％を達成し、維持しています。 

・障害のある児童や発達の気になる児童への切れ目のない支援体制構築のために設

置している「発達支援会議」や地域課題の集約及び検討等を行っている「宮城東

部地域自立支援協議会」の運営をとおして、福祉分野以外の関係機関との連携を

図っています。 

＜相談支援体制＞ 

(1) 委託相談支援事業所 

障害のある人の自立した社会生活の実現を目的として、障害のある人やその

家族からの相談に応じ、情報提供や必要な支援の提供を行っています。本市で

は、「けやき」及び「太陽の家」の2か所の指定特定相談支援事業所、指定障害

児相談支援事業所に業務委託をしています。 

(2) 基幹相談支援センター 

相談支援事業の中核的な役割を担う機関として、障害者総合支援法の規定に基

づく基幹相談支援センターを、宮城東部地域自立支援協議会を構成する市町

（多賀城市・塩竈市・松島町・七ヶ浜町・利府町）が共同で設置しています。 
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基幹相談支援センターでは、総合的・専門的な相談支援や相談支援事業所への

技術的、専門的な指導・助言等を実施しています。 

(3) 民生委員・児童委員

心身に障害のある人や地域で支援を必要としている人に対し、必要に応じて

住民の生活状態を把握し、生活相談、助言その他の援助を行うほか、関係行政

機関とも連携し、住民の福祉の増進を図るための活動をしています。 

＜相談支援事業について＞ 

委託相談支援事業所 

（障害者相談支援事業）

指定特定相談支援事業所 

・ 

指定障害児相談支援事業所

基幹相談支援センター 

事業所名

・児童発達支援センター「太陽の家」 

・けやき ・地域拠点センター 

「ふきのとう」 

・相談支援事業所 梯 

支援内容

・日常生活において困り

ごとが起こった時に、必

要な情報の提供・助言の

ほかに、制度やサービス

の利用に関する支援を行

う。 

・障害福祉サービスを利用

する際に必要なサービス等

利用計画を作成するもの 

・サービス利用時の相談や

調整 

・地域の相談支援体制の

拠点 

・対応困難事例や地域課

題解決に向けて、相談支

援事業所等の支援 

＜相談支援事業実施状況＞ 

※（　）は相談支援事業委託事業所の受付分を内書きしています。

（単位：件・人）

年度 平成３０年度 平成３１年度 令和３年度令和２年度 令和４年度

区分 相談件数 相談実人数 相談件数 相談実人数 相談実人数相談件数

身体障害者
638

91
547

108
664

96
(428)

そ  の  他
940

合      計
4,469

344
(1,361) (1,538)

(421) (382)

精神障害者
1,064

1,827
277

209

1,836
知的障害者

1,168
203

(607) (737)

1116
278

(1,033)

5,469
1,223

(3,972)

96
(814) (786)

168

(3,203) (3,443)

879

745
4,430

751
5,387

821
(4,009)

1179
305

(1,076)

4,975
1037

(3,608)

1157
216

(1,085)

2,291
304

(1,831)

1,275
205

(665)

相談件数 相談実人数

483
103

(325)

1,959
390

(1,399)

1,354
239

(808)

相談件数 相談実人数

500
116

(329)

2,201
499

(1,692)

1,652
330

(918)
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現状と課題

障害のある人が地域で安心して生活するために、個々の支援ニーズに応じてタイ

ムリーに相談を受け必要なサービスを提供できるよう、今後も相談支援体制を整

備・充実させていく必要があります。 

 障害者やその家族の高齢化等により、課題が複雑化する事例が増えています。 

■取組の方向■ 

○障害のある人が、地域で暮らしていくために必要な支援やサービスを適切に受けや

すくするための体制の整備を図ります。 

○多様な相談内容に応じることができるよう、相談支援事業所等との連携を強化し、

相談体制の充実を図ります。 

○高齢化社会の進行により、介護保険制度を併用する事例が増えているため、地域包

括支援センター、介護保険事業所やケアマネジャー等との連携強化を図ります。 

■今後の具体的な取組■ 

主な施策 取組の内容 担当課 

01 相談窓口

の充実 

・介護・障害福祉課が中心となり、相談窓口で寄せられ

る個々のニーズに対応するため、相談支援事業所と連

携しながら、必要な情報提供を行います。 

介護・障害

福祉課 

02 個別支援

の充実 

・障害のある人や、その家族の持つ課題の内容と支援の

方法を明確にし、個々のニーズに合った支援を展開し

ていけるよう、個別支援体制を強化していきます。 

介護・障害

福祉課 

03 関係機関

との連携強化 

・地域の課題を地域で解決できるよう、地域の専門機関

やサービス提供者等と連携を図りながら、相談機能や

情報提供の充実を図ります。 

・基幹相談支援センターにおいては、地域における相談

支援の中核として、相談支援事業所への助言・指導を

行うとともに、困難な事例の対応等、より専門的な相

談支援を実施します。 

・宮城東部地域自立支援協議会において、地域課題の抽

出や課題解決に向けた取組を継続していきます。 

・高齢化社会に対応できるよう、地域包括支援センター、

介護保険事業所やケアマネジャー等との情報共有に

努めるなど、連携強化を図っていきます。 

介護・障害

福祉課 
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 1-２ 地域生活支援の充実 

取組の背景

 平成２６年の国の基本指針の改定により、障害者（児）の生活を地域全体で支

えるサービス提供体制を構築するため、障害者（児）の重度化・高齢化や「親亡

き後」を見据え、居住支援のための機能（相談、緊急時の受け入れ・対応、体験

の機会・場、専門的人材の確保・養成、地域の体制づくり）を持つ、「地域生活

支援拠点」を平成２９年度末までに整備することとされました。 

これまでの取組内容

・障害のある人とその家族が、住み慣れた地域で安心して生活できるように、平

成２９年度に宮城東部地域自立支援協議会を構成する市町（多賀城市・塩竈

市・松島町・七ヶ浜町・利府町）が共同で、緊急時の受入れ支援や基幹相談支

援センター機能を持つ地域生活支援拠点である、地域拠点センター「ふきのと

う」を設置しました。 

・宮城東部地域自立支援協議会に設置した「地域生活支援拠点等運営プロジェク

ト」において、地域課題の解決に向けた取組の進捗管理を行っています。これ

までの検討結果として、地域拠点センターへの「事前登録」について体制整備

を行い、登録の推進に努めています。 

・「地域づくりネットワーク会」の活動として、各障害の家族会の会員も含めた支

援関係者等と、地域課題を検討するための会議を実施しています。地域で暮らす

障害のある人やその家族の現状を把握することで、緊急時の支援体制として、迅

速に相談することができ、短期入所等の必要なサービスをスムーズに利用できる

よう体制整備を行いました。 

現状と課題

第４期計画期間では、「親の高齢化」や「親なき後の地域生活の支援」等の地域

課題に即した地域拠点センターの運用を目指して、宮城東部地域自立支援協議会内

に「地域生活支援拠点等運営プロジェクト」を立ち上げ、課題の整理や検討を行い、

拠点機能の充実を目指し、取り組んできました。 

地域拠点センター機能の一部である基幹相談支援センターにおいては、地域にお

ける相談支援の中核として、相談支援事業所に対する専門的な指導・助言や相談支

援事業所同士の連携強化、人材育成等の取組を一層充実させるなど、今後も、地域

拠点センターが有する機能の充実を図っていく必要があります。 
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【宮城東部地域自立支援協議会の組織図】

■取組の方向■ 

○障害のある人やその家族が地域で安心して生活できるよう、地域生活支援拠点に求め

られる役割や、必要なサービス提供のあり方等について検討し、さらなる関係機関と

のネットワーク形成を図っていきます。 

■今後の具体的な取組■ 

主な施策 取組の内容 担当課 

01緊急時対

応の充実 

・短期入所用の居室を確保し、緊急時にも安心して支援

を受けられる体制の整備を図り、必要時に緊急時の相

談、駆け付け、受入支援を行います。 

・地域生活を支援する「地域生活支援拠点」として求め

られる機能について、既存のサービス事業所等をつな

ぐ面的な整備について検討していきます。 

介護・障害

福祉課 

02地域にお

ける相談支援

の充実 

・基幹相談支援センターにおいては、地域における相談

支援の中核として、相談支援事業所への助言・指導を

行うとともに、困難な事例の対応など、より専門的な

相談支援を実施します。 

介護・障害

福祉課 

03自立に向

けた支援の充

実 

・宮城東部地域自立支援協議会において、関係機関と連

携を図り、地域課題の情報共有及び課題解決に向けた

協議・検討を行い、地域関係機関とのネットワーク形

成に努めます。 

介護・障害

福祉課 
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1-3 生活安定施策の推進

取組の背景

 障害者が地域で安心して自分らしく暮らし続けるためには、各種制度やサービ

スを上手に利用することが大切です。そのため市は、各種制度やサービスについ

ての理解を広げる普及啓発に取り組んでいくことが必要です。 

これまでの取組内容

・障害福祉に関する各種制度の利用促進を図るため「障害福祉制度ガイドブック」

を作成し窓口で配布することで、各種制度について周知を行っています。 

・経済的な不安や生活基盤の安定のための相談について、社会福祉課内の自立支

援相談窓口や塩釜公共職業安定所（以下「ハローワーク塩釜」という。）等の

関係機関と連携して支援をすることで、個々の課題やニーズに合わせたサービ

ス提供につながっています。 

現状と課題

障害のある人が地域で自立した生活を送るために、各種制度やサービスを利用

した生活基盤の安定と、生計を維持していくための経済基盤の安定に向けた支援

を行っていく必要があります。 

【障害福祉制度ガイドブック】 

介護・障害福祉課窓口で配布中 
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■取組の方向■ 

○障害のある人が、望む場所で自立した生活を続けることができるよう、福祉サービ

スの充実を図ります。 

○経済的な自立を支援するため、給付制度の利用充実や促進のほか、雇用や就労に関

する情報提供等の推進を図ります。 

○障害の有無に関わらず、共に生活できる地域づくりに向けて、関係機関との連携を

図り、地域移行希望者に対し必要な調整や情報提供を行います。 

■今後の具体的な取組■

主な施策 取組の内容 担当課 

01各種制度

の利用促進 

・各種年金や手当の支給、医療費助成、公共交通機関の

割引制度等の利用促進を図るため、広報誌やホームペ

ージでの周知や、窓口等での個別周知に努めます。 

介護・障害

福祉課 

02福祉サー

ビスの充実 

・個々のニーズを把握し、生活を支えるための福祉サー
ビスの充実を図るとともに、適切なサービス利用の状
況を確認していきます。 

介護・障害

福祉課 

03地域移行

のための支援 

・施設等で暮らす方が、地域での暮らしを望むときに、

円滑な地域生活移行ができるよう、地域生活移行への

意向や状態に配慮した地域移行を推進します。 

介護・障害

福祉課 

04地域定着

の推進 

・安定した地域生活を継続するため、常時の連絡体制を

確保しつつ、緊急時の相談に応じるなどの地域定着を

推進します。 

介護・障害

福祉課 
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1-４ 保健・医療の充実

取組の背景

 乳幼児健康診査等をとおして、発達に課題のある子どもが早期療育につながるよ

う支援したり、障害者が各種健康診断や予防接種等を適切に利用し、疾病の予防や

早期発見につながるよう支援していくことが大切です。 

これまでの取組内容

・乳幼児健康診査、予防接種、各種教室等における保護者からの相談に地区担当保

健師が応じ、子育ての不安軽減を図るために各種事業につなぎます。 

・平成３０年１０月に「子育て世代包括支援センター（令和６年４月から「こども

家庭センター」へ名称変更）」が開設されました。妊娠期から切れ目のなく支援

を受けられるよう、子育てサポートセンターを含めた子育てに関わる支援機関で

連携強化のための定例会議を開催しています。 

・成人期においては、特定健康診査や各種がん検診等の定期的な健康診査を実施し

ています。検診結果やアンケート調査に基づき、全ての市民がより健康的な生活

を送ることができるよう、地域の公民館等に保健師や栄養士等の専門職が出向

き、個別面談や集団学習等を取り入れた特定保健指導事業を実施しています。 

現状と課題

健康たがじょう２１プランに基づき、全ての市民を対象として、ライフステージ

に応じた市民の健康づくりを推進しています。 

将来を担う子どもたちが健やかに育ち、健康に暮らしていけるよう、妊娠期から

幼児期における健康診査、予防接種、各種相談等を実施し、発達状態を確認しなが

ら、適切な療育につながるよう取り組むことが必要です。 

たがじょう子育て応援アプリ

「たがすく」 
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■取組の方向■ 

○保護者が子どもの成長に応じた子育てができるよう、タイムリーで継続的な相談支

援の充実を図ります。 

○個々の状況に合わせたきめ細かい地域療育支援体制を構築していきます。 

○障害のある人への疾病の発生予防や早期発見等、普段からの健康づくり、健康管理

に向けた取り組みを推進します。 

■今後の具体的な取組■ 

主な施策 取組の内容 担当課 

01安心した

子育て環境の

推進 

・発達の遅れがみられる乳幼児の保護者の不安軽減を図

るため、関係機関と連携し、保護者の不安や悩みの相

談、育児支援を行います。 

・各種関係機関と連携し、発達に課題のある児童が早期

療育につながるように支援します。 

子ども家庭課

子ども政策課
（子育てサポー

トセンター）

介護・障害

福祉課 

02予防的支

援の推進 

・育児環境からくる発達の遅れ等の減少を図るため、保

護者への支援を実施すると共に、児の発達にあわせて

必要なかかわりを知り実践できるよう支援します。 

子ども家庭課

03各種健

（検）診の推

進 

・特定健康診査や各種がん検診等の定期的な健康診査を

実施し、障害と関わりの深い様々な病気の予防、早期

発見、早期治療に結びつけます。 

・乳幼児健康診査、予防接種、各種相談等における保護

者からの相談に応じて、発達に課題のある児童が早期

療育につながるよう支援します。 

健康長寿課 

子ども家庭課

04健康づく

りの促進 

・健康に関する知識と実践方法を習得し、心身の不安

等を解消することで、自立に向けた基礎体力の向上

や重症化、二次障害予防に努めます。 

・ライフステージに応じた自分らしい暮らしができる

ように、講座等による情報の提供、こころとからだ

の相談体制の整備及び地域における健康づくり活動

の支援を行います。 

健康長寿課 
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1-５ 福祉サービスの充実

取組の背景

 平成２５年４月の障害者総合支援法の施行より、障害福祉サービス等の対象に難

病患者も含まれました。また、障害のある人が自ら望む地域生活を営むことができ

るよう、就労継続支援事業等の「就労」に関する支援や、自立訓練（生活訓練等）

の「生活」に関する支援が充実してきました。 

平成３０年度からは障害者総合支援法の一部改正により、「自立生活援助」や

「地域定着支援」等のサービスが追加になったことで、より個々の状況にあった障

害福祉サービスの調整が可能になりました。 

これまでの取組内容

・介護・障害福祉課の相談支援及び障害福祉サービス支給を担当する職員と、市内の

相談支援事業所の相談員が定期的に情報共有を行い、障害福祉サービス利用に関す

る相談からタイムリーな福祉サービス開始につなげるための、連携体制を構築して

います。 

・宮城東部地域自立支援協議会を二市三町及び地域拠点センター等が連携して組織し、

地域課題の把握や、地域のサービス事業所等との連携強化に取り組んでいます。 

 【宮城東部地域自立支援協議会の構成員】 
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現状と課題

地域で安心して生活が続けられるよう、日中活動の場として、家から通いながら

必要な介護や生活訓練が受けられるサービス等の充実を図る必要があります。 

また、医療的ケアを必要とする方が地域で安心して生活が送れるよう、ニーズを

把握し必要な支援体制の構築を図っていくことが必要です。 

■取組の方向■ 

○個々の状況に応じた適切な福祉サービスの提供を目指します。 

○医療的ケアを必要とする方が地域で支援を受けられる体制づくりを行います。 

■今後の具体的な取組■ 

主な施策 取組の内容 担当課 

01個々に応

じた福祉サ－

ビスの提供 

・相談支援事業を活用し、障害のある人の生活課題やニ

ーズを把握し、個々の状況に応じた適切な福祉サービ

スの提供を行います。 

・個々の状況にあった福祉サービスを提供するため「サ

ービス等利用計画」を作成します。 

・相談支援により、提供された福祉サービスがサービス

等利用計画に基づき適切に行われているか、相談支援

事業所と介護・障害福祉課が協力し、定期的に確認を

行い、必要時にサービス量の見直しを行います。 

介護・障害

福祉課 

02地域の実

情に応じた福

祉サ－ビスの

充実 

・障害のある人が、地域での自立した生活を実現できる

よう、在宅・施設での様々な福祉サービスの質的・量

的な充実を図り、生活に即した福祉サービスを提供し

ます。 

・宮城東部地域自立支援協議会において、医療的ケアを

必要とする方の状況把握や、既存の社会資源について

情報収集を行い、支援体制について検討していきま

す。 

介護・障害

福祉課 
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基本目標2 社会的自立と社会参加を推進するまちづくり 

２-１ 雇用の推進

取組の背景

平成２８年４月の障害者の雇用の促進等に関する法律の一部改正によって、雇用

の分野における障害を理由とする差別的取扱いを禁止するとともに、事業主に対

し、障害者が職場で働くに当たっての支障を改善するための措置を講ずることを義

務付けられました。 

平成３０年度に新たに障害福祉サービスとして、「就労定着支援」が追加された

ことで、一般企業で働く障害者の職場定着を支援することが可能になりました。 

また、令和６年度から新たに「就労選択支援」が追加され、企業への就労を希望

する障害者本人と支援者が一緒に就労アセスメントをすることで、障害者の希望や

能力に合った仕事探しを支援することが可能となります。 

これまでの取組内容

・相談支援事業所において、就労を希望する障害のある人が、自分が望む就労系サ

ービスを選択し、継続した利用につながるよう、就労系サービス事業所等の見学

同行から事業所との連絡・調整を含めた包括的な支援を行っています。 

・就労支援事業所や相談支援事業所、ハローワーク塩釜、障害者就業・生活支援セ

ンターわ～く等と連携し、就労に関する地域課題の共有・検討を行うとともに、

一般就労へ向けた相談支援や就労後の職場定着に向けた支援を行っています。 

現状と課題

市民アンケート結果では、仕事をしている障害者の雇用形態は「就労系サービス

等」が２８．５７％で一番高く、次いで「パート、アルバイト等」が２６．９２％

との結果が出ています。

また、１か月の労働収入は「５～１０万円未満」が２２．７％で一番高い割合

を占めており、障害者の安定した雇用・就労や収入の安定化が課題です。 

■取組の方向■ 

○働く意欲のある人が、個々の障害特性やニーズに合わせた職場環境で、自分に合

った働き方のできる支援を行います。 

○地域職業相談室やハローワーク塩釜との連携を強化し、一般企業と福祉サービス

が連動していくことで、障害を抱えていても安心して仕事ができる環境づくりに

努めます。 
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■今後の具体的な取組■ 

主な施策 取組の内容 担当課 

01相談体制

の充実 

・福祉的就労から一般企業への就職に向け、障害特性に

応じた就労先につながるよう、相談支援事業所と連携

し、相談体制の充実を図ります。 

・ハローワーク塩釜と連携し、一般企業の動向を把握

し、就労先の確保を進めます。 

介護・障害

福祉課 

02情報提供

及び啓発 

・ハローワーク塩釜と連携した情報提供や、関係機関と

連携して啓発活動を行っていきます。 

介護・障害

福祉課 

03雇用・就

労の支援 

・障害の状況や意欲・能力に応じた多様な就労機会の確

保を図ります。 

・障害者就業・生活支援センターわ～く等の関係機関と

連携し、一般就労する方の職場定着等を支援します。 

・本市、ポリテクセンター宮城及びハローワークとの雇

用対策協定※に基づき、雇用就労を支援する様々な施

策に取り組みます。 

介護・障害

福祉課 

産業振興課 

総務課 

※雇用対策協定とは 

効果的かつ効率的な連携による雇用対策を通じて、人材確保の推進、若年者の就業

と定着、働き方改革の推進等に対する取り組みを強化することにより、持続可能な地

域経済の実現と活性化を図ることを目的として、本市、ポリテクセンター宮城及びハ

ローワークの三者で、令和５年１月に締結した協定のこと。 
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２-２ 福祉的就労の場の確保

取組の背景

市民アンケート結果では、仕事をしている障害者の雇用形態は「就労系サービ

ス等」が２８．５７％で一番高く、福祉的就労の場が多くの障害者の就労の受け

皿として機能しているといえます。

これまでの取組内容

・相談支援事業所等において、障害のある人の就労に関する相談の充実を図るとと

もに、就労移行支援事業所やハローワーク塩釜等の関係機関と連携し、就労を希

望する方に対して情報提供を行っています。 

・障害者優先調達促進法に基づき、市が行う物品購入や業務委託等の役務の発注に

ついては、障害者就労施設等から優先的・積極的に調達することを推進していま

す。 

・障害者就労施設の販売活動と施設利用者の活動範囲の拡大を目的に、市役所庁舎

内において、販売活動の場を提供しています。 

【庁舎内での販売活動の様子】 

【販売活動の周知】
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現状と課題

働くことは生活や社会参加のための重要な要素です。一般企業等での就労が困難

な場合は、就労系サービス（就労継続支援Ａ型・Ｂ型等）により働く場（福祉的就

労の場）の提供を行い、一般就労に必要な知識及び能力の向上に努めることが大切

です。 

市は、福祉的就労の場が広く整備され、かつ充実した支援内容となるよう、幅広

く情報提供に努める必要があります。 

また、福祉的就労の場の自立した活動を支援するため、障害者優先調達促進法に

基づき、物品購入や役務の発注等を推進していくことが必要です。 

■取組の方向■ 

○働く意欲のある人がそれぞれの状況に応じて就労し、収入と生きがいを得られるよ

う、就労体験や就労継続のための支援を行います。 

■今後の具体的な取組■ 

主な施策 取組の内容 担当課 

01福祉的就

労の利用促進 

・障害の状況や意欲・能力に応じた多様な就労の場を提

供するため、相談支援事業所を中心に関係機関等と連

携しながら、就労継続支援や就労定着支援等のサービ

ス利用に関する、就労相談に取り組みます。 

・就労している障害者及び雇用者に対する情報提供の充

実、働きやすい環境づくり、フォローアップ等の体制

の仕組みづくりについて検討します。 

介護・障害

福祉課 

02製品の販

路拡大や購入

等の支援 

・市が行う物品購入や委託役務の発注において、障害者

就労施設からの供給に対する需要の増進を図り、調達

促進支援の拡大に努めます。 

・イベントへの案内や周知を行うことで、就労支援施設

が提供する物品等の販路の拡大を図ります。 

財政課 

介護・障害

福祉課 
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２-３ 障害福祉団体の自立した活動の支援

取組の背景

市と障害福祉団体は互いに協働し、連携しあいながら各種障害者施策の推進に取

り組んできました。宮城東部地域自立支援協議会が組織されて以降は、協議会内の

「家族等支援ネットワーク」等の取組をとおして、障害福祉団体が自立した活動を

続けられるよう、支援を行ってきました。 

これまでの取組内容

・地域の相談支援事業所や市の職員が、各種団体との懇談会等に参加し、障害福祉

サービスに関する情報共有や意見交換を行っています。 

・宮城東部地域自立支援協議会に設置されている「地域生活支援拠点等運営プロジ

ェクト」や「家族等支援ネットワーク」に参加することで、圏域内の各種団体と

意見交換し、地域課題の共有をしています。 

現状と課題

市内の障害福祉団体は、障害種別ごとに分かれ、障害のある人とその家族によっ

て構成され、障害のある人が自立した生活を送るための福祉活動等を行っていま

す。 

障害福祉団体ごとに、会員の高齢化や新規加入数の減少、世代交代による活動の

継続性など様々な課題が聞かれています。自主的かつ主体的な活動が持続的に行わ

れるよう、後方支援に取り組んでいく必要があります。 
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 【市内の障害福祉団体】 

名 称 メンバー 主な活動内容 

多賀城市身体障害者福祉協会 

（視覚障害者協会） 

（聴覚障害者協会）

身体障害者 ・加瀬沼公園の清掃活動 

・情報交換会や研修会活動 

・宮城県身体障害者福祉協会の活動への参加 

・宮城東部地域自立支援協議会への参加 

・会報「身障だより『えがお』」を発行 

多賀城市手をつなぐ育成会 知的障害児

者の家族 

・サロン活動や地域活動 

・成人を祝う会 ・育成会祭り 

・手をつなぐ育成会本人部会 

・宮城東部地域自立支援協議会への参加 

・宮城県手をつなぐ育成会としての活動 

多賀城市精神障害者家族会 

（さざんか会）

精神障害者

の家族 

・サロン活動（おしゃべりサロン）の開催 

・コスモスホールと交流活動 

・宮城東部地域自立支援協議会への参加 

・宮城県精神障害者家族連合会活動への参加 

■取組の方向■ 

○障害のある人やその家族が抱えている様々なニーズに対し、障害福祉団体が自主的

に自立した活動ができるよう、活動の支援をしていきます。 

■今後の具体的な取組■ 

主な施策 取組の内容 担当課 

01障害福祉

団体の自立し

た活動への協

力 

・各種団体が抱えている課題、行政に求める取組等を把

握し、各団体と連携し、各団体が自主的に自立した活

動ができるよう協力体制の整備に努めます。 

介護・障害

福祉課 
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２-４ ボランティアや市民活動の推進

取組の背景

 障害のある人が、地域で自分らしく暮らすことができる共生のまちづくりを推

進するためには、地域の方々の「障害のある人とない人を分け隔てなく接するこ

とができる意識づくり」が必要であり、そのためには障害のある人がない人と一

緒にボランティア活動や市民活動に参加したりすることが、相互理解の一助にな

ります。 

これまでの取組内容

・多賀城市市民活動サポートセンター（通称：たがさぽ）において、多賀城市地

域活動支援センター「コスモスホール」の紹介ポスターや制作した作品の展示

を行うなど、普及啓発を行っています。 

・多賀城市精神障害者家族会「さざんか会」のボランティア活動として、多賀城市

地域活動支援センター「コスモスホール」の作業の支援や、地域や各種イベント

での販売活動に協力するなど、障害のある人の地域交流活動に貢献しています。 

・本市では、障害に対する理解の促進をテーマとした出前講座等、一般市民向けの

研修等を実施し、障害のある人に対する理解の促進を図っています。 

【地域活動支援センター「コスモスホール」】     【作業の様子】 

現状と課題

身近な地域で交流を深めるために、障害のある人が積極的に社会参加できるよ

う、機会の拡充を検討してきました。 

また、市民活動推進の一環として、障害の有無に関わらず、市民一人ひとりがス

ポーツやレクリエーション、余暇活動、観光イベント等の活動に取り組みやすい環

境を整えていくことが必要です。 
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■取組の方向■ 

○障害への理解を深め、支え合う市民意識を醸成するため、幅広い市民の参加による

交流活動への参加促進を図ります。 

○地域で支え合う意識を醸成するため、ボランティア活動を推進します。 

○障害者（児）のスポーツやレクリエーション、余暇活動、観光イベント等への参加

をとおした、充実した市民活動を推進します。 

■今後の具体的な取組■ 

主な施策 取組の内容 担当課 

01ボランテ

ィアや地域活

動へ参加しや

すい環境づく

り 

・ボランティア団体の活動やボランティア育成につい

ての情報提供等により、障害者施設や地域における

ボランティア活動の機会の拡充を図ります。 

介護・障害

福祉課 

02各団体の

スポーツ事業

や地域行事へ

の参加促進 

・障害福祉団体や事業者等が主体的に行う交流活動につ

いての情報提供を行うことにより、障害の有無に関わ

らず市民が交流できる機会の拡充を図ります。 

介護・障害

福祉課 

03公共スポ

ーツ施設等に

おける障害者

の利用の促進 

・障害者（児）スポーツに対する興味・関心を高め、相

互理解を促進するため、スポーツやレクリエーショ

ン、余暇活動等に取り組みやすい環境を整えていきま

す。 

生涯学習課 
04参加しや

すい生涯学習

の環境づくり 

・生涯学習に関する講座やイベントに関するきめ細やか

な情報提供に努めるとともに、配送サービスの提供な

どによる読書活動への支援、生涯学習活動の成果の発

表への参加等、誰もが参加しやすい環境づくりを推進

します。 

05観光イベ

ント等への参

加しやすい環

境づくり 

・合理的配慮等の考え方に基づき、各種観光イベントの

企画実施にあたり、障害者（児）が参加しやすい環境

づくりに努めます。 

市民文化創

造課 
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基本目標３ 認め合い支え合うまちづくり 

３-１ 障害を理由とする差別の解消の推進

取組の背景

平成２８年４月に施行された障害者差別解消法により、国・地方公共団体等にお

いて、障害を理由とする不当な差別的取扱いが禁止されました。 

また、同年の障害者の雇用の促進等に関する法律の一部改正により、雇用の分野

における障害を理由とする差別的取扱いを禁止されるとともに、事業主に、障害者

が職場で働くに当たっての支障を改善するための措置を講ずることが義務付けられ

ました。 

これまでの取組内容

・市の事務や業務に当たって、不当な差別的取扱いを禁止し、障害のある人への社

会的障壁を取り除き、かつ合理的な配慮を行うため、職員対応要領により業務上

における不当な差別的取扱いを禁止するとともに、合理的配慮の提供に関する留

意事項等を規定しています。 

また、市職員に対し研修を行い、差別解消に関する意識向上の取組を行っていま

す。 

・宮城東部地域自立支援協議会に、平成３０年度から「障害者差別解消部会」を設

置しました。各種障害への理解を深め、差別的取扱いの禁止や合理的配慮につい

ての認識を深めるための研修等を実施し、差別の解消を図る取組を実施していま

す。 

・障害者差別の理解をテーマとした出前講座を一般市民向けに実施し、障害者差別

に関する理解の促進を図っています。 

     【多賀城市出前講座（障害者差別の解消について）の様子】 
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現状と課題

本市では、障害者基本法や障害者差別解消法が目的とする「共生社会の実現」に

向けて、様々な機会を捉え、障害への理解の促進、差別や偏見の解消のための取組

を推進してきました。 

市民アンケート結果では、障害者差別解消法について「知っている」と答えた割

合が、２６．１８％と前回調査の２７．７９％から値を落としており、今後も障害

者差別解消に関する普及啓発の取組の強化が必要です。 

■取組の方向■ 

○日常の生活の場や教育、雇用の場等、様々な場において障害を理由とする差別の禁

止に向けた啓発活動を行うとともに、差別を受けた場合の相談支援体制の充実を図

ります。 

○行政機関においては、障害者差別解消法第7条に基づく禁止事項や義務化された事

項について、職員対応要領を定めるよう努めることとされており、市では、必要か

つ合理的配慮や差別を受けた場合等の相談体制の構築について、職員対応要領に基

づいて対応していきます。令和６年度からは、民間事業所においても合理的配慮の

提供が義務付けられることから、民間事業所等も含めた障害への理解の促進に努め

ていきます。 

○障害のある人もない人も、誰もが共に支え合える地域づくりを目指し、地域の小さ

な支え合い活動を広める活動を、生活支援コーディネーター（地域支え合い推進

員）が中心となって取り組み、障害者を含めた住民同士の理解醸成を目指します。 

■今後の具体的な取組■ 

主な施策 取組の内容 担当課 

01障害を理

由とする差別

禁止 

・障害者差別解消法の周知により、差別行為の認識をは

じめ、障害への理解を深め、差別の解消を図ります。 
介護・障害

福祉課 

02社会的障

壁除去のため

の合理的配慮

の推進 

・職員対応要領に基づき市の事務・事業にあたって、不

当な差別的取扱いを禁止し、障害のある人への社会的

障壁を除去するため、必要かつ合理的な配慮を行いま

す。 

介護・障害

福祉課 

03地域住民

同士の理解醸

成 

・生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）が

中心となり、地域の支え合い活動を普及啓発すること

で、誰もが安心して暮らせる地域づくりを推進しま

す。 

介護・障害

福祉課 
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３-２ 権利擁護の推進

取組の背景

市町村は、障害者の権利擁護のため必要な措置を講じることが責務とされてい

ます。平成24年 10月には障害者虐待防止法が施行され、自治体への相談窓口

の設置や発見者への通報等が義務付けられました。 

これまでの取組内容

・虐待の事例対応としての専門機関である「仙台弁護士会・宮城県社会福祉士会高

齢者虐待対応連絡協議会」へ業務を委託することで、対応が困難な事例に対し、

専門的な助言を受けて支援する体制が構築されています。 

・財産管理が困難な方々への支援として、「日常生活自立支援事業（まもりー

ぶ）」や「財産管理サポートセンター」の利用の促進や、「成年後見制度」の周

知を行うとともに、支援の必要な方がスムーズに手続きができるように意思決定

支援を行っています。 

・成年後見制度の利用が必要で、申立てを行う親族がいない方について、必要に応

じて市長申立てによる手続きを行っています。 

・障害に対する理解の促進等をテーマとした出前講座等、一般市民向けの研修等を

実施し、障害のある人に対する理解の促進を図っています。 

 【市長申立て件数の推移】 

類型 Ｈ30 Ｈ31 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5※

高齢者 

後見 4  1 1 1 3 

保佐      1 

補助       

障害者 

後見  1 1  1 2 

保佐 1    1  

補助       

計 5 1 2 1 3 6 

※見込数 

現状と課題

本市では、介護・障害福祉課内に「障害者虐待防止センター」を設置し、障害者

虐待に対する相談対応と虐待防止への取組を実施しています。 

また、平成２９年６月には「多賀城市障害者虐待防止マニュアル」を作成し、障

害者虐待通報が寄せられた際の対応の流れを整理するとともに、虐待防止に関する

啓発活動に取り組んでいます。 
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■取組の方向■ 

○市民一人ひとりが個人の尊厳を重んじ、全ての人の人権が尊重される地域社会をめ

ざします。 

○障害によって権利利害の侵害や不利益を被ることのないよう、必要な取組を推進し

ます。 

■今後の具体的な取組■ 

主な施策 取組の内容 担当課 

01虐待防止

の推進 

・家族等の心身の負担軽減等により、虐待の防止に努め

るとともに、関係機関との連携や地域への理解促進を

図りながら、早期発見と適切な対応がとれる支援体制

の充実を図ります。 

・権利擁護、虐待の早期発見につながるよう、障害者虐

待防止マニュアルの普及に努めます。 

介護・障害

福祉課 

02相談窓口

の利用促進 

・障害のある人や家族及び支援者等からの、虐待に関す

る相談に対応するとともに、通報者の不利益にならな

いよう配慮します。 

・本市の市民相談室（消費生活相談窓口）や法テラス等

の専門機関と協力体制を構築していきます。 

介護・障害

福祉課 

03成年後見

制度の普及 

・成年後見制度の利用が必要と認められる場合には、成

年後見ネットワーク等の支援団体、社会福祉士会や司

法書士会等の専門機関と連携して、必要な支援を行い

ます。 

・成年後見制度関連法案の改正等の状況に合わせて、成

年後見制度利用促進計画（多賀城市地域福祉計画）に

基づき、柔軟に地域課題に合わせた地域連携ネットワ

ークの体制整備を推進していきます。 

介護・障害

福祉課 

04財産管理

事業の活用促

進 

・宮城県社会福祉協議会及び多賀城市社会福祉協議会と

適切に連携し、日常生活自立支援事業（まもりーぶ）

を必要な方が円滑に利用できるよう、必要な支援を行

います。 

介護・障害

福祉課 
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基本目標４ みんなが笑顔で育つまちづくり 

４-１ 療育体制の充実

取組の背景

 本市では、平成２７年４月に開所した児童発達支援センター「太陽の家」を中

核として、障害のある児童及び家族支援について、保護者の気づきの段階からの

支援、家族全体を含めた支援、関係者をつなぐことによる継続的・総合的な相談

支援体制の整備を整備してきました。

これまでの取組内容

・「療育担当者会議」では、保育・教育・障害福祉が連動して療育支援や家庭支援

ができるよう、個別支援会議の事例集約及び困難事例の支援方針の検討を行って

います。 

・「個別支援会議」では、児童やその家族を直接支援する各部署の支援担当者が集

まり、支援課題の共有をするとともに、目標や支援方針について検討し支援の進

捗を確認しています。 

・「地域療育関係機関連絡会議」では、関係部署の代表が集まり、療育担当者会議

や個別支援会議の実施状況について共有するほか、発達支援に関する地域課題の

把握や検討のための意見交換をしています。 

・市内の全ての認定こども園、認可保育所、小規模保育事業所、事業所内保育事業

所が障害のある児童の受け入れを行っています。 

・保幼小連携事業として、保育所・幼稚園・小学校・支援関係機関を含めた情報共

有や小学校への円滑な適応を促すための取組を実施しています。 

・発達の状況や病院受診の経過や相談等の記録を記載できるツールとして「すこ

やかファイル」を作成し、新生児訪問等の機会に保護者へ配布しています。 

現状と課題

一人ひとりの児童が健やかに成長できるよう、妊娠・出産・育児ヘの継続的で切

れ目のない支援が必要です。 

本市では「発達支援会議」を設置し、児童の成長や取りまく生活環境に合わせた

切れ目のない支援ができるよう、関係機関同士の連携を強化しています。 

今後も障害児の地域社会への参加・包容（インクルージョン）の推進体制の構築

のため、療育体制の充実を図っていく必要があります。 
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【発達支援会議の概要図】 

■取組の方向■ 

○子ども一人ひとりの発達課題や成長に応じて適切な支援が受けられるように、地域

療育体制を構築していきます。 

○障害児が地域の保育、教育等の支援を受けることができるようにすることで、障害の

有無に関わらず全ての児童が共に成長できる、地域社会への参加や包容（インクルー

ジョン）を推進していきます。 

■今後の具体的な取組■ 

主な施策 取組の内容 担当課 

01療育シス

テムの構築 

・発達支援会議を活用し、児童がそれぞれのライフステ

ージで、発達段階に応じ所属する集団が変わっても、

支援を切れ目なく継続して受けられように、体制を構

築します。 

・児童の発達課題や生活状況に合わせ、多様なニーズに

対応した支援が継続できるよう、障害福祉分野に限ら

ず、教育や保育及び母子保健等を含めた関係機関とも

連携を強化します。 

・「すこやかファイル」の周知と利用促進を図るととも

に、利便性向上に向けた活用方法を検討し、普及と有

効活用について推進します。 

教育総務課 

子ども政策課
（公立保育所）

子ども家庭課

介護・障害

福祉課 
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主な施策 取組の内容 担当課 

02相談支援

の充実 

・発達にフォローが必要な児童について、タイムリーに

あそびの教室や発達相談等につなげ、保護者が児童の

発達の状況を理解し、適切な対応ができるよう支援し

ます。 

子ども家庭課

03地域の関

係機関との連

携強化 

・乳幼児期から学校卒業後まで、保健・医療・福祉・教

育・雇用等の関係機関が連携して支援するための体制

整備として、宮城東部地域自立支援協議会の活動内容

とも連動し支援体制の整備を図ります。 

介護・障害

福祉課 

04 障害のあ

る子どもの受

入の推進 

・幼稚園・保育所等における障害のある児童の受入体制

を充実します。 
子ども政策課
（公立保育所）

05保育所

等・幼稚園・

小学校等関係

機関の連携 

・集団生活や就学がスムーズに行えるよう、幼稚園・保

育所等と小学校との連携を図りながら、幼稚園・保育

所等から小学校へと、切れ目のない支援体制の整備に

努めます。 

教育総務課 

子ども政策課
（公立保育所）

介護・障害

福祉課 

06学童児の

支援の充実 

・放課後や夏休み等の長期休暇中に利用する障害福祉サ

ービスである「放課後等デイサービス」について、生

活能力向上や余暇の充実等、個々のニーズに合わせた

利用になるよう、相談支援事業所と連携を図ります。 

・「放課後等デイサービス」について適切な事業運営が

行われるよう、制度についての普及啓発や事業所との

連携強化に努めます。 

介護・障害

福祉課 
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４-２ 障害児支援の充実

取組の背景

昭和５０年１月に開設し、約４０年にわたり障害児と健常児の統合保育を実施

してきた心身障害児通園施設「太陽の家」を、療育の専門機関である「児童発達

支援センター」として平成２７年度に新たにスタートを切り、通所による児童発

達支援や障害児相談支援等を行ってきました。 

これまでの取組内容

・児童発達支援センター「太陽の家」にて、児童福祉法に基づく児童発達支援を行

い、障害のある児童のために適切な療育支援を行うとともに、本市独自の親子療

育教室「おひさまひろば」を実施するなど、早期療育とともに総合的な療育体制

を構築しています。 

・児童発達支援センター「太陽の家」の相談支援機能においては、センターを利用

する児童だけでなく、地域の幼稚園・保育所等に通う児童についても、個々の発

達課題に合わせた支援体制を構築するため、巡回相談や発達支援会議を通して、

関係機関との連携強化に努めています。 

・児童発達支援センター「太陽の家」が主催し、保護者向けの勉強会や療育支援関

係者向けの研修会を実施しています。 

【児童発達支援センター「太陽の家」の外観及び活動内容】 

現状と課題

一般相談、専門相談だけでなく、市内の幼稚園・保育所等を訪問する巡回相談や

保育所等訪問支援事業を実施することで、障害児に関わる地域の幼稚園・保育所等

の先生方への支援を行い、障害や発達に課題のある児童の地域社会への参加・包容

（インクルージョン）の体制の構築を推進していく必要があります。 
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■取組の方向■ 

○子ども一人ひとりの状況に合わせ、きめ細かい、切れ目のない支援の継続のため

に、関係機関と連携するなど、環境の整備に努めていきます。 

■今後の具体的な取組■ 

主な施策 取組の内容 担当課 

01相談支援

の充実 

・児童の育ちに不安を持つ保護者と向き合い、不安や課

題を整理し、児童の特徴に合わせて支援の方向性を検

討していきます。 

・課題の解決に向けて、児童の心身の状況、置かれてい

る環境、サービスの利用に関する意向を勘案し、関係

機関と連携して支援します。 

介護・障害

福祉課 

02親子療育

の充実 

・親子での遊びや集団での経験をとおしての早期療育支

援を行います。 

・保護者が児童の成長課題を理解し、適切な関わりがで

きるよう援助を行います。 

介護・障害

福祉課 

03児童発達

支援の充実 

・児童の特徴に合わせて、具体的な目標を定め、児童の

育ちのために適切な療育支援を行います。 

介護・障害

福祉課 

04地域支援 ・障害の有無に関わらず、「地域で共に育つ」ことの実

現のために、幼稚園・保育所等に通う児童への療育支

援としての保育所等訪問支援や児童の生活の場である

施設等への援助、助言等を行う巡回相談によって地域

支援を行います。 

子ども政策課
（公立保育所）

介護・障害

福祉課 

05啓発・研

修 

・児童に関わる保護者や支援者に対し、発達に課題のあ

る児童の特徴や関わり方の理解促進のため、啓発・研

修を計画的に実施します。 

・保護者や幼稚園・保育所等の先生方、身近な支援者に

対して、療育や支援連携に関する研修を行うことで、

地域療育体制の充実を図っていきます。 

介護・障害

福祉課 
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４-３ 学校教育の充実

取組の背景

 小・中学校への就学・進学に際しては、児童の状況にあわせた進路の選択がで

き、適切に支援内容の伝達ができるよう、児童発達支援センターや地域の幼稚

園・保育所等との連携を強化し、個々の児童に合わせた適切な教育が受けられる

よう取り組んできました。 

これまでの取組内容

・就学支援の充実のため、幼稚園・保育所等による情報交換会や児童が小学校を訪

問する「保幼小連携事業」を行っています。 

・未就学児の保護者及び幼稚園・保育所等の職員を対象とした「就学にかかる説明

会」を開催し、就学までの流れや就学先の選択等に関する相談支援体制について

周知をしています。 

・特別支援学校高等部の卒業時には、就労継続支援等の就労に関する障害福祉サー

ビスを利用できるよう、支援学校等の教育機関や就労支援関係機関との連携強化

に努めています。 

【地域療育ネットワーク概念図】 

現状と課題

本市では、丁寧な学習支援を行うため、特別支援教育支援員の配置体制の充実を

図っていますが、児童生徒の発達状況によっては、マンツーマンの支援を必要とす

る場合もあり、支援員の数だけでは解決できない課題もみられます。 

巡回
相談

保育所等
訪問支援

啓発
研修

児童発達
支援

親子療育
教室

総合
相談

計画
相談
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市民アンケートでは、学校教育等への要望として「能力や障害の程度に合った指

導をして欲しい」と回答した方が、６７．２５％と最も多い結果となり、特に知的

障害児にとっては、能力に応じた学習の機会がその後の進路や就職を見据えて、学

校教育が果たす役割への期待が多いと考えられます。 

■取組の方向■ 

○児童生徒に対して、その実態に応じて適切な就学先や支援の内容について検討を行

い、一人ひとりの能力や発達課題に応じた、特別支援教育を推進するとともに、就

学支援、関係機関との連携に努めます。 

○障害の有無に関わらず、一人ひとりが互いに認め合い、共に学習することで、お互

いを尊重し支え合う心を育み、地域の中で学べる環境づくりに努めます。 

○個々の障害特性に応じて、児童生徒一人ひとりがスムーズに社会生活がスタートで

きるように、就学中から支援関係機関の連携強化を図ります。 

■今後の具体的な取組■ 

主な取組 取組の内容 担当課 

01就学支援

の充実 

・就学先の選択や支援内容の伝達がスムーズに行えるよ

う、幼稚園・保育所等と小学校及び児童発達支援セン

ターとの連携を強化し、切れ目のない支援体制の整備

に努めます。 

教育総務課 

子ども政策課
（公立保育所）

介護・障害

福祉課 

02特別支援

教育の充実 

・特別な支援を必要とする児童生徒に対し、円滑に授業

を受けられるよう、発達課題に応じて支援するための

支援員を、引き続き配置します。 

教育総務課 

03交流教育

の推進 

・個性や特性、障害に関わらず、児童生徒が自然に交流

できる環境づくりを推進します。 
教育総務課 

04社会への

移行支援 

・関係部局との情報交換や協働の研修会を通じて、相談

支援の充実を図ります。 

・特別支援学校卒業後の進路の一つとして、障害福祉サ

ービスへのスムーズな連動を図るために、発達支援会

議や宮城東部地域自立支援協議会を通じて関係機関と

の連携強化に努めます。 

教育総務課 

介護・障害

福祉課 



- 57 - 

基本目標５ すべてのひとにやさしいまちづくり 

５-１ 住まい・まちづくりの促進

取組の背景

障害の有無に関わらず、誰もが住みやすいまちづくりを推進していくことが地

域共生社会の実現には大切です。本市では、昭和５８年に障害者福祉都市宣言を

行い、翌年の昭和５９年までの２か年にわたり、障害者福祉都市推進事業とし

て、玄関スロープや点字ブロックの敷設等の公共施設における構造設備の改善等

を行いました。 

これまでの取組内容

・地域生活支援事業（日常生活用具給付事業）における住宅改修や福祉用具等の

給付事業により、相談支援事業所と連携しながら、生活に必要な改修や用具等

の利用を推進しています。 

・障害者福祉都市推進事業が終了した後もノーマライゼーションの理念に基づき、 

継続的に生活環境の改善・整備に努めてきました。バリアフリー化の促進のた

め、道路改良工事において歩道部の勾配を８％以下にするように整備していま

す。 

現状と課題

今後も道路等の適切な維持管理に努めつつ、既設の歩道における車道と歩道の

段差解消（セミフラット化）や公共施設のバリアフリー化を図っていく必要があ

ります。 

■取組の方向■ 

○障害の有無に関わらず、全ての人が安全で快適に地域で暮らすことができるよう、

住まいや地域の道路や公園等、ユニバーサルデザインの考え方のもと生活空間のバ

リアフリー化を推進します。 

■今後の具体的な取組■ 

主な施策 取組の内容 担当課 

01 住まいに

関する相談・

情報提供 

・住まいに関する相談に応じるとともに情報を適切に提

供し、バリアフリー化を促進します。 

介護・障害

福祉課 

02 公共施設

のバリアフリ

ー化の推進 

・公共施設のバリアフリー化を推進し、誰にでも利用し

やすい環境になるよう整備します。 
（施設所管課）
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５-２ 移動・交通バリアフリーの促進

取組の背景

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成１８年法律第９

１号）により、公共交通施設や建築物等のバリアフリー化の推進を行うこと等

が、国や地方公共団体の責務として示されています。 

これまでの取組内容

・障害のある人の外出支援のため、福祉タクシー利用券や自家用車等に利用できる燃

料費助成券を交付しているほか、外出時の介護等を受ける障害福祉サービスである

同行援護や行動援護、自動車改造や運転免許証取得に伴う助成等を行っています。 

・社会参加促進のための移動を支援するため、障害福祉サービスや障害福祉制度に

ついて、支援を必要とする方が適切に利用できるよう、情報提供を行います。 

現状と課題

 障害のある人の自立と社会参加を促進するためには、障害特性に応じた移動手段

の確保や外出の支援等も重要です。道路改修や設備整備等のハード面と移動に関

する障害福祉サービス等のソフト面を同時に整備していく必要があります。 

■取組の方向■ 

○障害のある人の移動手段を確保するために、外出支援等のサービスを継続するとと

もに、障害のある人をはじめ、全ての人が安全で快適に利用できる環境づくりに努

めます。 

■今後の具体的な取組■ 

主な施策 取組の内容 担当課 

01ハード及

び環境の整備 

・段差の少ない安全な道路の整備、音響式信号機や点字

ブロックの整備を進めていきます。 

・違法駐輪、違法駐車の排除を関係機関と協力しながら

進めていきます。 

都市整備課 

危機管理課 

02移動・交

通制度の利用

促進 

・公共交通機関の運賃割引制度等を周知し、利用促進を

図ります。 

・障害者の社会参加を支援するため、多賀城東部線・西

部線の利用しやすい仕組みをつくります。 

介護・障害

福祉課 

都市計画課 

03障害福祉

サービスの利

用 

・行動援護、同行援護、移動支援事業等、外出を支援す

るサービスの利用を促進します。 

介護・障害

福祉課 
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５-３ 防災施策の推進

取組の背景

 本市では、東日本大震災以降の国の「防災基本計画」や「宮城県地域防災計画」

の見直し等を踏まえて、「多賀城市地域防災計画」の全体的な見直しを行い、市全

体が災害に強いまちづくりを目指し、各種施策に取り組んできました。 

これまでの取組内容

・「多賀城市避難行動要支援者支援プラン（全体計画）」に基づき防災に関して周

知啓発することで、避難場所の確認や非常持ち出し用品の準備、地域防災訓練へ

の参加等、平常時からの防災意識の向上を図っています。 

・災害発生時、高齢者や障害者等の特別な配慮が必要な方への安心安全な生活の確

保のため、障害福祉事業所や介護保険サービス事業所と、福祉避難所協定を締結

することにより、二次避難所として福祉避難所を開設しています。 

また、地域防災訓練では、指定福祉避難所へスムーズに移動できるよう、避難や

要支援者の輸送を行っています。 

・平常時から、町内会や民生委員・児童委員と常に連携を密にし、避難時に特別な

配慮が必要な方の情報の収集、整理に努めています。 

 【多賀城市避難行動要支援者プラン等】 
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現状と課題

災害発生時、障害のある人が安全なところへ避難するには、個々の障害特性によ

って様々な困難が想定されるため、その障害特性に応じた個別の配慮が必要になる

ことが考えられます。そのため、平常時から避難体制の準備に努めることや避難後

の対策を検討することが必要です。 

■取組の方向■ 

○「多賀城市地域福祉計画」、「多賀城市地域防災計画」及び「多賀城市避難行動要

支援者支援プラン（全体計画）」に基づき、障害のある人の避難支援対策を推進す

るとともに、日頃からの防災や防犯についての啓発や情報の提供等、障害のある人

を地域で支える体制の強化に努めます。 

■今後の具体的な取組■ 

主な施策 取組の内容 担当課 

01災害時の

支援 

・避難行動要支援者プランに基づき、障害のある人の災

害時避難支援対策を推進します。 
社会福祉課 

02防災対策

の啓発 

・避難場所の確認や非常持ち出し用品の準備、地域防災

訓練への参加等、平常時からの防災対策を推進しま

す。 

危機管理課 

03避難後の

支援 

・指定福祉避難所の充実に向けて、障害特性に応じた配

慮を行います。 

・指定福祉避難所の指定促進に向けて、関係機関との協

議や働きかけを進めていきます。 

介護・障害

福祉課   

社会福祉課 
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５-４ 啓発活動の推進

取組の背景

 障害の有無によって分け隔てられることなく、地域の中でお互いが人格と個性

を尊重しあい、認め合う共生社会を実現するためには、障害自体や障害のある人

への理解を広げていくことが重要です。 

これまでの取組内容

・障害のある人に対する正しい理解と認識を深めるため、市の広報誌、ホームペー

ジやパンフレット等を活用し、広報・啓発活動に取り組んでいます。 

・障害に対する理解の促進等をテーマとした出前講座等、一般市民向けの研修等を

実施し、障害のある人に対する理解の促進を図っています。 

・障害者週間の期間中に、ポスター等を掲示し市内福祉事業所の活動紹介をするな

ど、障害のある人の社会参加を推進するために、福祉事業所の普及啓発に努めて

います。 

・障害や疾病があることが外見からはわからない人が、支援や配慮を必要としてい

ることを周囲に知らせることが出来る「ヘルプマーク」を、介護・障害福祉課の

窓口で必要な方に配布しています。 

【出前講座メニュー（該当部分一部抜粋）】 

番号 講座タイトル 内 容 

66 
地域共生社会をめざして②

～障害福祉計画のご紹介～ 

多賀城市障害者福祉計画の概要や、障害のある

人々の生活を支える、障害福祉サービスの概要に

ついてご紹介します。 

67 
地域での共生社会を目指して 

～障害の理解～ 

どのような「障害」があるか、その特性を紹介し

ます。 

68 もしかして障害者虐待？ 
障害者虐待防止法の概要や虐待防止の方策を紹介

します。 

69 障害者差別の解消について 
障害者差別の禁止と合理的配慮について、事例を

紹介しながら説明します。 
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【障害者週間の周知の例】        【ヘルプマークについて】 

現状と課題

より多くの方に障害についての理解を広めていくためには、障害者の家族会等の

各種団体や支援関係機関などと連携・協力し、様々な形で市民を対象とした啓発活

動を行い、障害に対する理解を深め、共に支え合う市民意識の醸成に努めることが

必要です。 

■取組の方向■ 

○日常生活の中で、障害の有無に関わらず、共に暮らし支え合う関係を築くための啓

発や福祉教育を推進します。 

○障害に対する理解を促進するため、行政のほか、地域・学校・企業等のあらゆる分

野で啓発活動や福祉教育を推進していきます。 

■今後の具体的な取組■ 

主な取組 取組の内容 担当課 

01啓発活動

の充実 

・障害のある人に対する正しい理解と認識を深めるた

め、広報誌やホームページ、パンフレットなど、様々

な媒体を通じて幅広い広報・啓発活動を推進します。 

介護・障害

福祉課 

02福祉教育

の推進 

・出前講座等により、多くの福祉教育の場を提供するこ

とで、全ての市民が、障害のある人に対する理解を深

められる取組を推進します。 

介護・障害

福祉課 



- 63 - 

５-５ コミュニケーションの充実

取組の背景

 誰もが地域の一員として社会参加していくために、障害のある人にとっても、

分かりやすく適切な情報提供に努めていく必要があります。令和４年５月に障害

者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施策推進法が施行され、障害者の

情報取得や意思疎通に係る施策を総合的に推進していくこととされました。 

これまでの取組内容

・聴覚に障害がある人への支援として、介護・障害福祉課に手話通訳員を配置する

ほか、病院受診時等に手話通訳員を派遣するなど、意思疎通の支援を実施してい

ます。 

・市民対象に手話奉仕員養成講座を行うことで、手話技術の習得者を養成し、育成

しています。講座を通じて聴覚障害に対する理解を深めることで、地域でのコミ

ュニケーション支援の担い手を増やす取組を行っています。 

・視覚障害のある人への支援として、広報誌の音声データ「声の広報」の配布や、

市ホームページの音声読み上げの導入等により、幅広く市政情報を届けていま

す。 

・知的障害や発達障害及び聴覚障害のある人等、話し言葉によるコミュニケーショ

ンが困難な方に対して、分かりやすいイラストを提示し意思を伝え合う「コミュ

ニケーション支援ボード」を作成し、市役所の各窓口に設置しています。 

  【コミュニケーション支援ボードの一例】 
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現状と課題

障害特性によっては、情報収集や利用等に大きな支障があることから、個々の障

害特性に配慮したコミュニケーションの手段の確保を行うとともに、コミュニケー

ションに関する支援者の育成を行ってきました。 

今後は、デジタル化の推進をとおして、障害者の情報取得や情報発信を支援して

いくことも重要と考えられます。 

■取組の方向■ 

○聴覚や視覚、音声・言語の障害等、情報の取得や意思疎通に大きな支障がある人

に、情報の利用支援やコミュニケーション支援を図ります。 

○デジタル化の推進をとおして、障害者の情報取得や情報発信等を支援します。 

■今後の具体的な取組■ 

主な施策 取組の内容 担当課 

01手話通訳

員等の派遣 

・手話通訳員を窓口に設置するとともに、通院等の意思

疎通が必要不可欠な用務に手話通訳員を派遣します。 

・視覚に障害がある人には、情報サポートやガイドヘル

パー利用のための相談をしていきます。 

介護・障害

福祉課 

02意思疎通

支援を行う者

の養成 

・手話奉仕員養成講座を開講し、支援者の育成と資質の

向上を図ります。 
介護・障害

福祉課 

03コミュニ

ケーション支

援ボードの活

用 

・障害の有無に関わらず、話し言葉によるコミュニケー

ションが困難な人への支援について体制を構築してい

きます。 

・選挙における投票所において、高齢者や障害のある人

が安心して投票できる仕組みを作ります。 

介護・障害

福祉課 

選挙管理委

員会事務局 

04情報アク

セシビリティ

の充実 

・障害のある人が、容易に市政情報を取得・利用できる

よう体制を構築します。 

・デジタル化の推進をとおして、障害のある人の各種手

続きを容易にしたり、情報を取得しやすい環境を整備

します。 

地域コミュ

ニティ課 

企画課 
（ＩＣＴ推進室）
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多賀城市障害福祉計画（第７期） 

多賀城市障害児福祉計画（第３期） 
２０２４（令和６）年度～２０２６（令和８）年度
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第 1章 計画の基本的理念 

障害者計画の基本理念「地域での共生社会を目指して」を継承し、次の７点を

基本的な考え方として、障害福祉サービス等の提供体制の整備を推進します。 

１ 障害者等の自己決定の尊重と意思決定の支援 

共生社会を実現するため、障害者等の自己決定を尊重し、その意思決定の支援に

配慮するとともに、障害者等が必要とする障害福祉サービスその他の支援を受けつ

つ、その自立と社会参加の実現を図っていくことを基本として、障害福祉サービス

等及び障害児通所支援等の提供体制の整備を進めます。 

２ 市町村を基本とした身近な実施主体と障害種別によらない 

一元的な障害福祉サービスの実施等 

障害者等が地域で障害福祉サービスを受けることが出来るよう、市がサービス提

供の実施主体の基本となります。 

また、障害福祉サービスの対象となる障害者等の範囲を身体障害者、知的障害

者、精神障害者（発達障害者及び高次脳機能障害者を含む）並びに難病患者等であ

って１８歳以上の者並びに障害児とし、サービスの充実を図り、県の適切な支援を

受けながら、障害福祉サービスの均てん化を図ります。障害種別によらない一元的

な障害福祉サービスの活用が促されるようにします。 

３ 入所等から地域生活への移行、地域生活の継続の支援、就労支

援等の課題に対応したサービス提供体制の整備 

障害者等の自立支援の観点から、入所等から地域生活への移行、地域生活の継続

の支援、就労支援といった課題に対応したサービス提供体制を整え、障害者等の生

活を地域全体で支えるシステムを実現するため、地域生活の拠点づくり、NPO等

によるインフォーマルサービスの提供等、地域の社会資源を最大限に活用し、提供

体制の整備を進めます。  



- 67 - 

４ 地域共生社会の実現に向けた取組 

  地域のあらゆる住民が、「支え手」と「受け手」に分かれるのではなく、地

域、暮らし、生きがいをともに創り、高め合うことができる地域共生社会の実現

に向け、引き続き、地域住民が主体的に地域づくりに取り組むための仕組みづく

りや制度の縦割りを超えた柔軟なサービスの確保に取り組むとともに、地域の地

理的条件や地域資源の実態等を踏まえながら、市の包括的な支援体制の構築に取

り組みます。 

５ 障害児の健やかな育成のための発達支援 

  障害児支援を行うに当たっては、障害児本人の最善の利益を考慮しながら、障

害児の健やかな育成を支援することが必要です。このため、障害児及びその家族

に対し、障害の疑いがある段階から身近な地域で支援できるよう、市が障害児通

所支援及び障害児相談支援のサービス提供の実施主体となり、障害種別に関わら

ず、質の高い専門的な発達支援を行う障害児通所支援等の充実を図るとともに、

障害児のライフステージに沿って、地域の保健、医療、障害福祉、保育、教育、

就労支援等の関係機関が連携を図り、切れ目の無い一貫した支援を提供する体制

の構築を図ります。 

６ 障害福祉人材の確保・定着 

  障害者の重度化・高齢化が進む中においても、将来にわたって安定的に障害福

祉サービス等を提供し、様々な障害福祉に関する事業を実施していくためには、

提供体制の確保と併せてそれを担う人材を確保・定着を図る必要があります。そ

のためには、専門性を高めるための研修の実施、多職種間の連携の推進、障害福

祉の現場が働きがいのある魅力的な職場であることの積極的な周知・広報等に関

係者が協力して取り組んでいくことが重要です。 
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７ 障害者の社会参加を支える取組定着 

  障害者の地域における社会参加を促進するためには、障害者の多様なニーズを

踏まえて支援することが重要です。その際、文化・芸術活動や健康づくり、スポ

ーツ等の分野を含め、地域で生き生きと安心して健康的に暮らすことのできる社

会を目指すことが重要です。障害者が文化芸術を享受鑑賞し、又は創造や発表等

の多様な活動に参加する機会の確保等を通じて、障害者の個性や能力の発揮及び

社会参加の促進を図っていきます。 

  また、障害者等による情報の取得利用・意思疎通を推進するため、ＩＣＴ推進

化担当部署等の関係部署と連携を図りつつ、障害特性に配慮した意思疎通支援や

支援者の養成、障害当事者によるＩＣＴ活用等の促進を図ります。 
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第 2章 提供体制の確保に係る目標等の達成状況 

多賀城市障害福祉計画（第６期）及び多賀城市障害児福祉計画（第２期）

で設定した成果目標及び活動指標の達成状況は、次のとおりです。 

１ 福祉施設の入所者の地域生活への移行 

成果目標 単位 

令和 

２年度 

実績 

令和 

３年度 

実績 

令和 

４年度 

実績 

令和 

５年度 

目標値 

令和 

４年度 

進捗率 

令和５年度末の地域生活

移行者数（累計） 
人 +１(１) ０ +１(２) (５) 40.0％ 

令和５年度末の施設入所

者の削減（累計） 
人 １(１) 2,-3(０) １(１) (１) 100％ 

【状況】 

・地域移行者数は令和２年度に１名、令和４年度に１名で累計２名でした。そ

れぞれ施設からグループホームへ地域移行がなされました。 

・施設入所者数の削減は、令和２年度は１名削減。令和３年度に２名削減があ

りましたが、新規入所が３名あったため削減数は０名となりました。 

・令和４年度は１名の削減がありましたので、累計は１名となりました。 

２ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

 (1) 保健、医療、福祉関係者による協議の場の設置 

活動指標 単位 

令和 

２年度 

実績 

令和 

３年度 

実績 

令和 

４年度 

実績 

令和 

５年度 

目標値 

令和 

４年度 

進捗率 

協議の場の開催回数 回 １ ３ ３ ３ 100％ 

協議の場への関係者の参

加数 
人 １６ １６ １６ １６ 100％ 

協議の場における目標設

定および評価の実施回数 
回 １ １ １ １ 100％ 

【状況】 

・令和２年度に宮城東部地域自立支援協議会に協議の場を設置しました。 

・地域拠点センター（基幹相談支援センター）や仙台保健福祉事務所、二市三

町の担当者が参画し、研修会や勉強会等に取り組んでいます。
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(2) 精神障害者における障害福祉サービス種別の利用 

活動指標 単位 

令和 

２年度 

実績 

令和 

３年度 

実績 

令和 

４年度 

実績 

令和 

５年度 

目標値 

令和 

４年度 

進捗率 

地域移行支援の利用者数 人 ０ ０ ０ １ 0％ 

地域定着支援の利用者数 人 ０ ０ ０ １ 0％ 

共同生活援助の利用者数 人 １２ １６ １８ １４ 128.6％ 

自立生活援助の利用者数 人 ０ ０ ０ １ 0％ 

【状況】 

・地域移行支援、地域定着支援ともに利用実績はありませんでした。 

・共同生活援助は、精神科病院を退院後に利用する方が増えています。 

・自立生活援助は、利用実績がありませんでした。 

３ 地域生活支援拠点等が有する機能の充実 

成果目標 単位 

令和 

２年度 

実績 

令和 

３年度 

実績 

令和 

４年度 

実績 

令和 

５年度 

目標値 

令和 

４年度 

進捗率 

地域生活支援拠点の整備 箇所 １ １ １ １ 100％ 

年１回以上、運用状況を検

証及び検討する 
回/年 － ２ ２ ２ 100％ 

【状況】 

・平成２９年度に宮城東部地域の２市３町が共同で地域拠点センターを設置してい

ます。 

・宮城東部地域自立支援協議会において地域生活支援拠点等運営プロジェクトで会

議を年２回開催し、年間活動や運用状況について、検証、検討を行っています。 
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４ 福祉施設から一般就労への移行等 

(1) 一般就労への移行者数 

成果目標 単位 

令和 

２年度 

実績 

令和 

３年度 

実績 

令和 

４年度 

実績 

令和 

５年度 

目標値 

令和 

４年度 

進捗率 

福祉施設利用者の一般就

労移行者数 
人 ５ ８ １１ １４ 78.6％ 

就労移行支援利用者の 

一般就労への移行数 
人 ３ ５ ７ １４ 50.0％ 

就労継続支援Ａ型利用者

の一般就労への移行数 
人 １ １ １ １ 100％ 

就労継続支援Ｂ型利用者

の一般就労への移行数 
人 １ ２ １ １ 100％ 

【状況】 

・一般就労へ移行した方は近年増加していますが、目標値は下回っています。 

・就労移行支援事業所の選択肢が広がり、利用しやすい状況が生まれています。 

(2) 就労定着支援の利用者数 

成果目標 単位 

令和 

２年度 

実績 

令和 

３年度 

実績 

令和 

４年度 

実績 

令和 

５年度 

目標値 

令和 

４年度 

進捗率 

就労移行支援事業等を通

じて一般就労に移行する

者のうち、就労定着支援事

業を利用する人数が７割

以上 

人 ４ ４ ５ ６ 83.3％ 

就労定着支援事業所のう

ち就労定着率８割以上の

事業所が全体の７割以上 

％ － － － － － 

【状況】 

・令和４年度は一般就労に移行した７人のうち、就労定着支援を５人が利用してお

り、利用割合は７割に達しています。 

・市内に就労定着支援事業所がないため、目標値を設定していません。 
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５ 障害児支援の提供体制の整備等 

(1) 児童発達支援センターの設置及び保育所等訪問支援の充実 

成果目標 単位 

令和 

２年度 

実績 

令和 

３年度 

実績 

令和 

４年度 

実績 

令和 

５年度 

目標値 

令和 

４年度 

進捗率 

児童発達支援センターを

１箇所以上設置する
箇所 １ １ １ １ 100% 

保育所等訪問支援を利用

できる体制を構築する 
－ 構築済 構築済 構築済 構築済 達成 

【状況】 

・平成２７年４月に児童発達支援センター「太陽の家」を設置し、地域の療育支援

の拠点として地域支援体制を整えています。 

・児童発達支援センター「太陽の家」は、保健、福祉、教育等の関係機関と連携し

て障害児支援を重層的に行う拠点です。児童発達支援の他、障害児相談支援や保

育所等訪問支援事業所としての機能も有しています。 

(2) 主に重症心身障害児を支援する事業所 

成果目標 単位 

令和 

２年度 

実績 

令和 

３年度 

実績 

令和 

４年度 

実績 

令和 

５年度 

目標値 

令和 

４年度 

進捗率 

重症心身障害児を支援す

る児童発達支援事業所及

び放課後等デイサービス

事業所を各市町村または

圏域に１箇所確保する

箇所 １ １ １ １ 100％ 

【状況】 

・ 近隣地域に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサ

ービス事業所「つなぐ利府」が１か所開所しています。 
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(3) 医療的ケア児支援 

成果目標 単位 

令和 

２年度 

実績 

令和 

３年度 

実績 

令和 

４年度 

実績 

令和 

５年度 

目標値 

令和 

４年度 

進捗率 

医療的ケア児支援のため

の関係機関の協議の場を

設置する 

－ 設置 設置 設置 設置 達成 

令和５年度末までに、医療

的ケア児等に関するコー

ディネーターを配置する 

－ － 配置 配置 配置 達成 

【状況】 

・児童の発達に関する支援について、児童発達支援センター「太陽の家」が中心と

なって、保健、福祉、教育等の関係機関と連携して重層的な支援体制を構築して

います。 

・医療的ケア児を含めた障害児支援を組織的に取り組むために本市では「発達支援

会議」を設置し、関係機関の連携のもとに、一貫した支援を行える体制を整備し

ています。その中で、医療的ケア児の支援に関し、関係部署と情報共有し、連携

を図っています。 

・医療的ケア児に対する総合的な支援体制の構築に向けて、「太陽の家」では、障

害児の地域療育を担う中核施設として、相談支援専門員のうち１名を医療的ケア

児等コーディネーターとしています。 

 (4) 医療的ケア児コーディネーターの配置人数 

活動指標 単位 

令和 

２年度 

実績 

令和 

３年度 

実績 

令和 

４年度 

実績 

令和 

５年度 

目標値 

令和 

４年度 

進捗率 

医療的ケア児等に関する

コーディネーターの配置

人数 

人 － １ １ １ 100％ 

【状況】 

・医療的ケア児コーディネーターとして養成された職員を、児童発達支援センター

「太陽の家」の相談支援専門員に１名配置しました。 

・なお、基幹相談支援センターに１名（圏域）、児童発達支援センター「太陽の

家」には、その他２名の医療的ケア児コーディネーター養成研修を修了した者が

います。 
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６ 相談支援体制の充実・強化等 

(1) 相談支援体制の充実・強化に向けた体制確保

成果目標 単位 

令和 

２年度 

実績 

令和 

３年度 

実績 

令和 

４年度 

実績 

令和 

５年度 

目標値 

令和 

４年度 

進捗率 

各市町村又は各圏域にお

いて相談支援体制の充実・

強化に向けた体制を確保

する 

－ 確保 確保 確保 確保 達成 

【状況】 

・平成２９年度に基幹相談支援センターを宮城東部地域の二市三町で共同設置し、

相談支援体制の強化に向けた取り組みを行っています。 

(2) 相談支援体制の充実・強化のための取り組み 

活動指標 単位 

令和 

２年度 

実績 

令和 

３年度 

実績 

令和 

４年度 

実績 

令和 

５年度 

目標値 

令和 

４年度 

進捗率 

障害の種別や各種のニー

ズに対応できる総合的・専

門的な相談支援を実施す

る 

－ 実施 実施 実施 実施 達成 

【状況】 

・基幹相談支援センターが相談支援部会を開催し、圏域の相談支援事業所との情報交

換や事例検討をとおして相談支援技術の向上に向けた取り組みを行っています。 
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(3) 地域の相談支援体制の強化 

活動指標 単位 

令和 

２年度 

実績 

令和 

３年度 

実績 

令和 

４年度 

実績 

令和 

５年度 

目標値 

令和 

４年度 

進捗率 

地域の相談支援事業者に

対する訪問等による専門

的な指導・助言件数 

回 １２ １２ １２ １８ 66.7％ 

地域の相談支援事業者の

人材育成の支援件数 
回 １２ １２ １２ １８ 66.7％ 

地域の相談機関との連携

強化の取組の実施回数 
回 １２ １２ １２ １８ 66.7％ 

【状況】 

・基幹相談支援センターが相談支援部会を月１回開催し、事例検討等をとおして相

談支援専門員の人材育成及び圏域事業所間の連携強化に取り組んでいます。 

・市内相談支援事業所と本市の勉強会は、基幹相談支援センターと圏域の事業所が

参集する相談支援部会が相談支援体制の充実により有効であるため、相談支援部

会に役割を統合し、令和２年度に廃止としました。 

７ 障害福祉サービスの質を向上させるための取組に係る体制の構築 

成果目標 単位 

令和 

２年度 

実績 

令和 

３年度 

実績 

令和 

４年度 

実績 

令和 

５年度 

目標値 

令和 

４年度 

進捗率 

令和５年度末までに、各市

町村において、サービスの

質の向上を図るための体

制を構築する 

－ 構築済 構築済 構築済 構築済 達成 

【状況】 

・宮城東部地域自立支援協議会において、「短期入所ネットワーク」や「就労支援

ネットワーク」等サービス事業所が参集する会議を開催し、情報の共有や課題の

整理等を行い、サービス質の向上を図るための体制を構築しています。 
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 (1) 障害福祉サービスの質を向上させるための取組 

活動指標 単位 

令和 

２年度 

実績 

令和 

３年度 

実績 

令和 

４年度 

実績 

令和 

５年度 

目標値 

令和 

４年度 

進捗率 

県が実施する障害福祉サ

ービス等に係る研修会等

への市町村職員の参加（希

望）人数 

人 ５ ５ ４ ４ 100％ 

障害者自立支援審査支払

等システムによる審査結

果の共有回数（新規） 

回 １２ １２ １２ １２ 100％ 

【状況】 

・県が実施する自立支援給付事業担当者会議へ毎年度担当者が参加しています。 

・障害者自立支援審査支払等システムによる審査結果を分析し、結果について相談

支援事業所等と適宜共有する機会を設けています。 

８ 発達障害者等に対する支援 

活動指標 単位 

令和 

２年度 

実績 

令和 

３年度 

実績 

令和 

４年度 

実績 

令和 

５年度 

目標値 

令和 

４年度 

進捗率 

ペアレントトレーニングや

ペアレントプログラム等の

支援プログラム等の受講者

数

人 － ８ １０ １５ 66.7％ 

ペアレントメンターの人

数の見込み 
人 － ０ ０ ０ 0％ 

ピアサポート活動への参

加人数 
人 － ７ ６ １１ 54.5％ 

【状況】 

・児童発達支援センター「太陽の家」においてペアレントメンターに係る啓発研修

や勉強会を開催しています。 

・保護者サロンを開催し、ピアサポート活動に参加して貰っています。 
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第３章 障害福祉サービス等の利用状況及び見込量の設定

過去のサービス利用実績の変化率の平均を踏まえて、本計画（第７期・第３期）の見

込量を設定します。数値は各年度の末月（３月提供分）の実績値を採用しています。 

 令和６年度から令和８年度までの今後３年間における障害福祉サービス等の種別ごと

の見込量を定め、必要な方に必要な量のサービスが提供できるよう、計画的な提供体制

整備を図ってまいります。 

１ 訪問系サービス 

・「居宅介護」は、地域で生活する方が増えるにつれて、徐々に利用者が増加すると見

込んでいます。 

・「同行援護」及び「行動援護」は、コロナ禍による外出自粛の影響を受け、減少して

いましたが、今後はコロナ前の水準に戻ると見込んでいます。 

・「重度障害者等包括支援」は、これまで利用実績が無く、需要が測れないため、見込

量を設定していません。 

H30 H31 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

人/月 43 51 55 57 51 － 60 63 64

時間/月 1,346 1,214 1,190 1,151 912 － 1,247 1,298 1,351

人/月 38 39 42 46 40 － 45 47 48

時間/月 918 1,076 1,037 973 746 － 1,042 1,082 1,124

人/月 1 1 1 1 1 － 2 3 3

時間/月 60 77 77 73 70 － 105 116 127

人/月 11 9 10 9 9 － 11 11 11

時間/月 140 57 62 97 89 － 86 86 86

人/月 2 2 2 1 1 － 2 2 2

時間/月 14 4 14 8 7 － 14 14 14

人/月 0 0 0 0 0 － 0 0 0

時間/月 0 0 0 0 0 － 0 0 0

同行援護

行動援護

重度障害者等包括
支援

第７期・第３期

訪問系サービス

居宅介護

重度訪問介護

サービス種別 単位

実績値 見込量

第５期・第１期 第６期・第２期
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２ 日中活動系サービス 

・「自立訓練（機能訓練）」は、これまで利用実績が無く、需要が測れないため、見込

量を設定していません。 

・「就労移行支援」及び「就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）」は、一般就労への移行推進及

び働く場を提供し、経済的自立を促進するため今後も多くの需要を見込みます。 

・令和７年度中に新設される予定である「就労選択支援」は、現時点で需要が測れない

ため、見込量を設定していません。

H30 H31 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

人/月 55 67 61 64 71 － 85 87 89

日/月 1,139 1,285 1,270 1,234 838 － 1,900 1,995 2,096

うち重度障害者※ 人/月 0 0 2 9 11 － 13 13 13

日/月 0 0 51 152 188 － 230 230 230

人/月 0 0 0 0 0 － 0 0 0

日/月 0 0 0 0 0 － 0 0 0

人/月 5 3 4 3 4 － 5 5 5

日/月 141 52 125 118 124 － 141 141 141

人/月 13 15 13 16 19 － 20 21 22

日/月 216 210 231 247 349 － 368 389 410

人/月 30 28 32 39 44 － 53 58 64

日/月 606 577 658 757 913 － 942 1,013 1,091

人/月 121 132 144 157 161 － 160 171 184

日/月 2,176 2,370 2,695 2,592 2,758 － 2,611 2,764 2,925

人/月 3 3 4 4 4 － 4 5 6

人/月 － － － － － － 0 0 0

人/月 6 6 6 6 5 － 8 8 8

人/月 46 36 23 25 43 － 45 45 45

日/月 218 165 159 79 200 － 206 206 206

うち重度障害者※
（福祉型）

人/月 0 0 1 0 2 － 2 2 2

日/月 0 0 2 0 8 － 8 8 8

うち重度障害者※
（医療型）

人/月 0 0 0 0 0 － 0 0 0

日/月 0 0 0 0 0 － 0 0 0

サービス種別 単位

実績値 見込量

第５期・第１期 第６期・第２期 第７期・第３期

就労定着支援

就労選択支援

療養介護

短期入所

生活介護

自立訓練（機能訓練）

自立訓練（生活訓練）

就労移行支援

就労継続支援(Ａ型/雇用型)

就労継続支援(Ｂ型/非雇用型)
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３ 居住系サービス 

・「自立生活援助」は、これまで利用実績が無く、需要が測れないため、見込量を設定

していません。 

・「共同生活援助」は、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの推進により地域

移行が推進されること、また、新しい事業所も増えて選択肢が広がってきていること

から、今後は多くの需要が見込まれます。 

・「施設入所支援」は、入所者の地域移行が徐々に図られてはいますが、未だ入所待機

者が多くいる現状から、今後も需要が見込まれます。 

※重度障害者とは 

・障害支援区分６に該当し、意思疎通支援を図ることに著しい支障がある者であって、四肢全てに

麻痺等があり、かつ寝たきり状態にある者のうち、人工呼吸器による呼吸管理を行っている者又

は最重度の知的障害のある者 

・障害支援区分調査において、行動関連項目等（12項目）の合計点が10点以上の者 

のいずれかに該当する場合を指します。

４ 相談支援に関するサービス 

・「計画相談支援」は、今後も障害福祉サービス等の利用者数増加に伴って、今後も増

加することが見込まれます。 

・「地域移行支援」及び「地域定着支援」については、これまで利用実績が無く、需要

が測れないため、見込量を設定していません。 

H30 H31 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

計画相談支援 人/月 91 90 109 115 87 － 129 137 145

地域移行支援 人/月 0 0 0 0 0 － 0 0 0

地域定着支援 人/月 0 0 0 0 0 － 0 0 0

サービス種別 単位

実績値 見込量

第５期・第１期 第６期・第２期 第７期・第３期

H30 H31 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

自立生活援助 人/月 0 0 0 0 0 － 0 0 0

共同生活援助 人/月 53 56 56 67 70 － 77 81 87

うち重度障害者※ 人/月 0 1 1 1 1 － 1 1 1

施設入所支援 人/月 29 32 31 31 31 － 33 33 34

サービス種別 単位

実績値 見込量

第５期・第１期 第６期・第２期 第７期・第３期
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５ 障害児通所支援等 

・「児童発達支援」及び「放課後等デイサービス」ともに、コロナ禍により利用実績が

減少しましたが、今後の減少は無いと見込み、利用者の増加を見込んでいます。 

・「医療型児童発達支援」及び「居宅訪問型児童発達支援」は、これまで利用実績が無

く、需要が測れないため、見込量を設定していません。 

・「障害児相談支援」は、障害児通所支援等の利用者数増加に伴って、今後も増加する

ことが見込まれます。 

・「親子療育教室（おひさまひろば）」は、母子保健事業との密な連携により、今後も

気になる児の増加が見込まれ、利用者は徐々に増加していくと見込んでいます。 

H30 H31 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

実利用者数/年 35 31 38 36 36 － 47 54 61

日/月 546 506 605 487 483 － 522 518 514

人/月 0 0 0 0 0 － 0 0 0

日/月 0 0 0 0 0 － 0 0 0

実利用者数/年 102 101 113 109 145 － 164 176 189

日/月 1,048 938 1,333 1,211 1,605 － 1,749 1,906 2,077

実利用者数/年 8 10 9 7 8 － 8 9 10

日/年 31 33 32 37 28 － 44 48 52

人/月 0 0 0 0 0 － 0 0 0

日/月 0 0 0 0 0 － 0 0 0

人/月 34 41 52 46 61 － 68 77 86

実利用者数/年 18 19 16 18 16 － 20 21 22

日/月
（平均）

46 57 39 43 56 － 50 52 54

放課後等デイサービス

保育所等訪問支援

居宅訪問型児童発達支援

障害児相談支援

親子療育教室
（おひさまひろば）

第７期・第３期

児童発達支援

医療型児童発達支援

サービス種別 単位

実績値 見込量

第５期・第１期 第６期・第２期
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６ 地域生活支援事業（必須事業） 

・「日常生活用具給付等事業」のうち、排泄管理支援用具は人工肛門増設に伴うストマ

ー用具の需要が高まっており、今後も利用数は増加を見込んでいます。 

H30 H31 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

実施の有無 有 有 有 有 有 有 有 有 有

実施の有無 有 有 有 有 有 有 有 有 有

相談支援事業

障害者相談支援事業 実施の有無 有 有 有 有 有 有 有 有 有

基幹相談支援センター 設置の有無 有 有 有 有 有 有 有 有 有

相談支援機能強化
事業

実施の有無 有 有 有 有 有 有 有 有 有

住宅入居等支援事
業

実施の有無 無 無 無 無 無 無 無 無 無

実利用者数/年 1 1 1 0 2 － 1 1 1

実施の有無 有 有 有 有 有 有 有 有 有

手話通訳者
設置数

1 1 1 1 1 1 1 1 1

実利用者数/年 11 8 10 8 7 － 9 9 9

日常生活用具給付等事業

介護訓練支援用具 件数/年 1 2 4 3 4 － 3 3 3

自立生活支援用具 件数/年 8 10 9 3 3 － 7 7 7

在宅療養等支援用具 件数/年 21 13 10 9 13 － 13 13 13

情報・意志疎通支援用具 件数/年 6 9 2 4 4 － 5 5 5

排泄管理支援用具 件数/年 1,292 1,437 1,607 1,653 1,656 － 1,879 2,001 2,132

居宅生活動作補助用具等 件数/年 0 1 1 1 0 － 1 1 1

実施の有無 有 有 有 有 有 有 有 有 有

実利用者数/年 14 14 8 7 6 － 10 10 10

延べ利用時間/年 699 578 89 162 296 － 396 458 530

実施箇所数 1 1 1 1 1 1 1 1 1

実利用者数/年 35 33 26 23 21 － 20 20 20

第７期・第３期

理解促進研修・啓発事業

自発的活動支援事業

成年後見制度利用支援事業

単位

実績値 見込量

第５期・第１期 第６期・第２期事業名

成年後見制度法人支援事業

意思疎通支援事業
（コミュニケーション支援事業）

手話奉仕員養成研修事業

移動支援事業

地域活動支援センター事業
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・「移動支援事業」は、コロナ禍による外出自粛の影響を大きく受け、利用者が減少し

ましたが、今後は元の水準まで緩やかに回復してくると見込んでいます。 

・「地域活動支援センター」の利用者数は、年々減少傾向です。今後は大きな変化はな

く、概ね横ばいで推移すると見込んでいます。 

７ 地域生活支援事業等（任意事業）

・「訪問入浴サービス事業」、「日中一時支援事業」及び「自動車運転免許取得・自動

車改造助成事業」は、これまでの実績に大きな変化はないことから、今後も概ね同数

で見込量を設定します。 

・「声の広報等事業」は、令和６年度以降も引き続き実施を継続します。 

H30 H31 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

実利用者数/年 2 3 3 4 4 － 5 5 5

実利用者数/年 0 1 2 1 0 － 1 1 1

実施の有無 有 有 有 有 有 有 有 有 有

給付件数/年 3 2 2 1 3 － 2 2 2

第７期・第３期

訪問入浴サービス事業

日中一時支援事業

声の広報等事業

事業名 単位

実績値 見込量

第５期・第１期 第６期・第２期

自動車運転免許取得・自動車
改造助成事業
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第４章 提供体制の確保に係る成果目標等の設定 

障害者等の自立支援の観点から、地域生活への移行や就労支援といった課題に対応す

るため、令和８年度を目標年度とする障害福祉計画等において必要な障害福祉サービス

等及び障害児通所支援等の提供体制の確保に係る「成果目標」を設定します。 

また、これらの成果目標を達成するための「活動指標」を設定します。 

1 福祉施設の入所者の地域生活への移行

地域生活への移行を進める観点から、福祉施設に入所している方のうち、今後、自

立訓練等を利用し、グループホーム、一般住宅等に移行する方の数を見込み、その上

で令和８年度末における地域生活に移行する方の目標値を設定することとされてい

ます。本市では施設入所待機者が一定数おられることを考慮して、今期は目標値を設

定しません。 

  ただし、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの推進や地域生活拠点の充実

等により、障害のある人が適切な意思決定のもと、地域で安心して暮らしていけるよ

う体制の構築を推進してまいります。 

【国の基本指針】 

令和４年度末時点の施設入所者数の6％以上が地域生活へ移行することとするととも

に、これに合わせて令和８年度末の施設入所者数を令和４年度末時点の施設入所者数

から５％以上削減することを基本とする。 

令和５年度までの数値目標が達成されないと見込まれる場合は、前計画の未達成割合

を目標値に加えた割合以上を目標値とする。 

【目標値の設定】 

成果目標 単位 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

目標値 
令和８年度

末（累計）

考え方 

地域生活移行者数 人 ０ ０ ０ ０ 

施設入所者の多くは、重度

の知的障害者等であり、在

宅等での生活が困難です。

これまでの実情を踏まえ

て、目標値を設定しません。 

施設入所者数 

（施設入所者の削減数）
人 

３３ 

（０） 

３３ 

（０） 

３４ 

（０） 

３４ 

（０） 

令和４年度末の施設入所者

は３１人です。 

令和５年度以降も、施設入

所待機者の受入等により３

人の増加を見込んでいるた

め、目標値を設定しません。 
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２ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けて、保健・医療・福祉関係

者が連携して精神保健医療福祉体制の基盤整備等を推進します。 

本市では、令和２年度に「宮城東部地域自立支援協議会」に保健・医療・福祉関係者

による協議の場を設置しており、協議の場をとおして、精神科医療機関、その他の医療

機関、障害福祉サービス事業者、近隣市町等が連携し、精神障害者が地域の一員として

安心して自分らしい暮らしを送ることができるよう、支援体制構築を推進しています。 

【国の基本指針】 

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を推進するため、成果目標は、精

神障害者の精神病床から退院後１年以内の地域における生活日数の平均を３２５．３

日以上とすることを基本とする。また、令和８年度末の精神病床における１年以上長

期入院患者数（65歳以上、６５歳未満）の目標値を国が提示する推計式を用いて設

定する。また、令和８年度末における精神病床における早期退院率を、入院３ヶ月後

時点で6８．９％以上、入院後６ヶ月時点で８４．５％以上、入院後１年時点で９

１．０％以上として設定することを基本とする。 

【目標値の設定】 

 本項目の「成果目標」は、県及び指定都市のみの設定です。 

(1) 保健、医療、福祉関係者による協議の場の設置 

活動指標 単位 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 
考え方 

協議の場の開催回数 回 ３ ３ ３ 
協議を年２回、振り返り・評価を

年１回、年計３回の開催を見込み

ます。 

協議の場への関係者の参

加数 
人 １６ １６ １６ 

二市三町担当者：１０人 

基幹相談支援センター：２人 

塩釜保健所：２人 

精神科医療機関：１人 

相談支援事業所：１人 計１６人 

協議の場における目標設

定および評価の実施回数 
回 １ １ １ 

年１回振り返り・評価を実施しま

す。 
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(2) 精神障害者の障害福祉サービス利用の見込み 

活動指標 単位 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 
考え方 

地域移行支援の利用者数 人 ０ ０ ０ 
近隣に提供可能な、一般相談支援

事業所がないため、今期は利用を

見込みません。 

地域定着支援の利用者数 人 ０ ０ ０ 
近隣に提供可能な、一般相談支援

事業所がないため、今期は利用を

見込みません。 

共同生活援助の利用者数 人 １８ １９ ２０ 
令和４年度実績の数値「１８人」

をベースに、利用者数の漸増を見

込みます。 

自立生活援助の利用者数 人 ０ ０ ０ 
近隣にサービスを提供可能な事業

所がないため、今期は利用を見込

みません。 

自立訓練（生活訓練）の利

用者数 
人 ２ ２ ２ 

令和４年度実績の「２人」で今後

も推移すると見込みます。 
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３ 地域生活支援の充実

地域生活支援拠点とは、障害のある人の重度化、高齢化や「親なき後」を見据え、

障害のある人の自立支援の観点から、地域での暮らしの安心感を担保し、親元から

の自立を希望するものに対する支援を進めるために、次の機能を集約した拠点のこ

とをいいます。 

・地域生活への移行、親元からの自立に係る相談 

 ・一人暮らし、グループホームへの入居等の体験の機会及び場の提供 

 ・短期入所の緊急時における受入体制の確保 

 ・人材の確保・養成・連携等による専門性の確保 

 ・サービス拠点の整備及びコーディネーターの配置等による地域の体制づくり 

  本市では、平成２９年度に地域生活支援拠点として整備した地域拠点センター

「ふきのとう」を核として、障害者の地域生活への移行及び地域生活支援体制を

充実させていきます。 

【国の基本指針】 

障害者の地域での生活を支援する拠点を、令和８年度末までに各市町村又は各圏域に

1つ以上の地域生活支援拠点を整備するとともに、その機能の充実のため、コーディ

ネーターの配置、地域生活支援拠点等の機能を担う障害福祉サービス事業所等の担当

者の配置、支援者ネットワーク等による効果的な支援体制及び緊急時の連絡体制の構

築を進め、また、年１回以上支援の実績等を踏まえ運用状況を検証及び検討すること

を基本とする。 

【目標値の設定】 

(1) 地域生活支援拠点等の整備 

成果目標 単位 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 
考え方 

地域生活支援拠点の整備

する 
有無 整備済 整備済 整備済 

平成２９年４月に地域拠点センタ

ー「ふきのとう」を、圏域で整備済

みです。 

コーディネーターの配置

等による効果的な支援体

制整備及び緊急時の連絡

体制の構築 

有無 構築済 構築済 構築済 

地域拠点センターに拠点等コーデ

ィネーターを配置し、２４時間の

緊急時の連絡体制を構築してい

る。 

年１回以上、支援の実績等

を踏まえ、運用状況を検証

及び検討する 

有無 実施済 実施済 実施済 
地域生活支援拠点等運営プロジェ

クトの会議を検証・検討の場と位

置付けます。 
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(2) 拠点等コーディネーターの配置人数及び機能の検証・検討回数 

活動指標 単位 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 
考え方 

地域生活支援拠点等の設

置箇所数 
箇所 １ １ １ 

平成２９年４月に地域拠点センタ

ーふきのとうを、圏域で１か所整

備済みです。 

拠点等コーディネーター

の配置人数 
人 １ １ １ 

地域拠点センターに拠点等コーデ

ィネーターを１名配置し、２４時

間の緊急時の連絡体制を構築して

います。 

地域生活支援拠点等の有

する機能の充実に向けた

検証及び検討の年間実施

回数 

回/年 ２ ２ ２ 
地域生活支援拠点等運営プロジェ

クトの会議を検証・検討の場と位

置付け、年２回開催を見込みます。 

【国の基本指針】 

令和８年度末までに、各市町村又は圏域において、強度行動障害を有する障害者に関

して、その状況や支援ニーズを把握し、地域の関係機関が連携した支援体制の整備を

進めることを基本とする。 

 (3) 強度行動障害者への支援体制整備 

成果目標 単位 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 
考え方 

強度行動障害を有する者

に関し、各市町村又は圏域

において支援ニーズを把

握し、支援体制を整備す

る。 

有無 未整備 未整備 整備済 

令和８年度末までに、宮城東部自

立支援協議会等で協議を進め、市

町村又は圏域での支援体制の整備

を目指します。 
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４ 福祉施設から一般就労への移行等 

①一般就労への移行者数 

福祉施設の利用者のうち、就労移行支援事業等を通じて、一般就労に移行する方の目

標値を設定します。基本指針では、令和８年度中に移行する者の目標値を設定すること

とされていますが、移行者数は年度によって変動するため、本市では令和８年度末まで

の累計での数値で目標値を設定します。 

 本項目での「福祉施設」とは、「生活介護」、「自立訓練（機能訓練／生活訓練）」、

「就労移行支援」、「就労継続支援Ａ型／Ｂ型」の全てを指します。 

【国の基本指針】 

福祉施設利用者のうち、令和８年度中に一般就労に移行する者の目標値を設定する。 

目標値の設定に当たっては、令和３年度の一般就労への移行実績の１．2８倍以上と

することを基本とする。そのうち、就労移行支援については、一般就労への移行にお

ける重要な役割を踏まえ、引き続き現状の利用者数を確保するとともに、移行率の上

昇を見込み1．3１倍以上の移行実績を達成することを基本とする。 

また、一般就労が困難である者に対し、就労や生産活動の機会の提供、就労に向けた

訓練等を実施することが事業目的であること等に鑑み、就労継続支援Ａ型は１．2９

倍以上、就労継続支援Ｂ型については１．.2８倍以上を目指すこととする。 

さらに、事業所ごとの実績の確保・向上の観点から、就労移行支援事業所のうち、就

労移行支援事業利用終了者に占める一般就労へ移行した者の割合が５割以上の事業所

を全体の５割以上とすることを基本とする。なお、令和５年度末において、障害福祉

計画で定めた令和５年度までの数値目標が達成されないと見込まれる場合は、未達成

割合を令和８年度末における各々の目標値に加えた割合以上を目標値とする。 
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【目標値の設定】 

成果目標 単位 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

目標値 
令和８年度

末（累計）

考え方 

福祉施設利用者の一般就

労移行者数 
人 ５ ６ ７ １８ 

令和３年度中の移行者数は

８人です。本市では、令和

８年度中の移行人数ではな

く、計画期間をとおして累

計で目標値を設定します。 

うち生活介護からの移

行者数 
人 ０ ０ ０ ０

常時介護を必要とする人を

対象に支援を行う事業であ

ることから、一般就労への

移行は見込みません。 

うち自立訓練（機能訓

練）からの移行者数 
人 ０ ０ ０ ０ 

自立訓練（機能訓練）自体

の利用実績がなく、本事業

から移行は見込みません。 

うち自立訓練（生活訓

練）からの移行者数 
人 １ １ 

自立訓練（生活訓練）はサ

ービスの利用実績が少な

く、計画期間をとおして、

累計１名の移行を目指しま

す。 

うち就労移行支援から

の移行者数 
人 ５ ５ ５ １５ 

令和３年度実績である年度

５人をベースとし、毎年度

５人ずつ移行し、令和８年

度末で累計１５名の移行を

目指します。 

うち就労継続支援Ａ型

からの移行者数 
人 １ １ 両事業は、一般企業等での

就労が困難な方を対象とし

た事業であるため、計画期

間をとおして、累計１名ず

つのの移行を目指します。 
うち就労継続支援Ｂ型

からの移行者数 
人 １ １ 

就労移行支援事業所利用

終了者に占める一般就労

へ移行した者の割合が５

割以上の事業所が全体の

５割以上 

割 － － － －

市内に就労移行支援事業所

が無く、割合を算出できな

いため、目標値を設定しま

せん。 
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②就労定着に係る支援 

  本項目での「就労定着率」とは、過去６年間において就労定着支援の利用を終了し

た者のうち、雇用された通常の事業所に４２か月以上７８か月未満の期間継続して就

労している者又は就労していた者の占める割合をいいます。 

【国の基本指針】 

就労定着支援事業の利用者数については、令和３年度実績の１．４１倍以上とするこ

とを基本とする。 

さらに、就労定着支援事業の就労定着率については、就労定着支援事業所のうち、就

労定着率が７割以上の事業所を全体の２割５分以上とすることを基本とする。 

【目標値の設定】 

(1) 就労定着支援の利用者数 

成果目標 単位 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 
考え方 

就労定着支援事業の利用

者数 
人 ４ ５ ６ 

令和３年度実績「４人」の１．４

１倍である「６人」を令和８年度

末までに目指します。 

※Ｐ７８「日中活動系サービス」

表にも掲載しています。 

就労定着率が７割以上の

事業所が全体の２割５分

以上 

割 － － － 
市内に就労定着支援事業所が無

く、割合を算出出来ないため、目

標値を設定しません。 

【国の基本指針】 

都道府県等が地域の就労支援ネットワークを強化し、雇用や福祉等の関係者が連携し

た支援体制の構築を推進するため、協議会（就労支援部会）等を設けて取組を進める

ことを基本する。 

(2) 雇用や福祉等の関係機関が連携した支援体制の構築 

成果目標 単位 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 
考え方 

雇用や福祉等の関係機関

が連携した支援体制の構

築 

有無 構築済 構築済 構築済 

宮城東部地域自立支援協議会内の

「就労支援ネットワーク」におい

て、就労移行支援・就労継続支援

Ａ型・Ｂ型事業所等が参集する情

報交換会を行っています。今後は

雇用関係との連携体制構築を進め

ていきます。 
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５ 障害児支援の提供体制の整備等 

本市では、平成２７年4月から児童発達支援センター「太陽の家」を設置し、地域の

療育支援の拠点として地域支援体制を整えています。 

 また、児童発達支援と保育所等訪問支援、障害児相談支援を複合的に実施し、障害や

発達に課題のある児童の地域社会への参加・包容（インクルージョン）の推進に努めて

います。 

今後は、療育体制の充実とあわせて、成長しライフステージが変わっても、適切な支

援が切れ目なく行われるように、母子保健事業や保育所・幼稚園、教育委員会を始めと

した市内小・中学校等の関係機関との連携を強化し、地域療育支援の拠点としての機能

強化に努めます。 

【国の基本指針】 

児童発達支援センターを中核とした重層的な地域支援体制の構築を目指すため、令和

８年度末までに、児童発達支援センターを各市町村に少なくとも１か所以上設置する

ことを基本とする。なお、市町村単独での設置が困難な場合には、圏域での設置であ

っても差し支えない。 

障害児の地域社会への参加・包容（インクルージョン）を推進するため、各市町村又

は各圏域に設置された児童発達支援センターや地域の障害児通所支援事業所等が保育

所等訪問支援等を活用しながら、令和８年度末までに、全ての市町村において、障害

児の地域社会への参加・包容（インクルージョン）を推進する体制を構築することを

基本とする。 

【目標値の設定】 

(1) 重層的な地域支援体制の構築を目指すための児童発達支援センターの設置

及び障害児の地域社会への参加・包容（インクルージョン）の推進

成果目標 単位 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 
考え方 

児童発達支援センターを

１箇所以上設置する
有無 設置済 設置済 設置済 

平成２７年４月に児童発達支援セ

ンター「太陽の家」を設置済で

す。 

障害児の地域社会への参

加・包容（インクルージ

ョン）の推進体制を構築

する 

有無 構築済 構築済 構築済 

令和６年４月から、児童発達支援

センター「太陽の家」を中核とし

た、インクルージョン推進体制を

スタートします。 
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(2) 主に重症心身障害児を支援する障害児通所支援事業所の確保 

医療的ニーズの高い重症心身障害児は、一般の障害児通所施設等で支援を受けること

が難しい状況にあります。より身近な地域で支援が受けられる環境の整備が必要です。 

主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所

は圏域に１か所設置されています。今後も利用者のニーズに応え、地域で必要な支援が

受けられるよう、関係機関との連携やサービス提供の充実に努めます。 

 充分な環境が整備されている状況とは言い難いため、宮城東部地域自立支援協議会に

おける地域課題の整理や、宮城県自立支援協議会等への参画をとおして、圏域において

主に重症心身障害児を支援する障害児通所支援事業所の充実が図られるよう、様々な取

り組みを行っていきます。 

【国の基本指針】 

令和８年度末までに、主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後

等デイサービス事業所を各市町村に少なくとも1か所以上確保することを基本とす

る。なお、市町村単独での確保が困難な場合には、圏域での確保であっても差し支え

ない。 

【目標値の設定】 

成果目標 単位 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 
考え方 

主に重症心身障害児を支

援する児童発達支援事業

所及び放課後等デイサー

ビス事業所を各市町村に

１箇所以上確保する 

（圏域での設置も可）

有無 確保済 確保済 確保済 

利府町に開所している児童発達支

援事業所及び放課後等デイサービ

ス事業所「つなぐ利府」を圏域で

確保しています。

医療的ケア児支援 

医療的ケア児について、身近な地域で心身の状況に応じた保健、医療、障害福祉、保

育、教育等の各関連分野の支援が受けられるよう保健所、病院・診療所、訪問看護ステ

ーション、障害児通所支援事業所、障害児入所施設、障害児相談支援事業所、保育所、

学校等の関係者が連携を図るための協議の場を設けること等により、各関連分野が共通

の理解に基づき協同する総合的な支援体制を構築することが重要です。 

本市では、児童発達支援センター「太陽の家」が中心となって、保健、福祉、教育等

の各分野と連携した支援体制を構築しています。 
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医療的ケア児に対する総合的な支援体制の構築に向けて、市町村においては関連分野

の支援を調整するコーディネーターとして養成された相談支援専門員等の配置を促進す

ることが求められており、本市では、令和３年度に児童発達支援センター「太陽の家」

に医療的ケア児コーディネーターを配置しています。 

【国の基本指針】 

令和８年度末までに、各市町村において、保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関

係機関等が連携を図るための協議の場を設けるとともに、医療的ケア児等に関するコ

ーディネーターの配置を基本とする。なお、市町村単独での設置が困難な場合には、

都道府県が関与した上での、圏域での設置でも差し支えない。 

【目標値の設定】 

(1) 関係機関等が連携する協議の場の設置及びコーディネーターの配置 

成果目標 単位 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 
考え方 

医療的ケア児支援のため

の関係機関の協議の場を

設置する 

有無 設置済 設置済 設置済 
「発達支援会議」を関係機関の協

議の場と位置付けています。 

医療的ケア児等に関する

コーディネーターを配置

する 

有無 設置済 配置済 配置済 
基幹相談支援センター（圏域設

置）及び児童発達支援センター

「太陽の家」に配置済みです。 

(2) 医療的ケア児等に関するコーディネーターの配置人数 

活動指標 単位 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 
考え方 

医療的ケア児に対する関

連分野の支援を調整する

コーディネーターの配置

人数の見込み 

人 ２ ２ ２ 

基幹相談支援センター（圏域設

置）及び児童発達支援センター

「太陽の家」にそれぞれ１名の計

２名を配置しています。 
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6 相談支援体制の充実・強化等 

相談支援体制の充実強化のため、各市町村において、総合的な相談支援、地域相談

支援体制の強化及び関係機関等の連携の緊密化を図ることが求められています。 

障害の重度化・障害者の高齢化及び医療的ケアが必要な方の地域生活支援に対応す

るサービス利用については、地域の限られた資源の中で障害福祉サービスを利用する

ためのコーディネート機能や、地域生活を支えていくために福祉分野以外の関係機関

とも連携をするようなネットワークの構築が求められています。 

本市では、宮城東部地域の2市3町で設置した地域拠点センター「ふきのとう」に

基幹相談支援センター機能を置いており、障害のある人が、地域において自立した社

会生活が送れるよう、地域の相談支援体制の強化に向けた取り組みを行っています。 

①基幹相談支援センターによる相談支援体制の強化 

【国の基本指針】 

令和８年度末までに、各市町村において、総合的な相談支援、地域の相談支援体制の

強化及び関係機関等の連携の緊密化を通じた地域づくりの役割を担う基幹相談支援セ

ンターを設置するとともに、基幹相談支援センターが地域の相談支援体制の強化を図

る体制を確保することを基本とする。なお、基幹相談支援センターを設置するまでの

間においても、各市町村において地域の相談支援体制の強化に努める。 

【目標値の設定】 

(1) 基幹相談支援センターによる相談支援体制の充実・強化 

成果目標 単位 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 
考え方 

各市町村は基幹相談支援

センターを設置し、各圏域

において相談支援体制の

充実・強化に向けた体制を

確保する 

有無 確保済 確保済 確保済 

平成２９年４月に基幹相談支援セ

ンターを設置し、センターを核と

した、相談支援体制の強化に取り

組んでいます。
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  (2) 基幹相談支援センターによる地域の相談支援体制の強化 

活動指標 単位 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 
考え方 

地域の相談支援事業者に

対する訪問等による専門

的な指導・助言件数の見

込み 

回 １２ １２ １２ 

基幹相談支援センターが月１回実

施する「相談支援部会」において、

個別事例検討をとおしての専門的

な指導・助言や支援内容の検証を

実施し、また相談機関の顔の見え

る関係の構築を推進することで連

携強化の取組としています。 

個別事例検討は相談支援事業者の

人材育成の支援となります。 

地域の相談支援事業者の

人材育成の支援件数の見

込み 

回 １２ １２ １２ 

地域の相談機関との連携

強化の取組の実施回数の

見込み 

回 １２ １２ １２ 

個別事例の支援内容の検

証の実施回数の見込み 
回 １２ １２ １２ 

基幹相談支援センターに

おける主任相談支援専門

員の配置数の見込み 

人 １ １ １ 
令和３年度時点で１名配置済みで

あり、今後も１名配置の体制を維

持します。 
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②協議会における地域サービスの基盤の開発・改善等 

【国の基本指針】 

令和８年度末までに、地域づくりに向けた協議会の機能をより実効性のあるものとす

るため、協議会において個別事例の検討を通じた地域サービス基盤の開発・改善等を

行う取組を行うとともに、これらの取組を行うために必要な協議会の体制を確保する

ことを基本とする。 

【目標値の設定】 

 (1) 協議会における個別事例の検討を通じた地域サービス基盤の開発・改善等 

成果目標 単位 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 
考え方 

協議会における個別事例

の検討を通じた地域サー

ビス基盤の開発・改善等の

取組を行う 

有無 確保済 確保済 確保済 

自立支援協議会の専門部会である

「相談支援部会」において、個別

事例の検討を行うことで、体制の

確保をしている。

(2) 協議会における専門部会等について 

活動指標 単位 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 
考え方 

協議会における相談支援

事業所の参画による事例

検討の実施回数の見込み 

回 １２ １２ １２ 

自立支援協議会の専門部会である

「相談支援部会」を月１回開催

し、圏域の相談支援事業所が参画

して事例検討を行っているため、

今後も年１２回を見込みます。

同事例検討への参加事業

者・機関数の見込み 
事業所 １３ １３ １３ 

地域拠点センターふきのとうを始

めとして、塩竈市３事業所、多賀

城市３事業所、松島町３事業所、

七ヶ浜町１事業所、利府町２事業

所の計１３の相談支援事業所の参

画を見込んでいます。 

専門部会の設置数の見込

み 
部会 １ １ １ 

今期も相談支援部会（１部会）の

設置を維持します。 

専門部会の開催回数の見

込 
回 １２ １２ １２ 

今期も年１２回（月１回）の定期

開催を見込んでいます。 
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７ 障害福祉サービスの質を向上させるための取組に係る体制構築

障害者総合支援法の具体的内容の理解を促進する観点から、都道府県が実施する研

修への積極的な参加を図っていきます。 

また、障害者自立支援審査支払等システムによる審査において、事業所の請求の過

誤を無くすことは市町村の事務負担軽減につながるため、障害者自立支援審査支払等

システムの審査結果について分析し、その結果を事業所等と共有します。 

【国の基本指針】 

市町村の職員は、障害者総合支援法の具体的内容を理解するための取組を行い、障害

福祉サービス等の利用状況を把握し、障害者等が真に必要とする障害福祉サービス等

が提供できているのか検証を行っていくことが望ましい。 

また、自立支援審査支払等システム等を活用し、請求の過誤をなくすための取組や適

正な運営を行っている事業所を確保することが必要となる。これらの取組を通じて、

利用者が真に必要とする障害福祉サービス等を提供していくため、令和８年度末まで

に、障害福祉サービスの質を向上させるための取組に関する事項を実施する体制を構

築する。 

【目標値の設定】 

 (1) 障害福祉サービスの質を向上させるための取組に係る体制の構築 

成果目標 単位 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 
考え方 

各市町村において、サービ

スの質の向上を図るため

の体制を構築する 

－ 構築済 構築済 構築済 

自立支援協議会において、「短期

入所ネットワーク」や「就労支援

ネットワーク」等サービス事業所

が参集する会議を開催し、情報の

共有や課題の整理等を行い、サー

ビス質の向上を図るための体制を

構築しています。 
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(2) 障害福祉サービス等に係る研修会への参加 

活動指標 単位 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 
考え方 

県が実施する障害福祉サ

ービス等に係る研修会等

への市町村職員の参加人

数の見込み 

人 ４ ４ ４ 

県が実施する研修会等へ担当者２

名体制で年２回の参加を見込んで

います。 

県が想定している研修は次のもの

があります。 

・障害支援区分認定調査員研修 

・相談支援従事者初任者研修 

・相談支援従事者現任研修 

・主任相談支援専門員養成研修 

・指定障害福祉サービス事業者等

集団指導 

・精神障害者相談支援研修会 等 

障害者自立支援審査支払

等システムによる審査結

果の共有回数の見込み 

回 １ １ １ 

障害者自立支援審査支払等システ

ムによる審査結果を分析し、結果

について相談支援事業所等と共有

する機会を設けています。 
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８ 発達障害者等に対する支援 

  発達障害者等の早期発見・早期支援には、発達障害者等及びその家族等への支援が

重要であることから、保護者等が子どもの発達障害の特性を理解し、必要な知識や方

法を身につけ、適切な対応ができるよう、ペアレントプログラムやペアレントトレー

ニングなど発達障害者等及びその家族に対する支援体制を確保することとしていま

す。 

【国の基本指針】 

各市町村において、保護者等が子どもの発達障害の特性を理解し、必要な知識や方法

を身につけ、適切な対応ができるよう、ペアレントプログラムやペアレントトレーニ

ング等の発達障害者等及びその家族等に対する支援体制を構築することが重要であ

る。そのためには、これらの支援プログラム等の実施者を計画的に要請することが重

要である。 

【目標値の設定】 

 本項目の「成果目標」は、国の基本指針にありません。 

(1) 発達障害者等及び家族等への支援体制の確保 

活動指標 単位 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 
考え方 

ペアレントトレーニングや

ペアレントプログラム等の

支援プログラム等の受講者

数の見込み

人 １０ １０ １０ 児童発達支援センター「太陽の

家」においてペアレントメンター

に係る啓発研修や勉強会を開催し

ています。ペアレントトレーニン

グ・プログラムの受講者数は、令

和４年度実績が１０人で、今後も

大きく拡大縮小する見込みはない

ため、今後も同数を見込みます。 

うち保護者数の見込み 人 ５ ５ ５ 

うち支援者数の見込み 人 ５ ５ ５ 

ペアレントメンターの人

数の見込み 
人 ０ ０ ０ 

市がペアレントメンターを養成

（育成）することは、計画しませ

ん。県の事業を活用しながら、体

制の確保に向けた検討をしていき

ます。 

ピアサポート活動への参

加人数 
人 ５ ５ ５ 

保護者サロンを開催し、ピアサポ

ート活動に参加して貰っていま

す。令和４年度実績「６人」と同

程度の参加者数を今後も見込みま

す。 
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計画の推進に向けて 
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1 計画の評価と進行管理 

障害（児）福祉計画の推進にあたっては、各事業の各年度における推進状況を把握

し、事業の評価や新たな課題への対応を図っていくことが重要です。 

毎年、計画の進捗状況についてＰＤＣＡサイクルのプロセスによる分析・評価を行

うことを基本にしつつ、必要に応じて柔軟に計画の見直しや事業の再検討を行いなが

ら、計画を推進します。 

また、障害福祉サービス等の実態や国・県の動向、近隣市町村の実施状況等も踏ま

えながら計画の評価と検証をしていきます。 

【PDCAサイクルとは】 

様々な分野・領域における品質改善や業務改善等に広く活用されているマネジメント手法で、

「計画（Plan）」「実行（Do）」「評価（Check）」「改善（Act）」のプロセスを順に実施して

いくものです。 
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2 計画の推進に向けた取り組み 

(1) 市民、事業者の協働 

本計画の施策を実施するためには、行政だけでなく、障害のある人とその家族、市

民、事業者、関係機関、企業など地域が連携を図りながら、協働による取り組みを推進

します。 

(2) 宮城東部地域自立支援協議会との連携 

関係機関の関係機関とネットワークを強化し、障害のある人の新たなニーズや生活を

支援する上での地域課題の把握に努めてまいります。 

障害のある人やその家族、事業所、支援者が抱える課題、個別の課題から抽出された

地域課題の共有のみならず、困難事例への対応の在り方に対する協議・調整、本計画の

数値目標の達成に向けて具体的な協議等を行う場として、宮城東部地域自立支援協議会

の活動とも連動していきます。 

(3) 国・県・近隣市町村との連携・協力

本計画の推進にあたっては、国の「障害者基本計画」や「みやぎ障害者プラン」など

国・県が示す上位計画との連携が欠かせません。 

また、障害福祉サービスの安定的な提供体制の構築には、市単独ではなく広域的に取

り組む必要があるため、近隣市町村との連携も図りながら、障害福祉サービスの提供体

制構築に努めます。 

(4) 計画の普及・啓発 

本計画の推進にあたっては、広く市民に対して本計画の理解と参加・協力を得ること

が必要です。そのため、計画の市民への周知を図り、地域における自主的な活動を促進

していきます。 
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資 料 編 
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資 料 

１ 計画策定の経過 

時 期 実 施 項 目 

R5.4 月 ・4/14 市民アンケート調査（１,０００部送付。回答期限：～5/12） 

5 月
・市民アンケート集計、分析（４８９部返信あり） 

・5/30 庁内事業進捗照会（回答期限：～6/7） 

６月

・6/9 策定委員会要綱制定（告示第65号） 

・委員就任依頼（学識経験者、福祉関係団体、市民代表） 

・家族会等へのアンケート及びヒアリング調査 

（7/6 多賀城市身体障害者福祉協会、7/11 多賀城市手をつなぐ育成会、 

7/5 多賀城市精神障害者家族会「さざんか会」） 

７月
・7/26第１回策定委員会 

（現計画の評価、策定の方向性、計画スケジュールの提示）

８月

・障害者福祉計画素案作成 

９月

10 月
・10/24 第２回策定委員会（計画素案提示、全体の構成と見込み量の確認） 

・委員意見を素案へ反映、関係各課との調整 

11 月

・11/13 行政経営会議付議（素案を中間報告） 

・11/17 パブリックコメントの実施（回答期限：～12/11。結果：意見0件） 

・11/17 庁内各課へ素案に係る意見照会（回答期限：～12/4） 

12 月

・家族会等への意見聴取 

（12/21 多賀城市身体障害者福祉協会、12/19 多賀城市手をつなぐ育成会、 

12/18 多賀城市精神障害者家族会「さざんか会」） 

R6.1 月

・1/16第３回策定委員会（計画案の提示） 

・委員会での意見を計画案へ反映 

・1/30 宮城県保健福祉部障害福祉課へ意見聴取（回答期限：～2/15） 

・1/30 宮城東部地域自立支援協議会へ意見聴取（回答期限：～2/15） 

2 月 ・2/21 策定委員会委員長へ最終案の確認（回答期限：～2/29） 

３月
・3/7 行政経営会議付議（決定） 

・3/15 庁内及び関係機関、策定委員へ送付 
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２ 多賀城市障害者福祉計画策定委員会設置要綱 

（令和５年６月９日告示第６５号） 

（設置） 

第１条 障害者基本法（昭和４５年法律第８４号）第１１条第３項の規定に基づく

多賀城市障害者計画、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律（平成１７年法律第１２３号）第８８条の規定に基づく多賀城市障害福祉計

画及び児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３３条の２０の規定による多

賀城市障害児福祉計画並びにこれらを総称する多賀城市障害者福祉計画（以下

「計画」という。）に関する事項について調査検討するため、多賀城市障害者福

祉計画策定委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項についての調査及び検討をし、その結果に関し

意見等を述べる。 

(1) 計画の策定手順に関する事項 

(2) 計画の内容に関する事項 

(3) その他の計画策定のために必要な事項 

（組織） 

第３条 委員会は、委員１１人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者をもって充てる。 

(1) 学識経験者 

(2) 保健、福祉又は教育に従事する者 

(3) 市民 

 （委員長及び副委員長） 

第４条 委員会に、委員長及び副委員長を置き、委員長は委員の互選により、副委

員長は委員長の指名によりそれぞれ定める。 

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けた

ときは、その職務を代理する。 
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（会議） 

第５条 委員会の会議は、委員長が招集し、その議長となる。 

２ 委員会の会議は、委員の過半数の出席により成立するものとする。 

３ 委員長は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、意

見を聴き、又は説明を求めることができる。 

（庶務） 

第６条 委員会の庶務は、保健福祉部介護・障害福祉課において処理する。 

（報償金の支払） 

第７条 参加者に対し、会議１回当たり金７，８００円を支払うものとする。ただ

し、参加者から辞退の申し出があった場合は、この限りでない。 

（その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長

が委員会に諮って定める。 

 附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、令和５年６月１０日から施行する。 

（この告示の失効） 

２ この告示は、計画の策定をもってその効力を失う。 
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３ 障害者福祉計画策定委員会委員名簿 
（敬称略） 

区    分 No 氏    名 所属機関・団体・役職等 備    考 

学識経験者 1 増子
ますこ

 正
ただし 東北学院大学 地域総合学部 

地域コミュニティ学科 教授 

保健、福祉

若しくは教

育に関する

事業に従事

する者 

2 片平
かたひら

 美絵
みえ 仙台保健福祉事務所（塩釜保健所） 

母子・障害第二班 主幹兼班長 
福祉全般 

3 

千葉
ちば

 怜子
りょうこ 医療法人菅野愛生会 緑ヶ丘病院 

医療支援部 副主任 

精神医療全般 

江頭
えがしら

 美奈
み な 医療法人菅野愛生会 緑ヶ丘病院 

医療支援部 副部長 

4 佐野
さの

 篤
あつし 認定 NPO 法人さわおとの森 

地域拠点センターふきのとう センター長 
基幹相談支援センター

5 釣
つり

舟
ふね

 晴一
せいいち

社会福祉法人ゆうゆう舎 理事長 
委託相談支援事業所 

地域活動支援センター 

6 天坂
てんさか

 英樹
ひでき 多賀城市福祉工房のぞみ園 園長兼 

サービス管理責任者 
就労Ｂ型事業所 

7 佐藤
さとう

 正
ただし

地域支援センター ぱれっと 

障害者就業・生活支援センターわ～く 

主任就業支援担当 

障害者雇用全般 

8 千葉
ちば

 令子
れいこ

一般社団法人宮城県手をつなぐ育成会 

業務執行理事 

（多賀城市児童発達支援センター太陽の家）

障害児支援 

9 中鉢
ちゅうばち

 義徳
よしのり 一般社団法人宮城県保育協議会 会長 

（あかね保育所 所長） 

子ども・子育て

全般 

10 佐藤
さとう

 かおる 
宮城県立利府支援学校 地域支援部長 

特別支援教育コーディネーター 
教育関係 

市民 11 森本 照雄
もりもと  てるお 多賀城市民生委員児童委員協議会 

会長 

委員長 副委員長 
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４ 多賀城市障害者計画（第４期）の取組状況 

基本
目標

目標施策 主な取り組み 取組の内容
実施
状況

１　 地域で生活するためのまちづくり

01　相談窓口の充実
・介護・障害福祉課が中心となり、相談窓口で寄せられる個々の
ニーズに対応するため、相談支援事業所と連携しながら必要な情報
提供を行います。

〇

02　個別支援の充実
・障害のある人や、その家族の持つ課題の内容と支援の方法を明確
にしたプランを作成し、個々のニーズに合った支援を強化していき
ます。

〇

03　関係機関との連携強化

・地域の課題を地域で解決できるよう、地域の専門機関やサービス
提供者などと連携を図りながら、相談機能や情報提供の充実を図り
ます。
・基幹相談支援センターにおいては、地域における相談支援の中核
として、相談支援事業者への助言・指導を行うとともに、困難な
ケースの対応など、より専門的な相談支援を実施します。
・宮城東部地域自立支援協議会において、地域課題の抽出や課題解
決に向けた取り組みを継続していきます。

〇

01　緊急時対応の充実

・緊急時の相談、駆け付け、受入支援を行います。
・短期入所用の居室を確保し、緊急時にも安心して支援を受けられ
る体制の整備を図ります。
・地域生活を支援する「地域生活支援拠点」として求められる機能
について、既存のサービス事業所等をつなぐ面的な整備について検
討していきます。

〇

02　地域における相談支援
の充実

・基幹相談支援センターにおいては、地域における相談支援の中核
として、相談支援事業者への助言・指導を行うとともに、困難な
ケースの対応など、より専門的な相談支援を実施します。

〇

03　自立に向けた支援の充
実

・宮城東部地域自立支援協議会において、関係機関と連携を図り、
地域課題の情報共有及び課題解決に向けた協議・検討を行い、地域
関係機関とのネットワーク形成に努めます。

〇

01　各種制度の利用促進
・各種年金や手当の支給、医療費助成、公共交通機関の割引制度等
の利用促進を図るため、広報誌やホームページでの周知や、窓口等
での個別対応の向上に努めます。

〇

02　福祉サービスの充実
・個々のニーズを把握し、生活を支えるための福祉サービスの充実
を図るとともに、適切なサービス利用の状況を確認していきます。 〇

03　雇用・就労の支援
・障害の状況や意欲・能力に応じた多様な就労機会の確保を図りま
す。 〇

04　地域移行のための支援
・施設等で暮らす方が、地域での暮らしを望むときに、円滑な地域
生活移行ができるよう、地域生活移行への意向や状態に配慮した地
域移行を推進します。

〇

05　地域定着の推進
・安定した地域生活を継続するため、常時の連絡体制を確保し、緊
急時の相談に応じるなどの地域定着を推進します。 〇

1-1相談体制の充実

1-2地域生活支援の
充実

1-3生活安定施策の
推進
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第４期（令和３～５年度)の具体的な実施内容
今後の
方向性

令和６年度以降の取り組み予定 担当課

・部署内に相談支援の担当職員を配置し、また、社会福祉法人に障害者相談支
援事業を委託し、随時情報共有を行いケースワークの強化を図っています。
・相談支援の質の向上のため、平成２９年度から本市及び1市3町（塩竈市、松
島町、七ヶ浜町、利府町）が共同で基幹相談支援センターを設置しています。
・障害児関連の相談にあたっては、多賀城市児童発達支援センター太陽の家の
相談員とも連携を密にし、相談支援にあたりました。

維持

・第４期と同様
・相談内容が多岐にわたるため、関係機
関や既存の地域資源との連携により、課
題解決に向けて手段の検討を進めます。

介護・障害
福祉課

・障害福祉サービスを利用する全ての方に、計画相談を実施し、個々のニーズ
に合った支援を行っています。
・相談件数が増加傾向にあり、個々のニーズも多岐にわたっています。利用者
の状況に合わせて支援計画を作成しています。

維持 ・第４期と同様
介護・障害
福祉課

・宮城東部地域自立支援協議会の取組みにおいて、圏域内の相談支援事業所や
サービス事業所等との連携体制を構築しています。
・基幹相談支援センターを中核として相談支援事業者同士の連携を図り、困難
ケースへの対応を行っています。

維持 ・第４期と同様
介護・障害
福祉課

・緊急時の相談、駆け付け、受入れ支援（短期入所用の居室確保）の体制を整
えています。 拡大

・第４期と同様
・緊急時の相談、駆け付け、受入れ支援
がスムーズにできるよう、緊急ショート
ステイの登録を推進します。
・緊急時の駆け付け、受入れ支援につい
て、地域拠点センターふきのとう以外の
受け入れ先を増やしていくため、面的整
備の取り組みを進めていきます。

介護・障害
福祉課

・地域拠点センターが基幹相談支援センターとしても役割を担い、圏域内の相
談支援事業所が参集する「相談支援部会」を開催し、相談支援専門員のスキル
アップのため事例検討や情報共有等を行っています。
・緊急時の駆け付けや受け入れを登録制とし、登録事前会議をとおして相談支
援事業所と情報共有を図っています。

維持 ・第４期と同様
介護・障害
福祉課

・宮城東部地域自立支援協議会において、地域課題の協議と検討の場としての
「地域づくり運営会議」や地域の関係機関との顔の見える関係構築を目指した
「家族等支援ネットワーク」を設置し、毎年定例で会議を実施しています。

維持 ・第４期と同様
介護・障害
福祉課

・各種手帳交付時、窓口相談時にチラシを活用しながら、各種制度の説明を
行っています。手帳交付通知と併せて該当する制度のチラシを個別に封入して
います。
・広報及びホームページに各種制度内容を掲載しています。

維持

・第４期と同様
・手帳交付通知と併せて該当する制度の
チラシを個別に封入していきます。
・最新の情報が提供できるよう、ガイド
ブック、ホームページの更新を随時行っ
ていきます。

介護・障害
福祉課

・宮城東部地域自立支援協議会において、行政やサービス事業所並びに当事者
家族と連携を図り、地域のニーズ把握や制度の周知に努めてきました。
・障害福祉サービスを利用する全ての方に、計画相談を実施し、個々のニーズ
に合った支援を行いました。
・相談支援により、提供された福祉サービスがサービス等利用計画に基づき適
切に行われているか、相談支援事業所と連携し、定期的に確認し、必要時に
サービス量の見直しを行いました。

維持 ・第４期と同様
介護・障害
福祉課

・障害者就業・生活支援センターわーくと連携し、障害者雇用により就労する
方の職場定着等を支援してきました。 維持

・第４期と同様
・障害者就業・生活支援センターわーく
と連携し、障害者雇用により就労する方
の職場定着等を支援します。
・令和５年１月に独立行政法人高齢・障
害・求職者雇用支援機構宮城支部及び厚
生労働省宮城労働局と協定を締結しまし
た。今後は、障害者の雇用促進のため塩
竈公共職業安定所と障害のある方の就労
環境の改善や就労機会の増加に向けて協
議していきます。

介護・障害
福祉課

・宮城東部地域自立支援協議会に「精神包括ケア検討会」を設置し、施設で暮
らす方や長期入院する患者が地域生活に移行できるよう、様々な協議を行って
きました。
・各相談支援事業所と連携を図り、個々のサービス等利用計画を確認するなか
で、施設で暮らす方々のニーズを確認してきました。

維持 ・第４期と同様
介護・障害
福祉課

・宮城東部地域自立支援協議会の取組みにおいて基幹相談支援センターと連携
を図り、必要な方々に対し、地域拠点センターの緊急受入れのための登録を促
してきました。

維持 ・第４期と同様
介護・障害
福祉課
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基本
目標

目標施策 主な取り組み 取組の内容
実施
状況

〇

〇

02　予防的支援の推進
・育児環境からくる発達の遅れ等の減少を図るため、保護者への支
援を実施すると共に、児の発達にあわせて必要なかかわりを知り実
践できるよう支援します。

〇

03　各種健（検）診の推進
・特定健康診査や各種がん検診など定期的な健康診査を実施し、障
害と関わりの深い様々な病気の予防、発見、早期治療に結びつけま
す。

〇

04　個別健康相談の実施
・第２期データヘルス計画（平成30年度～令和5年度）に基づ
き、抽出された健康課題の解決に向けて、効率的かつ効果的な保健
事業を実施します。

〇

01　個々に応じたサ－ビス
の提供

・相談支援事業を活用し、障害のある人の生活課題やニーズを把握
し、個々の状況に応じた適切なサービスの提供を目指します。
・個々の状況にあった福祉サービスを提供するため、「サービス等
利用計画」を作成します。
・相談支援により、提供された福祉サービスがサービス等利用計画
に基づき適切に行われているか、相談支援事業所と介護・障害福祉
課が協力し、定期的に確認を行い、必要時サービス量の見直しを行
います。

〇

02　地域の実情に応じたサ
－ビスの充実

・障害のある人が、地域での自立した生活を実現できるよう、在
宅・施設での様々なサービスの質的・量的な充実を図り、生活に即
した福祉サービスを提供します。
・宮城東部地域自立支援協議会において、医療ケアを必要とする方
の状況把握や、既存の社会資源について情報収集を行い、支援体制
について検討していきます。

〇

1-4保健・医療の充
実

01　安心した子育て環境の
推進

・発達の遅れがみられる乳幼児の保護者の不安軽減を図るため、関
係機関と連携し、保護者の不安や悩みの相談、育児支援を行いま
す。
・関係機関と連携し、発達に課題のある児童が早期療育につながる
ように支援します。

1-5福祉サービスの
充実
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第４期（令和３～５年度)の具体的な実施内容
今後の
方向性

令和６年度以降の取り組み予定 担当課

・子育て世代包括支援センターを中心として、妊娠期から子育て期にわたり、
切れ目の無い伴走型の相談支援事業を実施しています。
・令和５年度より各子育て支援機関と相談内容や要支援児童の支援状況の共有
の場として「子育て支援機関包括会議」を設置し、連携強化を図っています。

拡大

・第４期と同様
・妊娠期から子育て、子どもに関する相
談と支援を切れ目なく行う児童福祉と母
子保健の一体的相談支援機関である子ど
も家庭センターの設置に向け、体制整備
やニーズに応じた支援方法等について取
り組む予定です。

子ども家庭
課

・窓口や電話等での保護者からの相談に対応し、個々の状況に合わせて適切な
支援機関と連携を図っています。
・発達支援会議等を通じて、発達に課題のある児童が早期療育につながるよう
な支援体制の構築を図っています。

維持 ・第４期と同様
介護・障害
福祉課

・妊娠届出時及び出生後に、子育て親育ちサポートブックである「はぐはぐ」
「すくすく」を配布し、母子保健事業等で活用を促しています。また、出産前
後の体験型の事業として「パパ・ママ学級」や、乳児期から幼児期への移行期
の育児を体験型で学ぶ事業としての「１歳児育児体験事業（１歳児come☆かむ
広場）」を実施し、保護者が児の発達に合わせて必要な関わりを実践できるよ
う取り組んでいます。
・令和５年度には、子育て支援アプリによるICTを活用した新たな子育て支援策
も進めています。

拡大

・第４期と同様
・子育て支援アプリを活用することで、
必要な情報を各子育て世帯に速やかに発
信し、現在使用している子育て親育ちサ
ポートブックの電子書籍化や、各種事業
への申し込みの電子化等を推進し、保護
者の育児負担の軽減を図っていきます。

子ども家庭
課

【特定健康診査】
<集団健診>
５月に対象者に受診票を郵送し、6月上旬から6月下旬までの期間(18日間)市内
各地(ＳＴＥＰ、小学校等)で実施した。
<個別健診(集団健診未受診者対象)>
９月に対象者に受診票を郵送し、9月から11月まで2市3町指定医療機関で実
施。
※R3はコロナウイルスの影響で3か月遅れて実施した。
【各種がん検診】
<集団検診>
大腸がん検診、結核・肺がん検診、前立腺がん検診、肝炎ウイルス検診は18日
間、胃がん検診は21日間実施した。
骨粗鬆症検診は3日間に市役所等で実施した。
<個別検診>
子宮頸がん検診（6月～8月）、乳がん検診、歯周病検診（6月～9月）を指定
医療機関で実施した。

維持 ・第４期と同様 健康長寿課

・特定保健指導事業：特定健康診査結果から、積極的支援、動機付け支援の対
象者かつ、参加希望者に実施しました。
・糖尿病性腎症重症化予防事業：特定健康診査結果から、糖尿病のリスクが高
い医療機関未受診者及び治療中断者、糖尿病性腎症で受診中の者に対し、主治
医と連携し保健指導を実施しました。
・要医療高値受診勧奨事業：健診結果が「要医療」区分の方に対し、訪問や電
話で医療機関への受診勧奨や保健指導を実施しました。
成人健康相談事業：健診結果をもとに食事や運動等の生活習慣に関して具体的
に提示しながら指導を実施しました。
・健診結果セミナー：健診結果と生活習慣の関連を集団指導と、各種測定を実
施しました。
・健康教育事業：保健師、栄養士、歯科衛生士を講師として、生活習慣病に関
する内容の健康講話を実施しました。
・重複・頻回受診対策事業：国民健康保険被保険者の重複・頻回受診者に対
し、電話または家庭訪問による保健指導を実施しました。
・脳検診助成事業：対象者に受診券を送付し、未受診者に対して受診勧奨や、
保健指導を実施しました。
・ジェネリック医薬品普及事業：ジェネリック医薬品差額の通知送付や、啓発
パンフレット等の配布によりジェネリック医薬品の使用を推奨しました。（国
保年金課）

維持

・第４期と同様
・令和6年度から第3期となるデータヘ
ルス計画策定に伴い、健康課題の解決の
ための分析、評価、見直しを図りなが
ら、各保健事業を実施していきます。

健康長寿課

・相談支援事業所と常に情報共有を密にしながら、適切なサービス提供に努め
てきました。
・サービス等利用計画が本人の状態像やニーズに基づいて適切に作成されてい
るか点検し、必要時サービス量の見直しなどを行ってきました。

維持

・相談支援事業所と常に情報共有を密に
しながら、適切なサービス提供に努めま
す。
・サービス等利用計画が本人の状態像や
ニーズに基づいて適切に作成されている
か点検し、必要時サービス量の見直しな
どを行います。

介護・障害
福祉課

・宮城東部地域自立支援協議会において、行政やサービス事業所並びに当事者
家族と連携を図り、当事者及びその家族の声を聞きながら地域のニーズ把握に
努め、地域の実情に応じたサービスの在り方を検討してきました。
・医療ケアを必要とする方の状況把握を行い、地域の実情に応じた必要なサー
ビス等について検討をすすめます。

維持 ・第４期と同様
介護・障害
福祉課
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基本
目標

目標施策 主な取り組み 取組の内容
実施
状況

２　社会的自立と社会参加を推進するまちづくり

01　相談体制の充実

・福祉的就労から一般企業への就職に向け、障害特性に応じた就労
先につながるよう、相談支援事業所と連携し、相談体制の充実を図
ります。
・ハローワークと連携し、一般企業の動向を把握し、就労先の確保
を進めます。

〇

02　情報提供及び啓発
・ハローワークと連携した情報提供や、関係機関と連携して啓発活
動を行っていきます。

〇

01　福祉的就労の利用促進

・障害の状況や意欲・能力に応じた多様な就労の場を提供するた
め、相談支援事業所を中心に関係機関等と連携しながら就労継続支
援や就労定着支援等のサービス利用に関する、就労相談に取り組み
ます。
・就労している障害者及び雇用者に対する情報提供の充実、働きや
すい環境づくり、フォローアップ等の体制の仕組みづくりについて
検討します。

〇

02　製品の販路拡大や購入
等の支援

・市が行う物品購入や委託役務も発注において、障害者就労施設か
らの供給に対する需要の増進を図り、調達促進支援の拡大に努めま
す。
・イベントへの案内や周知を行うことで、就労支援施設が提供する
物品等の販路の拡大を図ります。

〇

2-3障害福祉団体の
自立した活動の支援

01　障害福祉団体の自立し
た活動への協力

・各種団体が抱えている課題、行政に求める取組み等を把握し、各
団体と連携し、各団体が自主的に自立した活動ができるよう協力体
制の整備に努めます。

〇

01　ボランティアや地域活
動へ参加しやすい環境づくり

・ボランティア団体の活動やボランティア育成についての情報提供
等により、障害者施設や地域におけるボランティア活動の機会の拡
充を図ります。

〇

02　各団体のスポーツ事業
や地域行事への参加促進

・障害福祉団体や事業者等が主体的に行う交流活動についての情報
提供を行うことにより、障害の有無にかかわらず市民が交流できる
機会の拡大を図ります。

〇

３　認め合い、支えあうまちづくり

01　障害を理由とする差別
の禁止

・障害者差別解消法の周知により、差別行為の認識をはじめ、障害
への理解を深め、差別の解消を図ります。 〇

02　社会的障壁除去のため
合理的配慮の推進

・市職員対応要領に基づき市の事務・事業にあたって、不当な差別
的取扱いを禁止し、障害のある人への社会的障壁を除去するため、
必要かつ合理的な配慮を行います。

〇

01　虐待防止の推進

・家族等の心身の負担軽減等により、虐待の防止に努めるととも
に、関係機関との連携や地域への理解促進を図りながら、早期発見
と適切な対応がとれる支援体制の充実を図ります。
・権利擁護、虐待の早期発見につながるよう、障害者虐待防止マ
ニュアルの普及に努めます。

〇

02　相談窓口の利用促進

・障害のある人や家族及び支援者等からの虐待に関する相談に対応
するとともに、通報者の不利益にならないよう配慮します。
・本市市民相談室や法テラス等の専門機関と協力体制を構築してい
きます。

〇

03　成年後見制度の普及

・成年後見制度の利用が必要と認められる場合には、成年後見ネッ
トワーク等の支援団体、社会福祉士会や司法書士会等の専門機関と
連携して、必要な支援を行います。
・成年後見制度利用促進計画（多賀城市地域福祉計画）に基づき、
地域課題に合わせた地域連携ネットワークの体制整備を推進してい
きます。

〇

04　財産管理事業の活用促
進

・宮城県社会福祉協議会及び多賀城市社会福祉協議会とも連携し、
日常生活自立支援事業（まもりーぶ）の利用など必要な支援を行い
ます。

〇

3-2権利擁護の推進

2-1雇用の促進

2-2福祉的就労の場
の確保

3-1障害を理由とす
る差別の解消の推進

2-4ボランティアや
市民活動の推進
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第４期（令和３～５年度)の具体的な実施内容
今後の
方向性

令和６年度以降の取り組み予定 担当課

・就労支援事業所や相談支援事業所、ハローワーク等と連携し、一般就労へ向
けた相談支援や就職後の職場定着に利用に向けた支援を行っています。
・障害者就業・生活支援センターわーく等と連携し、障害のある方の一般企業
への定着支援を進めてきました。

維持 ・第４期と同様
介護・障害
福祉課

・ハローワークや就労支援事業所及び相談支援事業所と連携を図り、必要時
ニーズに合った就職を目指せるよう、啓発活動を行いました。

維持 ・第４期と同様
介護・障害
福祉課

・個々のニーズに応じた福祉的就労制度の説明並びに利用に向けた支援を行っ
ています。
・福祉的就労の利用状況について、相談支援事業所による状況確認を行い、継
続した利用に向けた支援を行っています。

維持 ・第４期と同様
介護・障害
福祉課

・市民活動サポートセンターの清掃業務、庁舎花壇の整備業務を委託してきま
した。
・販売活動の拡大を目的に、市役所一階ロビーにおいて、販売活動の場を提供
してきました。
・市内で行われるイベント等への案内や周知を行い、就労支援施設が販売活動
を行う機会を創出しました。

維持 ・第４期と同様
介護・障害
福祉課

・宮城東部地域自立支援協議会の「地域生活支援拠点等運営プロジェクト」や
「家族等支援ネットワーク」をとおして、各団体の取り組みや運営に係る課題
などの理解に努め、自主的な活動ができるよう後方支援に努めてきました。

維持 ・第４期と同様
介護・障害
福祉課

・障害者施設や地域におけるボランティア活動に関する情報提供を行ってきま
した。
・市民活動サポートセンターで市民活動団体やボランティアの紹介を行ってい
ます。
・地域活動支援センター「コスモスホール」において、家族会からのボラン
ティアの受け入れ、運営の補助を行って貰いました。

維持 ・第４期と同様
介護・障害
福祉課

・障害福祉団体が主体的に行う交流活動について、情報提供を行い、幅広い対
象が交流できる機会の創出を目指します。
・障害の有無にかかわらず市民が交流できるイベントを関係機関と共催してき
ました。

維持 ・第４期と同様
介護・障害
福祉課

介護・障害
福祉課

介護・障害
福祉課

・虐待へのケース対応として専門機関である「仙台弁護士会・社会福祉士会高
齢者虐待対応協議会」と協力体制を組むことで、難解な案件にも対応すること
ができています。
・平成２９年度に障害者虐待対応マニュアルを作成し、虐待に対する早期発
見、適切な対応に努めてきました。
・虐待が疑われるケースについては、基幹相談支援センターをはじめとした相
談支援事業所と連携を密にし、障害者の権利擁護のため、速やかかつ適切な対
応に努めました。

維持 ・第４期と同様
介護・障害
福祉課

・市民相談室や法テラス等の関係機関に相談をつないできました。市民相談室
からのつなぎも増えてきており、タイムリーな相談対応につながっています。 維持 ・第４期と同様

介護・障害
福祉課

・多賀城市地域福祉計画に基づき、令和４年４月に直営の中核機関を介護・障
害福祉課内に設置しました。
・令和４年１０月から社会福祉士会や司法書士会等の地域の支援機関が参画す
る「成年後見ネットワーク会議」を開催し、支援体制の整備に向けた協議を進
めてきました。
・成年後見制度が必要な方々がスムーズに利用にできるように、関係機関と協
力し、申立てに係る支援の必要な方には、市長による申立てを行いました。

維持

・第４期と同様
・成年後見制度利用促進計画の次期計画
策定に向けて、「成年後見ネットワーク
会議」を活用しながら、利用の促進のた
めのネットワークづくりや中核機関の機
能の計画的な整備に取り組みます。

介護・障害
福祉課

・金銭管理が困難な障害者の方々が、必要時財産管理のサービスが受けられる
ように、相談支援事業所とも連携を図り、「まもり～ぶ」や「財産管理サポー
トセンター」等の活用を進めてきました。

維持 ・第４期と同様
介護・障害
福祉課

維持

・宮城東部地域自立支援協議会に障害者差別解消部会を設置し、差別行為の認
識、障害への理解を深め、差別の解消を図る取組を行ってきました。
・多賀城市職員対応要領に基づき、市の事務・事業にあたって不当な差別的取
り扱いを禁止し、必要かつ合理的な配慮を行っています。
・出前講座で市民向けに差別の解消や合理的配慮に関する講話を行ってきまし
た。

・第４期と同様
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基本
目標

目標施策 主な取り組み 取組の内容
実施
状況

４　みんなが笑顔で育つまちづくり

〇

〇

〇

〇

02　相談支援の充実

・発達にフォローが必要な児童について、タイムリーにあそびの教
室や発達相談等につなげ、保護者が児童の発達の状況を理解し、適
切な対応ができるよう支援します。
・関係機関と連携し、発達に課題のある児童が早期療育につながる
ように支援します。

〇

03　地域の関係機関との連
携強化

・乳幼児期から学校卒業後まで、保健・医療・福祉・教育・雇用等
の関係機関が連携して支援するための体制整備として、宮城東部地
域自立支援協議会の活動内容とも連動し支援体制の整備を図りま
す。

〇

04　障害のある子どもの受
入の推進

・幼稚園・保育所等における障害のある児童の受入体制を充実しま
す。 〇

〇

〇

〇

06　学童児の支援の充実

・放課後や夏休み等の長期休暇中の障害福祉サービスである「放課
後等デイサービス」利用について、生活能力向上や余暇の充実な
ど、個々のニーズに合わせた利用になるよう、相談支援事業所と連
携を図ります。
・「放課後等デイサービス」について適切な事業運営が行われるよ
う、制度についての普及啓発や事業所との連携強化に努めます。

〇

・発達支援会議を活用し、児童がそれぞれのライフステージで、発
達段階に応じ所属する集団が変わっても、支援を切れ目なく受けら
れるように、体制を構築します。
・児童の発達課題や生活状況に合わせ、多様なニーズに対応した支
援が継続できるよう、障害福祉分野に限らず、教育や保育及び母子
保健等を含めた関係機関とも連携を強化します。
・「すこやかファイル」の周知と利用促進を図るとともに、利便性
向上に向けた活用方法を検討し、普及と有効活用について推進しま
す。

01　療育システムの構築

4-1療育体制の充実

05　保育所等・幼稚園・小
学校等関係機関の連携

・集団生活や就学がスムーズに行えるよう、幼稚園・保育所等と小
学校との連携を図りながら、幼稚園・保育所等から小学校へと、切
れ目のない支援体制の整備に努めます。
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第４期（令和３～５年度)の具体的な実施内容
今後の
方向性

令和６年度以降の取り組み予定 担当課

・発達支援会議を活用し、小中学校に入学（予定）の児童生徒の情報共有、連
携を行っています。 維持 ・第４期と同様 教育総務課

・発達支援会議を活用し、保育所等に入所（予定）の児童の情報共有など、入
所する前から就学するまで関係機関との連携を行っています。
・基幹保育所担当者が発達支援会議に参加し、教育・保育施設等と関係機関と
の連携を行っています。
・すこやかファイルについては、保育所入所の際の面接や個別支援計画の一つ
として活用し、周知と利用促進を図っています。

維持 ・第４期と同様 子ども政策課

・発達支援会議を活用し、発達段階に応じ所属が変わっても切れ目なく支援を
受けられるよう、タイムリーな支援情報の共有に努めています。特に教育・保
育機関とは「保育所等連絡ケース票」を活用し、情報共有を図るほか、支援関
係機関へ、保護者がもつ「すこやかファイル」の周知と利用促進を図ること
で、児童の成長に伴う支援機関の変更時にも、支援情報が共有できる体制を構
築しています。

維持 ・第４期と同様 子ども家庭課

・平成２７年度に児童発達支援センター「太陽の家」開設と同時期に、「発達
支援会議」を立ち上げ、関係機関との連携強化に努めてきました。 維持 ・第４期と同様

介護・障害
福祉課

・乳幼児健診の事後指導として、あそびの教室事業や心理士や言語聴覚士の専
門相談等の母子保健事業を実施し、問題や課題の把握に努め　地区担当保健師
を中心とした家庭訪問などにより、必要なフォローと早期療育に向けた支援を
行っています。

維持 ・第４期と同様
子ども家庭
課

・保健・福祉・教育が連携して療育支援や家庭支援ができるよう、関係機関が
定期的に集まり、情報共有や支援方針・役割分担等を確認するための療育担当
者会議や個別支援会議を実施しています。
・支援学校卒業後に円滑に福祉サービスに利用につながるよう、宮城東部地域
自立支援協議会を通じて支援学校との連携していく仕組みを構築してきまし
た。

維持 ・第４期と同様
介護・障害
福祉課

・市内すべての認可保育所、認定こども園、小規模保育事業所、事業所内保育
事業所が障害のある児童の受入れを表明しています。
・障害児保育事業補助金として、認可保育所、認定こども園に対し、障害児1人
あたり月額97,000円を交付しています。

維持 ・第４期と同様
子ども政策
課

・保幼少連携事業として、情報交換、小学校訪問などを年４回行っています。 維持 ・第４期と同様 子ども政策課

・保幼少連携事業として、情報交換、合同研修の実施、保育所等訪問、学校見
学の受け入れ等を行います。

維持 ・第４期と同様 教育総務課

・地域での集団生活や就学への移行がスムーズに行えるよう、サービス担当者
会議や個別支援会議を行い、関係機関同士で発達や家庭の状況・支援内容等の
情報共有を行い、切れ目のない支援を行っています。

維持 ・第４期と同様
介護・障害
福祉課

・相談支援事業所と連携し、生活能力向上のための訓練等を継続的に実施する
放課後等デイサービスの利用支援を行っています。

維持 ・第４期と同様
介護・障害
福祉課
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基本
目標

目標施策 主な取り組み 取組の内容
実施
状況

01　相談支援の充実

・児童の育ちに不安をもつ保護者と向き合い、不安や課題を整理
し、児童の特徴に合わせて支援の方向性を検討していきます。
・課題の解決に向けて、児童の心身の状況、置かれている環境、
サービスの利用に関する意向を勘案し、関係機関と連携して支援し
ます。

〇

02　親子療育の充実

・親子での遊びや集団での経験をとおしての早期療育支援を行いま
す。
・保護者が児童の成長課題を理解し、適切な関わりができるよう援
助を行います。

〇

03　児童発達支援の充実
・児童の特徴に合わせて、具体的な目標を定め、児童の育ちのため
に適切な療育支援を行います 〇

〇

〇

05　啓発・研修

・児童に関わる保護者や支援者が、発達に課題のある児童の特徴や
関わり方の理解促進のため、啓発・研修を計画的に実施します。
・保護者や幼稚園・保育所等の先生方、身近な支援者に対して、療
育や支援連携に関する研修を行うことで、地域療育体制の充実を
図っていきます。

〇

〇

〇

〇

02　特別支援教育の充実
・特別な支援を必要とする児童生徒に対し、円滑に授業を受けられ
るよう、発達課題に応じて支援するための支援員を、引き続き配置
します。

〇

03　交流教育の推進
・個性や特性、障害にかかわらず、児童生徒が自然に交流できる環
境づくりを推進します。

〇

〇

〇

04　地域支援

4-2障害児支援の充
実

・障害の有無にかかわらず、「地域で共に育つ」ことの実現のため
に、幼稚園・保育所等に通う児童への療育支援としての保育所等訪
問支援や児童の生活の場である施設等への援助、助言などを行う巡

回相談によって地域支援を行います。

4-3学校教育の充実

01　就学支援の充実
・就学先の選択や支援内容の伝達がスムーズに行えるよう、幼稚
園・保育所等と小学校及び児童発達支援センターとの連携を強化
し、切れ目のない支援体制の整備に努めます。

04　社会への移行支援

・関係部局との情報交換や協働の研修会を通じて、相談支援の充実
を図ります。
・支援学校卒業後の進路の一つとして、障害福祉サービスへのス
ムーズな連動を図るために、発達支援会議や宮城東部地域自立支援
協議会を通じて関係機関との連携強化に努めます。
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第４期（令和３～５年度)の具体的な実施内容
今後の
方向性

令和６年度以降の取り組み予定 担当課

・保護者の不安や課題を整理し、児童の特徴に合わせて支援の方向性を検討し
ています。
・児童の発達の状況や置かれている環境、サービス利用に関する意向などを勘
案して、関係機関と連携し必要な支援につなげています。

維持 ・第４期と同様
介護・障害
福祉課

・親子での遊びや集団経験をとおして、早期療育支援を行っています。
・保護者が児童の発達段階や、成長課題を理解し、適切な関わりができるよう
援助し、進路選択の支援を行っています。

維持 ・第４期と同様
介護・障害
福祉課

・児童の特徴に合わせて、具体的な目標を定め、児童の育ちのための支援を
行っています。
・児童の発達段階や成長課題に応じた進路選択ができるよう支援を行っていま
す。

維持 ・第４期と同様
介護・障害
福祉課

・保育所や幼稚園に通う児童への支援としての「保育所等訪問支援」や、児童
の生活の場である施設等への援助・助言を行う巡回相談を行っています。 維持 ・第４期と同様

介護・障害
福祉課

・基幹保育所担当者が教育・保育施設等や認可外保育施設を訪問して相談を行
い、施設や保育士への援助、助言を行っています。 維持 ・第４期と同様

子ども政策
課

・保護者や保育所・幼稚園等の先生方等、児童の身近にいる支援者のほか、一
般の方に対して、療育や発達に課題のある児童との関わり方や環境設定等につ
いての研修を行っています。

維持 ・第４期と同様
介護・障害
福祉課

・保幼小連携事業として、情報交換、小学校訪問などを年３回行っています。
・発達支援会議等を活用し、就学する児童の情報共有を行っています。 維持 ・第４期と同様 子ども政策課

・保幼小連携事業として、情報交換、合同研修の実施、保育所等訪問、学校見
学の受け入れ等を行います。
・発達支援会議等を活用し、就学する児童の情報共有を行っています。

維持 ・第４期と同様 教育総務課

・年４回実施している幼保小連携事業に参加し、地域の幼稚園や保育所と同様
に、小学校への円滑な支援のつなぎを行っています。
・児童発達支援センターを中心として、切れ目のない支援体制の構築のため、
発達支援会議を行っています。

維持
・第４期と同様
・発達支援会議等を活用し、就学する児
童の情報共有を行っていきます。

介護・障害
福祉課

・特別支援学級、小学校低学年の通常学級（ADHD、LD対応）に、特別支援教
育支援員を配置し、特別支援学級や通常学級に在籍する特別な支援を要する児
童生徒が、集中して授業を受けることができるよう支援を行っています。

維持 ・第４期と同様 教育総務課

・お互いを理解し認め合う心を育むことを目指して、個々の特性や状態に合わ
せながら、授業内外での交流を推進しています。

維持 ・第４期と同様 教育総務課

・特別支援教育コーディネーターを中心とする校内の相談指導体制の充実を
図っています。
・担当教諭が進路に関する各種会議等に参加し、関係機関との連携を図ってい
ます。

維持 ・第４期と同様 教育総務課

・相談支援専門員や各学校のコーディネーターと日頃から連携を密にすること
で、就労についてもタイムリーな支援につないでいます。
・宮城東部地域自立支援協議会をとおして、支援学校卒業後に円滑に障害福祉
サービスを利用するため、就労アセスメントに係る連携を進めてきました。

維持 ・第４期と同様
介護・障害
福祉課
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基本
目標

目標施策 主な取り組み 取組の内容
実施
状況

５　すべてのひとにやさしいまちづくり

01　住まいに関する相談・
情報提供

・住まいに関する相談に応じるとともに情報を適切に提供し、バリ
アフリー化を推進します。 〇

02　公共施設のバリアフ
リー化の促進

・公共施設のバリアフリー化を促進し、誰にでも利用しやすい環境
になるよう整備します。 〇

〇

〇

〇

〇

03　障害福祉サービスの利
用

・行動援護事業、同行援護事業、移動支援事業など、外出を支援す
るサービスの利用を促進します。 〇

01　災害時の支援
・避難行動要援護者プランに基づき、障害のある人の災害時避難支
援対策を推進します。 〇

02　防災対策の啓発
・避難場所の確認や非常持ち出し用品の準備、地域防災訓練への参
加など、平常時からの防災対策を推進します。 〇

03　避難後の支援 ・福祉避難所の充実に向けて、障害特性に応じた配慮を行います。 〇

01　啓発活動の充実
・障害のある人に対する正しい理解と認識を深めるため、市の広報
誌やホームページ、パンフレットなど、様々な媒体を通じて幅広い
広報・啓発活動を推進します。

〇

02　福祉教育の推進
・出前講座などを通じ、多くの福祉教育の場を提供することで、す
べての市民が、障害のある人に対する理解を深められる取組を推進
します。

〇

01　手話通訳員等の派遣

・手話通訳員を窓口に設置するとともに、通院等の意思疎通が必要
不可欠な用務に手話通訳員を派遣します。
・視覚に障害がある方には、情報サポートやガイドヘルパー利用の
ための相談をしていきます。

〇

02　意思疎通支援を行う者
の養成

・手話奉仕員養成講座を開講し、支援者の育成と資質の向上を図り
ます。 〇

03　コミュニケーション支
援ボードの活用

・障害の有無にかかわらず、話し言葉によるコミュニケーションが
困難な人へ支援について、体制を構築していきます。 〇

5-3防災施策の推進

5-5コミュニケー
ションの充実

5-4啓発活動の推進

5-2移動・交通バリ
アフリーの促進

・段差の少ない安全な道路の整備、音響式信号機や点字ブロックの
整備、違法駐輪、駐車の排除を関係機関と協力しながら進めていき
ます。

01　ハード面の環境整備

02　移動・交通制度の利用
促進

・公共交通機関の運賃割引制度や福祉車両を利用した移動サービス
の利用拡大を図ります。

5-1住まい・まちづ
くりの促進
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第４期（令和３～５年度)の具体的な実施内容
今後の
方向性

令和６年度以降の取り組み予定 担当課

・相談支援を通して個別のニーズに応じて対応しています。
・地域生活支援事業において、住宅改修及び福祉用具の給付を行います。

維持 ・第４期と同様
介護・障害
福祉課

・道路改良工事に伴い既設歩道勾配を８％以下にするように整備
　（バリアフリー化の促進）
・施設所管課において、所管する公共施設のバリアフリー化に取り組んできま
した。

維持

・第４期と同様
・既設歩道における車道と歩道の段差解
消（セミフラット化）
・施設所管課において、所管する公共施
設のバリアフリー化に取り組みます。

都市整備課
(施設所管課)

・道路改良工事に伴い既設歩道勾配を８％以下にするように整備
　（バリアフリー化の促進） 維持

・第４期と同様
・新設道路の歩道をセミフラット式で整
備
・公園敷地内における違法駐車排除のた
めの縁石を整備

都市整備課

・音響式信号機等の設置要望等があった場合は、警察へその旨伝える等連絡調
整を図っている。 維持

・第４期と同様
・違法駐輪、駐車の排除のため、引き続
き警察との連携を図っていきます。

危機管理課

・手帳交付時及び相談があった際に、各種制度の説明を行い、公共交通機関の
利用促進を図っています。
・一定の要件を満たす各種手帳所持者に対し福祉タクシー利用券や燃料費助成
券を交付し、移動に係る経費の補助を行ってきました。

維持 ・第４期と同様
介護・障害
福祉課

・６５歳以上の高齢者や障害者がＩＣＴを活用したデジタル社会のもたらす恩
恵を享受し、社会参加や生きがいづくりを通して豊かな生活を送るため、CT活
用促進背策として、多賀城東部線・多賀城西部線のバス運賃無料化の社会実験
を令和4年10月から開始しました。

維持 ・第４期と同様 都市計画課

・相談支援事業所と連携し、行動援護、同行援護、移動支援事業など、外出を
支援するサービスの利用を促進しています。

維持 ・第４期と同様
介護・障害
福祉課

・要支援者名簿を活用し、災害の種類や地域の特性による支援方法が地域のみ
んなで行われるよう働きかけています。 維持 ・第４期と同様 社会福祉課

・防災ハザードマップを作成し、津波や洪水の浸水想定区域等の表示、避難場
所の確認や非常持ち出し用品の準備等について掲載して全戸配布しました。 維持 ・第４期と同様 危機管理課

・令和４年度に改訂した多賀城市福祉避難所開設、運営マニュアルに基づく取
組みを行っています。

維持
・令和３年に改正された国のガイドライ
ンに基づき、要配慮者の支援強化のため
指定福祉避難所の指定を促進します。

社会福祉課

・障害福祉制度ガイドブックを作成し、各種障害福祉に関する制度や、障害者
差別解消法などについて掲載しました。
・ホームページの掲載内容について定期的に見直しを行い、新しい情報が提供
できるようにしています。
・出前講座等を実施し障害に対する理解を深める機会を提供しました。
・障害者週間に合わせて市役所１階ロビーで市内の障害福祉事業所や各種障害
福祉事業に関する展示を行い、広く啓発活動を行いました。

維持 ・第４期と同様
介護・障害
福祉課

・出前講座等を実施することで福祉教育の場を提供してきました。 維持 ・第４期と同様
介護・障害
福祉課

・担当部署に手話通訳者を設置し、要請に基づいて派遣を行っています。ま
た、市が催す式典等へも同様に派遣を行っています。
・みやぎ通訳派遣センターへ派遣依頼を行い、派遣対応をしています。

維持 ・第４期と同様
介護・障害
福祉課

・手話講座を実施し、聴覚障害者への理解の促進を図るとともに、日常会話程
度の手話を活用できる人材を養成しています。 維持 ・第４期と同様

介護・障害
福祉課

・令和２年度に制作したコミュニケーション支援ボードを各窓口や受付などに
配置し、話し言葉によるコミュニケーションが困難な方に応対する際に活用し
ています。
また、市内避難所にも配備し災害時にも活用しています。

維持 ・第４期と同様
介護・障害
福祉課
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５ 障害福祉サービス等の内容 

訪問系サービス 

サービス名 サービス内容 

居宅介護 

(ホームヘルプ) 

自宅で、入浴、排せつ、食事の介護、部屋の掃除、洗濯等を行いま

す。通院の付き添いも行います。 

重度訪問介護 重度の肢体不自由または重度の知的障害もしくは精神障害により、常

時介護を必要とする障害のある人が対象。 

自宅での入浴、排せつ、食事の介護等から外出時の移動中の介護を総

合的に行います。 

同行援護 視覚障害があり、移動が困難な人が対象。 

外出に同行して移動を支援するとともに外出先において必要な視覚的

情報の支援（代筆・代読を含む）や必要な排せつ、食事の介護等を行

います。 

行動援護 行動上著しい困難がある人で常時介護を必要とする障害のある人が対

象。 

行動の際に生じる危険回避のための援護や外出時の支援を行います。 

重度障害者等包括

支援 

常時介護を必要とする障害のある人で介護の必要の程度が著しく高い

人が対象。居宅介護をはじめとする福祉サービスを包括的に組み合わ

せて支援を行います。 

日中活動系サービス 

サービス名 サービス内容 

生活介護 常時介護が必要な障害のある人で、障害支援区分3（あわせて施設入

所支援を利用する場合は区分４）以上、または年齢が50歳以上で、

障害支援区分2（あわせて施設入所支援を利用する場合は区分３）以

上の人が対象。 

主に昼間に、事業所において食事、入浴、排せつ等の介護を行いま

す。また、生産活動や創作活動等の場も提供します。 
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自立訓練 <機能訓練> 

地域生活を営む上で、身体機能・生活能力の維持・向上等のため支援

が必要な身体障害者等が対象。 

自立した日常生活や社会生活ができるよう、定められた期間、事業所

への通所、利用者の自宅への訪問等を組み合わせて、身体機能や生活

能力向上のために必要な訓練を行います。 

<生活訓練> 

地域生活を営む上で、生活能力の維持・向上等のための支援が必要な

知的障害者、精神障害者等が対象。 

自立した日常生活や社会生活ができるよう、定められた期間、食事や

家事等、日常生活能力の向上のために必要な訓練を行います。 

就労移行支援 一般就労等を希望し、企業等への雇用または在宅就労等が見込まれる

65歳未満の障害のある人が対象。 

定められた期間事業所における作業や企業における実習、適性にあっ

た職場探しや就労後の職場定着のための支援等、就労・定着のために

必要な訓練、指導等のサービスを提供します。 

就労継続支援 

（Ａ型／雇用型） 

事業所内において雇用契約に基づいた就労の場が提供され、一般就労

に向けて必要となる知識・能力を向上させるための訓練を行います。 

就労継続支援 

（Ｂ型／非雇用型）

企業等や就労継続支援（Ａ型／雇用型）での就労経験があって、年齢

や体力の面で雇用されることが困難となった障害のある人、就労移行

支援事業を利用したが企業等や就労継続支援Ａ型の雇用に結びつかな

かった障害のある人が対象。雇用契約は締結しないで、就労の機会や

生産活動の場、就労への移行に向けた支援等を行います。 

就労定着支援 就労に伴う生活面の課題に対応するため、相談を通じて生活面の課題

を把握するとともに、企業や関係機関等との連絡調整やそれに伴う課

題解決に向けて必要となる支援を行います。 

就労選択支援 企業への就労を希望する障害者本人と支援者が一緒に就労アセスメン

トを行うことで、障害者の希望や能力に合う仕事探しを支援します。 
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療養介護 医療を必要とする障害のある人で常時介護を必要とする人が対象。医

療機関等で機能訓練、療養上の管理、看護、介護及び日常生活上のサ

ービスを行います。 

短期入所 自宅で介護する人が病気になった時や、体や心の休息が必要になった

時等に、事業所へ短期間の入所を必要とする障害のある人が対象。宿

泊に伴う入浴、排せつ、食事の介護等の支援を行います。 

居住系サービス 

サービス名 サービス内容 

自立生活援助 障害者支援施設やグループホーム等から一人暮らしへの移行を希望す

る知的障害者や精神障害者等について、本人の意思を尊重した地域生

活を支援するため、一定の期間にわたり、定期的な巡回訪問や随時の

対応により、障害のある人の理解力、生活力を補う観点から、適時の

タイミングで必要な助言や関係機関との連絡調整を行います。 

共同生活援助 

（グループホーム）

地域において自立した日常生活を営む上で相談等の支援が必要な人、

または食事や入浴等の介護等を必要とする人が対象。家事や、日常生

活における相談支援、関係機関との連絡調整、食事、入浴、排せつ等

の介護等必要な支援を行います。 

施設入所支援 自宅での生活が困難なため、施設に入所している人が対象。食事、入

浴、排せつ等の介護等の必要な支援を行います。 

相談支援に関するサービス  

サービス名 サービス内容 

計画相談支援 障害福祉サービスの利用者に、サービス等利用計画書の作成を行うサ

ービスを提供します。 

地域移行支援 障害者支援施設、保護施設等に入所または精神病院に入院している障

害のある人を対象に、住居の確保、その他の地域生活へ移行するため

の支援を行います。 

地域定着支援 地域移行支援で地域での生活を始めた人が、安心して生活できるように

常時の連絡体制を確保し、緊急時においても必要な支援を行います。 



- 123 - 

障害児通所支援等 

サービス名 サービス内容 

児童発達支援 未就学の知的発達に障害のある児に、日常生活における基本的な動作

の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練等の支援を提供しま

す。 

医療型児童発達支

援 

上肢、下肢または体幹の機能に障害のある児童に、児童発達支援及び

治療を提供します。 

放課後等デイサー

ビス 

就学中の障害児に、放課後や夏休み等において、生活能力向上のため

の訓練等を継続的に提供します。 

学校教育と相まって障害児の自立を促進するとともに、放課後等の居

場所づくりを推進します。 

保育所等訪問支援 保育所、幼稚園、認定こども園、小学校等に通う障害のある児童に、

訪問により、保育所等における集団生活の適応のための専門的支援を

提供し、保育所等の安定した利用を促進します。 

居宅訪問型児童発

達支援 

外出困難な重度の障害児に、居宅を訪問し、日常生活における基本的

な動作の指導、知識技能の付与等の支援を提供します。 

障害児相談支援 障害児通所支援等の利用者に、サービス利用計画書の作成を行うサー

ビスを提供します。 

親子療育教室 

（おひさまひろば）

親子での遊びや集団での経験をとおして、子どもたちの持つ可能性を

引き出し、社会で生活していくための基礎を培うとともに、保護者が

児童の成長に当たっての課題や適切な療育について理解し、家庭でも

児童と適切な関わりができるように必要な助言や支援を行います。 
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地域生活支援事業（必須事業） 

サービス名 サービス内容 

理解促進研修・啓

発事業

障害のある人等が日常生活及び社会生活を営む上で生じる「社会的障

壁」を除去するため、障害のある人等の理解を深めるため研修・啓発

を通じて地域住民への働きかけを強化することにより、共生社会の実

現を図ります。

自発的活動支援事

業

障害のある人等が自立した日常生活及び社会生活を営むことができる

よう、障害のある人やその家族、地域住民等による自発的な取り組み

を支援します。

障害者相談支援事

業

障害のある人等やその家族からの相談に応じ、必要な情報の提供等を

行うとともに、地域の相談支援事業者等からの相談に応じ、専門的な

指導・助言、情報収集・提供等を行います。

成年後見制度利用

支援事業

判断能力が十分でない障害のある人等が、障害福祉サービスの利用契

約の締結等を適切に行えるよう、成年後見制度の利用を支援すること

により、これらの障害のある人の権利擁護を図ります。 

成年後見制度法人

支援事業

成年後見制度における後見等の業務を適正に行うことができる法人を

確保できる体制を整備するとともに、市民後見人の活用も含めた法人

後見の活動を支援します。

意思疎通支援事業

（コミュニケーシ

ョン支援事業）

聴覚・言語機能、音声機能、その他の障害のため、意思疎通を図ること

に支障がある障害のある人に対して意思疎通の円滑化を図るための手話

通訳者や要約筆記者の派遣を行います。

日常生活用具給付

等事業

障害のある人等に対して、日常生活や介護が容易になる日常生活用具

及び住宅改修費を給付することにより自立した生活を促進します。

手話奉仕員養成研

修事業 

意思疎通を図ることに支障がある障害者のある人等の自立した日常生

活又は社会生活を営むことができるよう、手話で日常会話を行うのに

必要な手話語彙及び手話表現技術を習得した者を養成します。 

移動支援事業 地域における自立生活や社会参加を促進するため、屋外での移動が困

難な障害のある人について、外出の際の移動支援を行います。
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地域活動支援セン

ター事業 

地域活動支援センターにおいて、地域の実情等に応じ、利用者に対し

て創作的活動や生産活動の機会を提供、社会との交流の促進等を図

り、障害のある人等の地域における生活支援を促進します。

地域生活支援事業（任意事業） 

サービス名 サービス内容 

訪問入浴サービス

事業 

重度の身体障害を有する人に対し、浴槽等の機械を搬入することによ

り、居宅においての入浴サービスを提供します。

日中一時支援事業 障害のある人等の日中における活動の場を確保し、障害のある人等の

家族の就労支援及び障害のある人等を日常的に介護している家族の一

時的な休息の機会を確保し、介護者の負担の軽減を図ります。

声の広報等事業 視覚障害のある人に対して、市の広報誌の内容を録音したＣＤ「声の

広報多賀城」を定期的に提供することで、視覚障害者の市政情報等の

取得を支援し、もって社会参加を促進します。

自動車運転免許取

得・自動車改造費

助成事業

障害のある人の社会参加を促進するため、運転免許取得費用や自動車

改造費用の助成を行います。 

都道府県における障害児サービス 

サービス名 サービス内容 

福祉型障害児入所

施設 

施設に入所している障害児に対して、保護、日常生活の指導及び知識

技能の付与を行います。 

医療型障害児入所

施設 

施設に入所又は指定医療機関に入院している障害児に対して、保護、

日常生活の指導及び知識技能の付与並びに治療を行います。 
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７ 用語集 ～障害福祉関係～ 

ア行 

用語 解説 

アクセシビリティ 各種制度やサービスの使いやすさや情報の取得、利用しやすさ 

一般就労 就労形態のひとつとして、一般企業等で労働基準法等に基づく雇用契

約において就労すること。福祉的就労と対比して用いられる 

医療的ケア 日常的に行われる、人工呼吸器の管理、経管栄養や痰の吸引、導尿補

助等の生きていく上で必要な医療的な生活援助行為 

医療的ケア児等コ

ーディネーター 

医療的ケアを必要とする障害児の支援を総合調整する人材。保健、医

療、福祉、子育て、教育等の必要なサービスを総合的に調整し、医療

的ケア児とその家族に対してサービスを紹介するとともに、関係機関

と医療的ケア児等やその家族をつなぐ支援を行う 

インクルージョン 「包容、包み込む」という意味で、教育及び福祉の分野では、「障害

があっても地域で様々な地域資源を利用し、市民が包み込んだ共生社

会を目指す」という理念で捉えられている 

カ行 

用語 解説 

基幹相談支援セン

ター 

障害者自立支援法（現：障害者総合支援法）の改正により、相談支援

体制の強化を目的として、平成２４年４月から設置されることとなっ

た施設。地域における相談支援の中核的な役割を担い、相談支援事

業、成年後見制度利用支援事業及び身体障害者・知的障害者・精神障

害者等に関わる相談支援を総合的に行うことを目的とする 

強度行動障害 激しい不安や興奮、混乱の中で、多動、自傷、異食等の行動上の問題

が強く頻繁にあらわれて、日常生活が著しく困難な状態 

権利擁護 自己の権利や援助のニーズを表明することの困難な障害者等に代わっ

て、支援者が代理としてその権利やニーズ獲得を行うこと 

高次脳機能障害 交通事故や脳卒中等によって、脳に損傷を受け、記憶や注意、思考、

言語、学習能力等に障害を生じ、日常生活に支障がある状態 

合理的配慮 障害のある人の性別、年齢及び障害の状態に応じた社会的障壁の除去

のための必要かつ合理的な現状の変更及び調整 
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サ行 

用語 解説 

手話通訳者 話の内容やその場で起こっている音を手話に、または手話を音声に変

換して伝えるなどの通訳者。厚生労働省の手話通訳士の試験等に合格

し、聴覚障害者の社会参加を支援するための専門家 

手話奉仕員 手話を用いて、聴覚障害者等との交流活動の促進、市町村の広報活動

等の支援者として期待される日常会話程度の手話表現技術を習得した

者 

重症心身障害 重度の知的障害と重度の肢体不自由を重複している障害を指す 

障害支援区分 障害の多様な特性や、その他心身の状態に応じて必要とされる、標準

的な支援の度合いを総合的に示すもの 

障害者週間 障害者基本法に定める、毎年１２月３日から１２月９日までの１週間

の名称。国民の間に広く障害者の福祉についての関心と理解を深める

とともに、障害者が社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に積

極的に参加する意欲を高めることを目的として制定された 

障害者就業・生活

支援センター 

障害者の就職面と生活面における一体的な支援を行う施設で、雇用・

福祉・教育等の関係機関と連携しながら、就職に向けた準備や職場に

定着するための支援、日常生活や地域生活に関わる助言等を行う 

身体障害者手帳 身体障害者福祉法の規定に基づき交付される手帳。視覚、聴覚・平衡

機能、音声・言語・咀嚼機能、肢体不自由、内部障害に分けられ、障

害の程度によって１級から６級までに区分される。各種サービスを受

けるための証明となる 

生活支援コーディ

ネーター（地域支

え合い推進員） 

主に高齢者の生活支援・介護予防サービスの体制整備を推進すること

を目的とし、地域において、生活支援・介護予防サービスの提供体制

の構築に向けたコーディネーター機能を果たす者 

精神障害者保健福

祉手帳 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律に基づき、一定の精神障害

の状態にあると判定された方に交付される手帳。有効期間は２年で、

精神障害の程度によって１級から３級までに区分される 

成年後見制度 認知症高齢者、知的障害者、精神障害者等、判断能力が不十分である

ために法律行為における意思決定が不十分または困難な者について、

その判断力を補い、保護支援する制度 
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相談支援専門員 障害者等の相談に応じ、助言や連絡調整等の必要な支援を行うほか、

サービス等利用計画を作成する者をいう。実務経験と相談支援従事者

研修の受講が要件となる 

タ行 

用語 解説 

地域共生社会 制度・分野ごとの縦割りや支え手や受け手という関係を越えて、地域

住民や地域の多様な主体が参画し、人と人、人と資源が世代や分野を

越えてつながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域を

共に創っていく社会 

地域包括ケアシス

テム 

障害者や介護が必要になった高齢者等が、住み慣れた自宅や地域で暮

らし続けられるように、医療・介護・介護予防・生活支援・住まい等

の５つの分野で一体的に支援が受けられる体制のこと 

特別支援学校 学校教育法に基づき、視覚障害者、聴覚障害者、知的障害者、肢体不

自由者、医療的ケアが必要な者または病弱者（身体虚弱者を含む）に

対して、幼稚園、小学校、中学校、高等学校に準ずる教育を行うとと

もに、障害による学習上または生活上の困難を克服し、自立を図るた

めに必要な知識技術を授けることを目的に設置される学校 

特別支援教育 障害の種類や程度に応じ特別の場で指導を行っていた特殊教育を転換

し、通常学級に在籍する学習障害、注意欠陥多動性障害、高機能自閉

症の児童・生徒を含め、一人ひとりの教育的ニーズを把握し、その持

てる力を高め、生活や学習上の困難を改善または克服するため、適切

な指導及び必要な支援を行うもの 

ナ行 

用語 解説 

難病 原因不明で、治療方法が未確立であり、かつ後遺症を残す可能性が高

い病気。経過が慢性的で、経済的負担が大きいだけでなく、介護者の

負担や精神的負担が大きい病気のことを指す 

ノーマライゼーシ

ョン 

障害者や高齢者など社会的に不利を負う方々を当然に包容するのが通

常の社会であり、あるがままの姿で他の人々と同等の権利を享受でき

ることが出来るようにするという考え方 
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日常生活自立支援

事業 

（まもりーぶ） 

認知症高齢者・知的障害者や精神障害者等、判断能力が低下している

人が自立した地域生活を送れるように、福祉サービスの利用援助や金

銭管理等を行うことにより、その人の権利を擁護することを目的とし

た事業 

ハ行 

用語 解説 

発達障害 発達障害者支援法の定義では、脳機能の障害であって、その症状が通

常低年齢において発現するものと規定され、心理的発達障害並びに行

動情緒の障害が対象とされる。自閉症、アスペルガー症候群、その他

の広汎性発達障害、注意欠陥多動性障害等がこれに含まれる 

バリアフリー 障害のある人が社会生活を送る上で障壁（バリア）となるものを除去

するという意味で、床の段差を解消したり、手すりの設置など物理的

な障壁を除去する意味合いを指すことが多い。 

近年では、より広く全ての人の社会参加を困難にしている物理的・社

会的・制度的・心理的等の全ての障壁の除去という意味でも用いられ

る 

ピアサポート ピア（Ｐｅｅｒ）とは、「仲間、同輩、対等者」のこと。障害者等や

その家族が互いの悩みを共有し、情報交換することで、専門職による

支援では得がたい安心感や自己肯定感を得られる。 

避難行動要支援者 災害等により避難が必要となった場合に、自力での避難が困難で、避

難に当って特に支援を必要とする人 

福祉的就労 障害者の就労形態のひとつ。各種施設や小規模作業所等で職業訓練等

を受けながら作業を行うこと。一般就労と対比して用いられる 

福祉避難所 高齢者、障害者、乳幼児、その他特別な配慮を必要とする者の円滑な

利用の確保や相談、助言、その他の支援を受けることができる体制を

備えた避難所 

ペアレントトレー

ニング 

厚生労働省が推進する発達障害者支援策の一つで、保護者が子どもと

のより良いかかわり方を学びながら、日常の子育ての困りごとを解消

し、子どもの発達促進や行動改善を目的とした専門性が求められるプ

ログラム 
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ペアレントプログ

ラム 

厚生労働省が推進する発達障害者支援策の一つで、子どもの発達が気

になった段階での最初のステップとして開発されたプログラム。 

育児に不安がある保護者、仲間関係を気付くことに困っている保護者

等を、地域の支援者が効果的に支援できるよう設定されたグループ・

プログラム 

ペアレントメンタ

ー 

メンター（Ｍｅｎｔｏｒ）とは「指導者、助言者」という意味。発達

障害のある子どもの子育てを経験した親が一定の研修を受け、その育

児経験を活かし、同じような発達障害のある子どもを持つ親に対し

て、共感的なサポートを行い、また地域資源についての情報提供等を

行う 

マ行 

用語 解説 

民生委員・児童委

員 

厚生労働大臣から委嘱され、地域で福祉の相談助言活動に従事してい

る者。各地域に配置され、地域に居住する方の子育て、介護、障害福

祉等様々な相談に応じ、必要に応じて福祉事務所や児童相談所等の関

係機関への橋渡を行う等必要な支援活動を行っている 

ヤ・ラ・ワ行 

用語 解説 

ユニバーサルデザ

イン 

障害のあるなしや年齢、性別、人種等に関わらず、多くの人が使いや

すいように製品・建物・環境等をデザインすること 

ライフステージ 人間の人生を段階区分したもの。幼・少年期、青年期、壮年期、老年

期等に分けた段階 

療育手帳 知的障害があると判定された方に対して交付される手帳。一貫した指

導・相談を行うとともに、各種サービスが受けやすくなる。地域によ

って「愛の手帳」「みどりの手帳」など名称が異なる。障害程度の区

分は、主に最重度・重度の「Ａ」、中度・軽度の「Ｂ」に分けられる

が、自治体によって異なる 
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８ 市民アンケート調査結果（抜粋） 

実施概要

１ 調査の目的 

このアンケート調査は、多賀城市障害者計画（第４期）の評価及び第５期計画を

策定するにあたり、障害者の生活上の課題や施策に対するニーズ等を把握するため

の基礎資料として、広く市民の意見を聴取するため、下記のとおりアンケート調査

を実施したものです。 

２ 調査の概要 

○調査対象：市内の各種手帳所持者２,７６０人のうち１,０００人 

    （令和５年３月末現在） 

○調査期間：令和５年４月１４日（金）から令和５年５月１２日（金）まで 

※前回調査：平成29年6月 5日（月）から平成29年7月7日（金） 

○調査方法：調査票の郵送による送付・回収 

○送付・回収率等 

単位：（人） 

 対象者 送付数 回答数 回収率 

身体障害者 1,840 425 236 55.5%

知的障害者 439 331 145 43.8%

精神障害者 481 244 108 44.3%

合 計 2,760 1,000 489 48.9%
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調査の結果と考察 

１ 障害者自身について 

(1) 性別 

・回答者は、男性が２７６人で（５６．４４％）、女性が２０３人で（４１．５

１％）でした。 

単位：（人、％）

  前回 全体 身体 知的 精神 

男 
292 276 134 96 46

55.20% 56.44% 56.78% 66.21% 42.59%

女 
230 203 96 48 59

43.48% 41.51% 40.68% 33.10% 54.63%

無回答 
7 10 6 1 3

1.32% 2.04% 2.54% 0.69% 2.78%

計 
529 489 236 145 108

100% 100% 100% 100% 100%

56.44%

56.78%

66.21%

42.59%

41.51%

40.68%

33.10%

54.63%

2.04%

2.54%

0.69%

2.78%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

身体

知的

精神

性別

男 女 無回答
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(2) 年齢 

・回答者の年齢区分別の割合は次のとおりです。身体障害者は高齢の方が多

く、知的障害者は若年層が多いことが分かります。精神障害者は中年層が多

い結果となっています。 

年齢区分 全体 身体 知的 精神 
7 歳未満 0.82% 0.85% 1.38% 0.00%
7～15歳 8.59% 0.42% 26.90% 1.85%
16～18歳 2.04% 0.85% 5.52% 0.00%
19～34歳 12.88% 0.42% 33.10% 12.96%
35～49歳 14.52% 4.66% 18.62% 30.56%
50～64歳 23.93% 25.00% 11.03% 38.89%
65歳以上 31.49% 57.63% 2.76% 12.96%

8.59%

26.90%

2.04%

0.85%

5.52%

0.00%

12.88%

0.42%

33.10%

12.96%

14.52%

4.66%

18.62%

30.56%

23.93%

25.00%

11.03%

38.89%

31.49%

57.63%

2.76%

12.96%

5.73%

10.17%

0.69%

2.78%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

身体

知的

精神

年齢

7歳未満 7～15歳 16～18歳 19～34歳 35～49歳 50～64歳 65歳以上 無回答
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(3) 自分の特性や能力に応じて、安心して暮らしているか 

・「そう思う」、「どちらかといえばそう思う」と回答した方は、６７．０

８％となり、前回調査時の６２．７６％から４．３２ポイント増加していま

す。 

前回 全体 身体 知的 精神

そう思う 157 133 71 35 27
29.68% 27.20% 30.08% 24.14% 25.00%

どちらかといえば 
そう思う

175 195 84 72 39
33.08% 39.88% 35.59% 49.66% 36.11%

どちらかといえば 
そう思わない

100 97 49 24 24
18.90% 19.84% 20.76% 16.55% 22.22%

そう思わない 76 55 30 9 16
14.37% 11.25% 12.71% 6.21% 14.81%

無回答 21 9 2 5 2
3.97% 1.84% 0.85% 3.45% 1.85%

計 529 489 236 145 108
100% 100% 100% 100% 100%

27.2%

30.1%

24.1%

25.0%

39.9%

35.6%

49.7%

36.1%

19.8%

20.8%

16.6%

22.2%

11.2%

12.7%

6.2%

14.8%

1.8%

0.8%

3.4%

1.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

身体

知的

精神

自分の障害の特性や能力に応じ、安心して暮らしているか

（満足度）

そう思う どちらかといえばそう思う

どちらかといえばそう思わない そう思わない

無回答



- 135 - 

２ 普段の暮らしについて 

(1) 誰と一緒に暮らしていますか 

・一緒に暮らしている方は、身体障害者は「配偶者」、知的障害者は「父および

母」と暮らしている割合が圧倒的に高いです。 

・父母の高齢化や親亡き後の生活の課題に対して、早いうちから家族以外の方と

の関わりを築いていくことが重要になると考えられます。 

前回 全体 身体 知的 精神 
配偶者 39.91% 40.90% 70.59% 5.93% 25.00%
子ども 24.03% 21.99% 35.78% 1.48% 21.43%
父 37.34% 35.22% 10.78% 72.59% 34.52%
母 48.50% 47.28% 19.12% 85.19% 54.76%
祖父母 8.37% 6.15% 2.45% 14.07% 2.38%
兄弟姉妹 27.90% 25.53% 9.80% 51.85% 21.43%
おい、めい 2.79% 2.60% 1.47% 2.22% 5.95%
その他の親戚 1.50% 0.71% 0.49% 1.48% 0.00%
その他 6.22% 4.26% 4.41% 2.96% 5.95%
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  (2) 将来、誰と暮らしたいですか 

・将来暮らしたい人は、「家族」５８．６９％と最も高く、次に「ひとりで」暮

らしたいと回答した方が、１２．６８％との結果になりました。 

・特に精神障害者にあっては、「ひとりで」暮らしたいと回答した方が２０．３

７％と高い結果となりました。 

前回 全体 
家族 57.28% 58.69%
友人や知人 1.51% 1.64%
福祉施設(GH含む)で 6.24% 7.77%
ひとりで 11.34% 12.68%
その他 4.16% 2.25%
わからない・答えたく
ない 17.20% 14.93%

無回答 2.27% 2.04%

58.69%

65.68%

57.24%

45.37%

1.64%

0.85%

2.07%

2.78%

7.77%

3.81%

11.03%

12.04%

12.68%

11.44%

8.97%

20.37%

2.25%

2.12%

2.76%

1.85%

14.93%

13.98%

15.17%

16.67%

2.04%

2.12%

2.76%

0.93%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

身体

知的

精神

将来、暮らしたい人

家族 友人や知人 福祉施設(GH含む)で ひとりで その他 わからない・答えたくない 無回答
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 (3) （精神科入院中の方）どのような条件が整えば、退院できるか 

・「退院後の生活する場所がある」「退院後の生活支援をしてもらえる」と回答

した方がそれぞれ５０％ずつでした。 

前回 精神 
退院後の生活する場所がある 25.00% 50.00%
退院後の働く場や集う場がある 12.50% 0.00%
家族の受け入れ準備が整う 25.00% 0.00%
自立するための資金がある 12.50% 0.00%
退院後の生活支援をしてもらえる 12.50% 50.00%
その他 0.00% 0.00%

 (4) （精神科入院中の方）退院後、どのような所で生活したいか 

・「グループホームで暮らしたい」と回答した方が６０．０％。「家族と同居し

たい」が２０．０％、「その他」が２０．０％でした。 

前回 精神 
家族と同居 50.00% 20.00%
新たな住まい（アパートや公営住宅等）を探し単身生活 12.50% 0.00%
４～５人と共同生活するグループホーム等 0.00% 60.00%
専門スタッフのいるところで１０～２０人と共同生活する
援護寮 12.50% 0.00%

自宅等で若干の支援を得ながら単身生活 12.50% 0.00%
その他 12.50% 20.00%

(5) （精神科入院中の方）退院後、どのように過ごしたいか 

・「仕事をしたい」「自分の家で過ごしたい」「わからない」がそれぞれ 

３３．０％ずつとなりました。 

前回 精神 
通所施設に通いたい 0.00% 0.00%
デイケアに通いたい 12.50% 0.00%
仕事をしたい 12.50% 33.33%
自分の家で過ごしたい 37.50% 33.33%
仲間同士でいつでも集まる場に行きたい 12.50% 0.00%
その他 0.00% 0.00%
わからない 25.00% 33.33%
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３ 学校教育について 

 (1) 学校教育等への要望の有無 

 ・「学校教育等への要望がある」と回答した方は４５．０％と前回の４４．４

２％よりも高い結果となりました。 

 ・特に知的障害者については、６５．９７％とより高い結果となっています。 

前回 全体 身体 知的 
要望がある 44.42% 45.00% 32.20% 65.97%
要望はない 31.73% 37.37% 48.31% 19.44%

 (2) 学校教育等への要望内容 

 ・「能力や障害の程度にあった指導をして欲しい」と回答した方は６７．２５％

と前回同様高い結果となりました。また、「就学（就労）相談や教育相談を充

実して欲しい」が前回の４１．１４％から大きく増え、５３．２２％となった

ことから、進路やその先の就職、その後の経済的に自立した生活まで見据え

て、将来への不安があることと推察されます。 

前回 全体 身体 知的 
就学（就労）相談や教育相談を充実して欲
しい 41.14% 53.22% 40.79% 63.16%
能力や障害の程度にあった指導をして欲
しい 63.43% 67.25% 59.21% 73.68%

施設、設備、教材等の充実して欲しい 21.71% 22.22% 22.37% 22.11%
通常の学級で健常児とともに教育を受け
る機会を増やして欲しい 22.86% 11.11% 13.16% 9.47%
地域の学校(通常学級)との交流の機会を
増やして欲しい 11.43% 7.60% 10.53% 5.26%

その他 4.57% 5.85% 5.26% 6.32%
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４ 就労について 

(1)（仕事をしている方対象）どのような形で仕事をしているか 

・前回調査では「パート、アルバイト等」が３０．８８％で最も割合が高かった

ですが、今回調査では２６．９２％へ減少しています。代わりに「就労系サー

ビス等」で働く方が２８．５７％と最も高い結果となりました。ここ数年で、

就労系サービス事業所が充実してきていることが推察されます。 

前回 全体 身体 知的 精神 

自営業 5.88% 7.14% 15.29% 0.00% 0.00%

家業の手伝い 1.47% 3.30% 4.71% 0.00% 6.06%

会社・団体の役員 2.94% 3.30% 5.88% 1.56% 0.00%
会社等の正規の社員、職
員 24.51% 24.18% 29.41% 20.31% 18.18%

パート、アルバイト等 30.88% 26.92% 31.76% 23.44% 21.21%

内職 0.98% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%

就労系サービス等 27.45% 28.57% 9.41% 46.88% 42.42%

その他 5.88% 6.59% 3.53% 7.81% 12.12%
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 (2) （仕事をしている方対象）１か月の労働収入 

 ・「５～１０万円未満」の収入の方は、３２．８４％から２２．７０％に減少

し、「１０～１５万円未満」１７．３％、「１５～２０万円未満」９．７

３％、「２０万円以上」が１５．１４％と前回よりも増加しており、全体的に

収入が増えているようです。 

前回 今回 
１万円未満 8.82% 10.27%
１～２万円未満 10.78% 11.89%
２～５万円未満 10.78% 4.86%
５～１０万円未満 32.84% 22.70%
１０～１５万円未満 13.24% 17.30%
１５～２０万円未満 7.84% 9.73%
２０万円以上 11.27% 15.14%
わからない 1.96% 7.57%
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 (3) （仕事をしていない方対象） 仕事をしていない理由 

  ・「重度の障害のため」「働く場がないため」「通勤が困難なため」「自分

に合う仕事があるか不安なため」と回答した方が前回より多くなりました。 

前回 今回 
重度の障害のため 16.30% 19.49%
病気のため 24.46% 22.02%
高齢のため 19.02% 16.97%
働く場がないため 4.89% 6.50%
求職方法がわからないため 0.00% 0.72%
通勤が困難なため 1.09% 3.25%
家事や育児に専念するため 3.80% 1.44%
就園、就学中のため 14.67% 13.36%
人間関係が不安なため 1.09% 2.89%
自分に合う仕事があるか不安なため 2.72% 5.05%
職場がバリアフリーでないため 0.00% 0.36%
その他 11.96% 7.94%
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 (4) 今後の仕事および過ごし方の希望 

 ・「臨時、パート、アルバイトで自分の生活時間に合わせた働き方をしたい」が

１３．７％と前回よりも数字を伸ばしています。 

・「趣味やサークル活動をして過ごしたい」と回答した方も１１．６６％と増え

ており、自身の障害や病気と向き合いながら、多様な生活時間に合わせて、自

分らしく過ごしたいと希望している方が増えている印象です。 

前回 今回 
自営業を営みたい（現在の自営業をつづけたい） 3.02% 5.11%
会社等の正規の社員・職員として働きたい
（現在の仕事をつづけたい） 12.48% 9.20%
仕事に関する指導をしてくれる人がいる一般の会
社で働きたい 5.86% 3.89%
臨時、パート、アルバイトで自分の生活時間に合わ
せた働き方をしたい 10.21% 13.70%

自宅で仕事がしたい 5.67% 4.70%
福祉施設等で就労したい 8.51% 9.82%
通所サービス等を利用したい 3.59% 6.95%
社会福祉施設に入所して、施設で生活したい 3.02% 2.04%
趣味やサークル活動をして過ごしたい 9.83% 11.66%
その他 10.96% 9.20%
無回答 26.84% 23.72%
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５ 外出について 

(1) 外出するとき、主に困ること 

・「電車・バス・タクシー等乗り物の利用の不便」「道路や駅等の公共の場所の

利用が不便」といった割合は、前回よりも少なくなっており、公共交通機関等

の整備は進んでいると推察される一方、「利用する建物の整備が不便」の割合

１３．２９％と増加するなど、建物等のハード面はまだまだ整備が進んでいな

い印象があります。 

・「介助者がいない」「人と話すことが困難」等の割合も増加しており、移動に

係るサービスや合理的配慮のある対応等の充実が求められています。 

前回 今回 
電車・バス・タクシー等乗り物の利用の不便 24.88% 20.86%
道路や駅等の公共の場所の利用が不便 12.80% 10.22%
利用する建物の設備（階段、トイレ、エレベー
ター等）が不便 11.14% 13.29%

車などに身の危険を感じる 6.87% 8.59%
介助者がいない 2.61% 4.91%
経費がかかる 19.43% 14.52%
人の目が気にかかる 12.56% 9.41%
人と話すことが困難 10.66% 13.50%
外出に必要な情報が得られない 2.13% 1.64%
その他 24.64% 17.38%
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(2) 外出の頻度（通勤、通学、通園、通所、通院を除く） 

・今回調査では、外出の定義から「通勤、通学、通園、通所、通院」を除いたこ

とから「ほぼ毎日」の割合は、２０．２５％と大きく減少しました。 

・「週に２～３回」は２６．７９％、「週に１回」は２６．９９％であり、週１

回以上外出している方は、全体の７４．０３％となっています。 

・「外出しない」の割合は、精神障害者が１２．０４％と高い結果となってお

り、偏見の目やコミュニケーションへの困難さが背景にあるものと推察されま

す。 

前回 全体 身体 知的 精神 
ほぼ毎日 46.50% 20.25% 23.73% 16.55% 17.59%
週に２～３回 33.84% 26.79% 29.24% 23.45% 25.93%
週に１回 － 26.99% 23.31% 33.79% 25.93%
月に２～３回 12.85% 13.09% 9.75% 16.55% 15.74%
年に数回 2.65% 2.86% 3.39% 3.45% 0.93%
外出しない 1.13% 7.16% 7.20% 3.45% 12.04%
無回答 3.02% 2.86% 3.39% 2.76% 1.85%
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６ 災害への対応について 

(1) 災害に対して、備えをしているか 

・「備えをしている」と回答した方は、７１．１７％と前回調査より増えていま

す。防災への意識が少しずつ広まっているものと推察されます。 

前回 今回 
備えをしている 68.62% 71.17%
備えをしていない 25.33% 23.31%
無回答 6.05% 5.52%

計 100% 100%

(2) 災害に対して、どのような備えをしているか 

・「災害発生の情報を得る体制ができている」「避難場所を確認している」「非

常食や日常生活品の備蓄をしている」とそれぞれ前回より割合が増えており、

日ごろから災害に備えている方が増えているようです。 

前回 今回 
災害発生の情報を得る体制ができている 33.06% 35.63%
避難場所を確認している 55.37% 53.74%
避難へ行くための準備ができている 12.40% 10.34%
避難行動要支援者名簿の情報を地域に提供することに同意して
いる 6.06% 12.07%

非常食や日常生活品の備蓄をしている 33.88% 43.68%
家具の転倒防止や自動消火装置などの安全対策をしている 33.61% 36.21%
防災訓練に参加している 14.60% 14.08%
その他 4.41% 1.15%
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７ 情報取得について 

 (1) 福祉サービス情報の収集手段 

 ・今回調査で設問に追加した「スマートフォン、タブレットなど」は１７．３

７％と高い割合で情報収集手段に利用されていることが分かりました。 

・「市の広報、ホームページ」は２５．８４％と依然大きな割合を占めています。 

・今後は、ホームページやＳＮＳなど様々な媒体で情報発信していくことが行政

を始めとした関係機関には、求められています。 

前回 全体 身体 知的 精神 

スマートフォン、タブレットなど － 17.37% 17.02% 15.87% 20.27% 

市の広報、ホームページ 36.86% 25.84% 34.35% 20.19% 14.86% 

新聞、テレビ等 6.81% 7.01% 9.73% 3.85% 5.41% 

市役所窓口 9.83% 12.85% 10.03% 12.98% 18.92% 

福祉施設 4.16% 3.21% 1.82% 4.81% 4.05% 

医療機関 11.72% 9.05% 10.64% 3.37% 13.51% 

障害者団体・家族会 2.84% 2.34% 1.82% 4.81% 0.00% 

民生委員・児童委員 0.38% 0.15% 0.30% 0.00% 0.00% 

相談支援事業所 6.43% 7.45% 1.82% 16.83% 6.76% 

社会福祉協議会 3.21% 1.75% 1.82% 2.40% 0.68% 

その他 10.96% 6.72% 4.86% 9.13% 7.43% 
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８ 想い・悩みについて 

(1) 悩んでいること、困っていること

  ・「年金等の収入」が４３．１８％と前回より増えています。一方で、「健康

（医療）」については４４．６０％、「仕事、就職」は１８．４７％と前回よ

り減少しています。 

 ・「介護・在宅福祉サービス利用」や「福祉用具・機器等の利用」は前回よりも

割合を増やしており、特に在宅サービスにおいては需要に対し、供給が不足し

ていることが、背景にあるのではないかもと考えられます。 

 前回 全体 身体 知的 精神
健康（医療） 49.34% 44.60% 52.57% 26.97% 46.59%
年金等の収入 36.94% 43.18% 45.14% 35.96% 46.59%
家族関係 8.44% 8.81% 6.86% 6.74% 14.77%
仕事、就職 24.54% 18.47% 16.00% 15.73% 26.14%
施設入所、通所 7.65% 5.40% 2.86% 13.48% 2.27%
人間関係 15.30% 9.94% 4.00% 14.61% 17.05%
介護・在宅福祉サービス利用 3.17% 7.39% 8.57% 8.99% 3.41%
福祉用具・機器等利用 2.11% 5.40% 8.57% 3.37% 1.14%
子育て 3.43% 0.57% 0.57% 1.12% 0.00%
その他 16.89% 8.52% 4.57% 15.73% 9.09%
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 (2) 困ったときの相談相手 

  ・変わらず「家族、親戚」が５２．８７％で一番割合が多いですが、前回から

は減少しています。一方で、「友人、知人」「医療機関」「市役所窓口」等

の割合が増加しており、障害者の高齢化等により独居となり、相談先を外部

に求める傾向にあるものと推察されます。 

  ・「相談相手がいない」と回答した方も、５．４４％と前回の４．１６％から

増加しています。 

前回 全体 身体 知的 精神
家族、親戚 66.92% 52.87% 48.55% 77.24% 41.04%
近所の人 0.38% 0.60% 0.87% 0.00% 0.58%
友人、知人 5.48% 11.93% 15.99% 1.38% 12.72%
医療機関 3.40% 10.42% 11.92% 0.69% 15.61%
市役所窓口 0.38% 3.47% 4.65% 1.38% 2.89%
民生委員・児童委員 0.19% 0.30% 0.29% 0.00% 0.58%
施設職員 2.84% 3.02% 1.45% 2.76% 6.36%
職場の人 1.51% 0.91% 1.45% 0.00% 0.58%
障害者団体 0.95% 0.15% 0.00% 0.69% 0.00%
相談支援専門員 2.84% 2.27% 1.74% 2.07% 3.47%
その他 2.27% 3.17% 1.74% 4.14% 5.20%
相談相手がいない 4.16% 5.44% 5.52% 3.45% 6.94%
相談することはない 4.91% 3.32% 3.78% 3.45% 2.31%
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(3) 将来、不安に感じていること 

・「高齢に高齢になったときの健康や体力」「家族が病気にならないか」「十分

な収入があるか」「財産管理や相続」等の割合が前回調査より増加しており、

障害者を取り巻く環境においても高齢化の問題が背景にあるものと推察されま

す。 

前回 全体 身体 知的 精神
身の回りの介助や援護をして
くれる人がいるか 25.71% 25.59% 22.55% 38.21% 16.16% 

同居する家族がいるか 15.38% 11.50% 7.35% 18.70% 11.11%
自分が病気にならないか 17.14% 15.96% 15.69% 16.26% 16.16%
高齢になったときの健康や体
力 27.25% 30.75% 43.63% 7.32% 33.33% 

家族が病気にならないか 25.49% 26.76% 29.41% 26.02% 22.22%
友人や近所の人達と交流があ
るか 2.42% 1.17% 0.98% 1.63% 1.01% 

働く場があるか 13.85% 10.33% 8.33% 21.14% 1.01%
十分な収入があるか 27.03% 29.11% 25.00% 24.39% 43.43%
年金が続くか 18.46% 16.43% 16.67% 10.57% 23.23%
財産管理や相続 1.98% 4.69% 3.43% 8.94% 2.02%
その他 3.30% 2.58% 0.98% 4.88% 3.03%
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９ 支援について 

 (1) 今後充実して欲しいと考えるサービス 

・「就労に関する支援」や「医療費の負担軽減」等の割合が増加しており、収入の

確保や医療費等による支出減少など、家計・経済面での負担軽減を充実して欲し

い方が増えている印象があります。 

・「早期対応（早期発見、早期療育、早期教育）の充実」等の割合も４．７４％と

増加しており、母子保健事業や保育所・幼稚園等の機関と連携し、切れ目のない

早期療育体制を充実させることが求められています。 

前回 今回 

就労に関する支援 30.02% 32.94% 

作業所等の福祉的職場の確保 11.42% 10.19% 

ホームヘルパー、ショートステイ等在宅福祉サービスの充実 15.86% 14.93% 

入所施設やグループホーム等の整備 18.39% 17.30% 

家族が休養できるような施策（レスパイトサービス）の充実 7.61% 10.43% 

機能訓練や日常生活訓練を行う事業の充実 7.19% 7.58% 

障害者による相談支援（ピアカウンセリング）の充実 11.21% 14.69% 

総合的な相談支援事業の充実 13.11% 14.69% 

医療費の負担軽減 37.42% 41.23% 

福祉サービス利用者負担の軽減 16.91% 15.64% 
道路、交通機関、公共建築物等の利用を容易にするための施策の
充実 10.78% 14.93% 

点字図書、録音図書などの情報提供手段の充実 2.11% 1.42% 

手話通訳、要約筆記制度の充実 1.27% 1.18% 

障害者のスポーツ、芸術、文化活動等に対する支援 4.23% 4.03% 

災害時・緊急時の情報提供・通信体制・避難誘導対策の充実 10.15% 11.37% 

福祉教育やボランティア活動等の障害者との交流促進 4.44% 4.27% 

権利保障や財産管理のしくみづくり（成年後見制度の利用促進） 2.54% 2.13% 

早期対応（早期発見、早期療育、早期教育）の充実 3.59% 4.74% 

学童の放課後や休日に利用できる施設の充実 2.33% 3.32% 
福祉に関するお知らせをはじめ、趣味・娯楽などの各種情報提供
の充実 10.78% 10.90% 

その他 6.55% 4.27% 
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１０ 差別について 

(1) 障害者差別解消法を知っていますか 

 ・「知っている」と回答した割合が、２６．１８％と前回より減少しており、半

数以上が「知らない」と回答しています。今後も障害者差別に関する普及啓発

は、力を入れて取り組んでいく必要があります。 

前回 今回 
知っている 27.79% 26.18% 
知らない 67.11% 68.71% 
無回答 5.10% 5.11% 

計 100% 100% 

(2) 障害を理由に差別された経験がありますか 

・「ある」と回答した方が３１．４９％と前回より増加しています。「差別」と

感じる状況や場面、対応は人それぞれであり、本人にその気がなくとも、知ら

ず知らずのうちに差別的対応をしてしまっているという場合も考えられます。 

・行政を始めとした機関が普及啓発を続け、一般の方々へ差別的対応の事例や場

面等を知る機会を増やすことで、社会全体が共通の認識を持つことが重要とな

ります。 

前回 今回 
ある 28.92% 31.49% 
ない 64.46% 62.99% 
無回答 6.62% 5.52% 

計 100% 100% 
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(3) どのような内容の出来事でしたか 

・「偏見を感じるような対応をされた」以外の全ての項目で前回調査より割合

が増えています。 

前回 今回 
サービス等の利用を拒否された・制限された 11.76% 12.99% 
困っているのに手助けしてもらえなかった 29.41% 29.87% 
コミュニケーションに対する配慮が足りなかった 15.03% 19.48% 
偏見を感じるような対応をされた 66.67% 62.99% 
その他 22.88% 26.62% 
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